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昨今、中国やインド等の開発途上国の経済発展

には目覚しいものがあり、それに伴うエネルギー

需給の逼迫は今後とも継続するものと予想されて

いる。現在、わが国では原油輸入量の9割を中東

に依存しており、その中東の原油生産量も将来的

には大きな増加は見込めないというのが、専門家

の見解である。このような状況下において、昨年

来の原油価格の高騰がわが国の経済に与える影響

が比較的小さかったのは、オイルショック以降の

脱石油対策の一つとして推進してきた原子力発電

が少なからず寄与したものと推察する。

一方、昨年2月には気候変動枠組条約が発効し、わが国においては地球温暖化につ

ながる温室効果ガスを2008年から2012年に1990年比で6％削減することが義務付け

られている。

このような状況において、非化石燃料を使用する原子力発電の重要性はますます高

まっており、昨年10月に閣議決定された「原子力政策大綱」において、再処理路線

を前提とした原子燃料サイクルの重要性が再確認されたことは大変意義深いことと考

える。その中でも、わが国の原子燃料サイクル全体の運営に柔軟性を付与する役割を

担うとともに、エネルギーの備蓄効果も期待できる中間貯蔵施設の実現は喫緊の課題

であり、電気事業者として取組むべき重要課題と認識している。

巻巻巻巻　　　　頭頭頭頭　　　　言言言言

経済的な中間貯蔵技術実用化への挑戦
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中間貯蔵技術は海外においてさまざまな方式が既に実用化されているが、わが国に

おいてもそれらを採用できるような基盤整備が必要となってくる。行政庁においては

2000年6月に原子炉等規制法に貯蔵事業に関する規制が追加され、関連する省令が施

行されるとともに、その後、金属キャスクやコンクリートキャスクに係る技術要件が

策定され、安全審査に際して技術的に重要と考えられる基本的事項がとりまとめられ

た。一方、民間においても、原子力学会や機械学会で金属キャスクやコンクリートキ

ャスクの安全設計標準や構造規格が策定され、キャスクの安全機能を確保するための

設計、製造、検査等に係る具体的な取決めの明確化が図られてきたところである。こ

れらの民間規格を策定する上で重要なのは、その妥当性が種々の実証試験や解析に基

づく客観的事実により裏付けられていることであり、（財）電力中央研究所はこれま

で電気事業者と密接な連携の下、プロジェクト研究を推進してこられ、それらの研究

成果は大いに貢献したものと考えている。

本レビューは、貯蔵方式の内、米国では実用化されているものの、わが国において

は実用経験のないコンクリートキャスク貯蔵技術について、その成果の概要が紹介さ

れている。今後も将来の中間貯蔵技術のあり方を見据え、安全性を基盤とした経済性

に優れた技術の確立に向けて、（財）電力中央研究所の今後の活動に期待している。

関西電力（株）常務取締役

岸 田 哲 二
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・原子力発電に関する調査研究開始

・使用済燃料海上輸送安全評価の研究を開始
・使用済燃料輸送容器信頼性実証試験開始（～1994）
・原子燃料物質の陸上輸送安全評価の研究を実施
・大型輸送容器特別研究室を設置
・再処理返還廃棄物の輸送・貯蔵研究を開始
・日米共同で使用済燃料貯蔵の研究を開始（～1982）
・天然六フッ化ウラン輸送物の火災時挙動研究開始（～
1983）
・返還廃棄物対策に関する研究-高レベル廃棄物輸送用キ
ャスクの安全性に関する研究－（～1985）
・原燃サイクルバックエンドP.T.による推進体制を組織
・中低レベル返還廃棄物輸送容器健全性試験（～1987）
・放射性廃棄物輸送容器等安全性実証試験を開始（～
1998）
・原子力発電所使用済燃料貯蔵技術確証試験フェーズ　I
（～ 1991）開始
・ 100 トン級実規模鋳鉄キャスクの落下試験を公開実施
（～1990）
・我孫子研究所にバックエンド研究を総合推進する原燃
サイクル部を組織
・電中研レビュー20号（原子燃料サイクルの確立を目指
して）発行
・低レベル廃棄物貯蔵容器の健全性確認試験（～1990）
・天然六フッ化ウラン輸送容器安全性実証試験を開始
（～1995）
・使用済燃料管理技術開発－乾式貯蔵実用化試験－を開
始（～1994）
・仏 IPSN（原子力安全防護研究所）と天然六フッ化ウ
ラン輸送物の耐火試験の共同研究を開始（～1997）

・高レベル廃棄物輸送物落下試験を公開実施

・原子力発電所使用済燃料貯蔵技術確証試験フェーズ
II（～ 1996）開始
・プルトニウム輸送容器等安全性実証試験を開始（～
1999）
・使用済燃料の構内キャスク貯蔵の総合報告書作成
・高燃焼度使用済燃料輸送物の安全性実証試験を開始
（～1999）
・返還低レベル廃棄物落下時健全性試験（～1996）

・使用済燃料管理技術開発－使用済燃料貯蔵技術調査－
を開始（～1999）

1955
1956
1966
1976
1977
1978
1979
1980

1981

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

電中研「貯蔵・輸送研究」のあゆみ

・第１回原子力平和利用国際会議（ジュネーブ会議）
・原子力委員会発足
・原電、東海発電所で初の営業運転開始

・原子力安全委員会発足
・日本原燃サービス（株）発足
・初の原子力安全白書発表

・日本原燃産業（株）発足
・ IAEA輸送規則が改訂（1985年版）

・1985年版 IAEA輸送規則国内取り入れ

・原子力安全委員会が「原子力発電所内の使用済燃料乾
式キャスク貯蔵について」を決定

・PATRAM 1992 横浜開催
・日本規格協会材料規格「低温用厚肉フェライト球状黒
鉛鋳鉄品 JIS G 5504-1992」制定

・プルトニウム輸送船「あかつき丸」が無事帰港
・日本原燃（株）六ヶ所再処理施設の着工

・原子力委員会、新原子力長計を策定
・高レベル放射性廃棄物返還輸送船「パシフィック・ピ
ンテール号」青森・むつ小川原入港

・東電福島第一にわが国初の乾式キャスク貯蔵開始
・「もんじゅ」ナトリウム漏えい事故
・PATRAM 1995 ワシントン開催
・原子力委員会、「原子力政策円卓会議」を設置
・ IAEA輸送規則が改訂（1996年版ST-1）
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・バックエンドプロジェクトを組織して研究を重点化
・リサイクル燃料資源貯蔵技術調査等－コンクリートモ
ジュール貯蔵技術確証試験－（～2003）開始

・米国サンディア国立研究所とバックエンド研究に関す
る研究交流の覚書締結

・電中研レビューNo.40（原子燃料サイクルバックエン
ドの確立に向けて）発行

・赤城試験センター内「コンクリートキャスク確証試験
設備設置」

・米国アイダホ国立研究所とコンクリートキャスク長期
健全性実証試験共同研究開始（～2006年）
・ ISSF 2003国際貯蔵セミナーを INMMと共催（品川）

・仏CEAと貯蔵など研究協力協定を締結
・貯蔵設備長期健全性等確証試験を開始（～2008）
・地球工学研究所バックエンド研究センターを組織

・貯蔵設備長期健全性等確証試験の中で、E－ディフェ
ンスで実物大コンクリートキャスクの耐震試験

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

・使用済燃料の発電所外貯蔵の検討を閣議了解
・電事連、プルサーマル計画を発表
・動燃アスファルト固化施設で火災事故
・原電、東海発電所を停止
・総合エネルギー調査会原子力部会「リサイクル燃料資
源中間貯蔵の実現に向けて」を中間報告
・PATRAM 1998パリ開催
・ JCO臨界事故発生
・原子炉等規正法の一部改正施行（原子力発電所敷地外
での使用済燃料貯蔵が可能に）
・通産省「使用済燃料の貯蔵の事業に関する規則」、「使
用済燃料貯蔵施設の設計及び工事の方法の技術基準に
関する省令」、「使用済燃料貯蔵施設の溶接に関する技
術基準を定める省令」制定
・原子力長計　「中間貯蔵は再処理までの時間的な調整
を行い、2010年までの操業準備中」
・資源エネルギー庁「使用済燃料貯蔵施設（中間貯蔵施
設）に係る技術報告書」
・ IAEA 輸送規則が改訂（1996 年版 TS-R-1（ST-1,
Revised））
・PATRAM 2001シカゴ開催
・日本機械学会「使用済燃料貯蔵施設規格－金属キャス
ク構造規格SFA1-2001」制定
・原子力安全委員会が「金属製乾式キャスクを用いる使
用済燃料中間貯蔵施設のための安全審査指針」を決定
・むつ市　中間貯蔵専門家会議を設置
・むつ市長が中間貯蔵誘致を表明
・日本機械学会「使用済燃料貯蔵施設規格－コンクリー
トキャスク及キャニスタ詰替装置及びキャニスタ輸送
キャスク構造規格SFB1-2003」制定
・ IAEA輸送規則が改訂（1996年版TS-R-1As Amended
2003）
・PATRAM 2004ベルリン開催
・日本原子力学会標準「使用済燃料中間貯蔵施設用金属
キャスクの安全設計及び検査基準：2004」制定
・総合資源エネルギー調査会　原子力安全・保安部会
核燃料サイクル安全小委員会「コンクリートキャスク
を用いる使用済燃料貯蔵施設（中間貯蔵施設）に係る
技術検討報告書」
・青森県　中間貯蔵安全性チェック検討会を設置
・原子力安全・保安院「金属キャスクを用いる使用済燃
料貯蔵施設の安全審査に係る技術要件」策定
・ ASME Code Case“Use of Ductile Cast Iron
Conforming to ASTM A 874/A 874M-98 or JIS G 5504-
1992 for Transport Containments”制定
・青森県が中間貯蔵立地に調印
・日本規格協会材料規格「低温用厚肉フェライト球状黒
鉛鋳鉄品 JIS G 5504-2005」制定
・原子力委員会「原子力政策大綱」策定
・日本原子力学会「使用済燃料中間貯蔵施設用コンクリ
ートキャスク及びキャニスタ詰替装置の安全設計及び
検査基準：2006」制定（予定）
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白井　孝治（1987年入所）
放射性物質輸送容器の落下衝撃に対する健

全性評価、天然UF6輸送容器耐火・破裂評
価、航空機等の飛来物に対する鉄筋コンクリ
ートの耐衝撃性評価研究等に従事。一方、使
用済燃料貯蔵技術については、金属キャスク
の落下衝撃や耐震性評価に従事し、ここ数年
間、コンクリートキャスク貯蔵方式の実用化
研究に取り組んでいる。

（1-2執筆）

三枝　利有（1983年入所）
専門は材料科学・工学。入所以来、使用済

燃料等の輸送・貯蔵研究に従事。これまで、
金属キャスク貯蔵及びコンクリートキャスク
貯蔵方式の実用化研究を実施・とりまとめた。
今後は大容量・長期貯蔵に向けた研究などを
目指す。

（1-3執筆）

長野　浩司（1987年入所）
使用済燃料貯蔵技術の経済性比較、原燃サ

イクルと炉型戦略のモデル分析、長期世界エ
ネルギーモデル分析等を基盤として、原子力
とくに原燃サイクル政策の研究に取り組んで
いる。

（1-1執筆）



（1）使用済燃料貯蔵の意義と課題

当所はかねてより、原燃サイクル戦略における使用済

燃料貯蔵の基本的意義について、以下の３つの側面を

指摘してきた（1）（2）。

・原子炉付設プールの容量超過を回避する「緊急避難措

置」

・再処理施設への使用済燃料フィードの調整機能

・将来の不確実性への対処

原子力委員会は、2004年６月に設置した「新計画策

定会議」での議論を基に、2005年10月に「原子力政策

大綱」（3）を策定し、閣議決定した。大綱における使用

済燃料貯蔵に関する記載を抜き出してみる。まず、「1-2.

現状認識」においては、「使用済燃料の中間貯蔵は、使

用済燃料が再処理されるまでの間の時間的な調整を行う

ことを可能にするので、核燃料サイクル全体の運営に柔

軟性を付与する手段として重要」（3）との認識を示して

いる。今回の大綱策定における最初かつ最重要のステッ

プであった、将来の核燃料サイクルのあり方に関する４

つのシナリオの比較評価において、「我が国においては、

核燃料資源を合理的に達成できる限りにおいて有効に利

用することを目指して、（一部略）使用済燃料を再処理

し、回収されるプルトニウム、ウラン等を有効利用する

ことを基本的方針とする」（3）と結論づけた上で、「使用

済燃料は、当面は、利用可能になる再処理能力の範囲で

再処理を行うこととし、これを超えて発生するものは中

間貯蔵する。中間貯蔵された使用済燃料及びプルサーマ

ルに伴って発生する軽水炉使用済MOX燃料の処理の方

策は、六ヶ所再処理工場の運転実績、高速増殖炉及び再

処理技術に関する研究開発の進捗状況、核不拡散を巡る

国際的な動向等を踏まえて2010年頃から検討を開始す

る。」（3）とした。

大綱は、使用済燃料貯蔵に関する上述の３つの側面の

うち、最も重要と考えられる第３の「不確実性への対処」

を今後の核燃料サイクルの展開において積極的に活用し

ようとする一方で、長期的な方向性、とりわけ今後発生

していくMOX燃料などの対処については適切な検討を

要する課題と捉えている。

本節では、将来の貯蔵需要の動向を概観した上で、使

用済燃料貯蔵技術に求められる役割、とりわけコンクリ

ートキャスク貯蔵に代表されるコンクリートモジュール

貯蔵技術の特色を活用する方途について展望を示す。

（2）不確実性を考慮した使用済燃料貯蔵需要評価（4）（5）

2050年にかけて発生する使用済燃料貯蔵需要、とり

わけその不確実性への対処について、本項では次の２ケ

ースを対象に考察する。

●最尤度（基本）ケース：基本的に従来想定のとおりで

あり、現時点において最も蓋然性が高いと考えられる

ケース

●リスク管理ケース：極端かつ蓋然性は低いながら、こ

のケースへの対処を念頭におくことで他の状況へも十

分余裕をもったロバストな対処が可能となるケース

具体的なリスク管理ケースとして、ここではPA上そ

の他の理由によりプルサーマルの実施が遅延を迫られ、

プルトニウム需要が低減することへの対処として再処理

施設の操業スケジュールの調整を図る状況を想定し、以

下の２オプションを設定した。

○リスク管理Ａケース：再処理施設の設備利用率を

50％として操業を続け、プルサーマル実施が軌道に

乗った時点で設備利用率を100％として操業する。

○リスク管理Ｂケース：計算期間を通じて再処理施設の

設備利用率50％で操業する。

評価の結果として、図1-1-1は、日本全国の使用済燃

料管理の時間推移を、最尤度ケースを例に示している。

最尤度ケースにおいては現行計画の通りプルサーマルを

実施するため、相当量のMOX使用済燃料が発生してい

く。図1-1-1は全国集計値を示しているが、発電所サイ

ト毎にみれば、原子炉付設プールの貯蔵容量に余裕のあ

るサイトと、追加の貯蔵措置の機動的発動が求められる

サイトが混在していることが示唆される。次に、日本全

国大での使用済燃料貯蔵需要の推移を図1-1-2に示す。

最尤度ケースにおいては、2050年までに10,000tHM程

度の貯蔵需要が発生していくが、リスク管理ケースにお

いては対処必要量が増大するとともに、貯蔵需要の発生
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年も４年程度早期化している。

（3）考察：コンクリートモジュール貯蔵の意義

以上の評価を通じて、将来の使用済燃料貯蔵需要への

対応においては、多様な貯蔵ニーズに適用可能であり、

かつ機動的な展開と配備を可能とする貯蔵技術が要求さ

れているといえる。これらの点において、コンクリート

キャスク貯蔵に代表されるコンクリートモジュール貯蔵

方式は、他の貯蔵方式と比較して、そのモジュール性や

簡素かつ良好な施工性、設備更新や解体撤去の容易さな

どにより、状況変化への機動的な対処を可能とする有利

な特徴を具備していると考えられる。

10
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図1-1-2　日本全国大の敷地外貯蔵需要（4） 
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図1-1-1　最尤度ケースの使用済燃料管理動態（4） 

横軸より上部が各発電所サイトでの蓄積・管理状況、下部が敷地外 
（AFR）貯蔵施設での貯蔵状況を示す 



1-2-1 概要

使用済燃料の中間貯蔵はわが国のみならず、海外にお

いても重要課題であり、様々な技術開発が行われており、

参考になるところが多い。1980年代以降、ドイツで最

初の乾式貯蔵技術を用いた中間貯蔵施設が実用化し、そ

の後、スイスでも、既に実績のある乾式貯蔵技術に加え、

国内の発電所の事情等から、乾式の詰め替え設備を有す

る中間貯蔵施設が実用化している。また、スウェーデン

では地下式の湿式貯蔵施設が実用化している。米国では

金属キャスクのみならずコンクリートキャスクについて

も許認可や施設運転の実績があり、現在民間による敷地

外コンクリートキャスク貯蔵施設の建設計画が推進され

ている。

本章では、米国における貯蔵対策の動向とコンクリー

トキャスク貯蔵方式による中間貯蔵の実績と計画につい

て述べる。

1-2-2 米国の規制体系

米国安全規制委員会（NRC）における独立使用済燃

料貯蔵施設（ISFSI：Independent Spent Fuel Storage

Installation）の審査過程では、SFPO（Spent Fuel Pro-

ject Office）が、中核的な役割を果たしている。

使用済燃料貯蔵に関しての認可に必要な手続きおよび

条件、技術要件、管理要件等は、連邦規則 10CFR

（Code of Federal Regulations）Part72 「使用済燃料及

び高レベル放射性廃棄物の独立貯蔵に関する認可要件

（Licensing Requirements for the Independent Storage

of Spent Nuclear Fuel and High Level Radioactive

Waste）」に規定されている。

乾式貯蔵施設の審査に関しては、以下の審査指針に基

づいている。

・NUREG-1536「乾式キャスク貯蔵システムの標準審査

指針（Standard Review Plan for Dry Cask Storage

Systems, NUREG-1536）」

・NUREG-1567「乾式キャスク貯蔵施設の標準審査指針

（Standard Review Plan for Dry Cask Storage Facili-

ties, NUREG-1567）」

これらの審査指針は、審査を行う際の透明性・公平性

を期すために定めたものである。また、緊急事項に対し

ては、Interim Staff Guidance（ISG）という　暫定的な

審査指針を作成し、円滑な審査の一助としている。

米国での貯蔵施設あるいはキャスクの認可には以下に

示す２つの手順がある。

サイト固有認可（Site Specific License）

10CFR72 に沿って認可手続きをするものであり、

NUREG-1567に基づく。NRCが申請を受理した後、基

本的には公開となり一般公衆が検閲でき、また公聴会の

開催を要求できる。認可は最大20年までとしているが

延長も可能である。

サイト固有認可の例として、アイダホ国立研究所

（Idaho Nuclear Engineering and Environmental Labo-

ratory, INEEL/DOE）や民間燃料貯蔵施設（Private

Fuel Storage Facility, PFSF）がある。

一般認可（General License）

申請者の許認可手続きを軽減するため、10CFR

Part72の1990年に改正において取り入れられた認可の

方法であり、NUREG-1536に基づく。申請者は、10CFR

Part72サブパートK（発電用原子炉の設置場所での使用

済燃料の貯蔵にかかる一般認可）に従って、すでに

10CFR Part50に従い原子炉としての認可を受けている

サイト内でその炉から取り出された燃料を貯蔵する場合

には、申請書の提出なしに事前届だけで認可される。

各許認可手順の利点・欠点

①　一般認可は10CFR Part50に基づいて運転が認可さ

れている原子炉に限定される。したがって、廃炉を計

画している原子炉では、廃炉後の使用済燃料はサイト

固有認可に基づく。

②　一般認可では貯蔵される使用済燃料は健全でなけれ

ばならないので、破損燃料は、サイト固有認可の場合

のみ貯蔵できる。

③　一般認可では新たな安全解析書（SAR）や安全評

価書（SER）を必要とせず、パブリックコメントの期
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間を設けてないので時間と費用を節約できる。一方、

サイト固有認可では、詳細な環境影響評価等に伴う多

大な時間と費用が発生するが、公衆の意見を反映した

認可の変更が可能である。

1-2-3 使用済燃料貯蔵の状況

使用済燃料の貯蔵状況（1）は、1997年時点では商業炉

サイト内で36,600トン、2005年には52,000トンまで増

加すると予測されている。2002年５月現在で、42,540ト

ン（燃料集合体：約117,000体相当）の使用済燃料が貯

蔵され、そのうち約10％が乾式貯蔵方式である。

図1-2-1に、米国におけるISFSIの立地状況を示す。

2002年12月２日現在で、ISFSIは全米26サイト（サイ

ト固有認可11サイト、一般認可15サイト）で運転され

ている。また、13サイト（サイト固有認可５サイト、

一般認可８サイト）で、認可を準備中である。

1986年６月に乾式貯蔵を開始して以来、26サイトに

おいて使用済燃料の貯蔵が行われているが、作業員、公

衆および環境に影響を及ぼす放射線の漏れもなく安全に

貯蔵が行われている。

1-2-4 コンクリートキャスク貯蔵方式による
中間貯蔵の実績と計画

（1）貯蔵実績

表1-2-1に、米国におけるコンクリートキャスク方式

12

図1-2-1　米国におけるISFSIの立地状況 
（2002年12月２日現在） 
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●貯蔵実績（数字はキャスク基数）　○貯蔵計画　（＊）貯蔵キャスクはBNFLFuel Solutions製、キャニスタはHoltec社製 

原子力発電所 
（施設） 

BNFL Fuel Solutions

l Solutions（TranStor/Wesflex） 

Holtec

HI-STORM100
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NAC UMSVSC-24

表1-2-1　米国におけるコンクリートキャスク方式による貯蔵の実績と計画（2004年開始予定分～） 



による貯蔵の実績と計画を示す。図1-2-2および図1-2-

3に、コンクリートキャスクの貯蔵状況および発電所内

のキャニスタの装荷作業を示す。また、図1-2-4に、キ

ャニスタの詰替装置やコンクリートキャスク移送装置の

例を示す。

（2）敷地外使用済燃料貯蔵施設の動向

米国における最初の敷地外乾式使用済燃料貯蔵施設と

して、PFSFと呼ばれる独立使用済燃料貯蔵施設の開発、

認可、建設が民間企業において取り組まれており、2001

年12月にNRCから最終の修正安全評価書（SER）を得

ている。

表1-2-2に、PFSFの概要を示す。また、図1-2-5に、
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図1-2-2　コンクリートキャスクの貯蔵状況（米国） 

BNFL Fuel Solutions/VSC-24

Holtec Inat./Hi-Star 100 Holtec Inat./Hi-Storm

ANO発電所 

ドレスデン発電所 

図1-2-3　発電所内のキャニスタの装荷作業 

（プール内での燃料装荷作業） 

（プール内からのキャスク吊上げ） 

（キャニスタ蓋部の溶接） 

（キャニスタ輸送キャスクの目視検査） 
図1-2-4　キャニスタの詰替装置やコンク 
　　　  リートキャスク移送装置の例 

ドレスデン発電所 
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施設内での取扱方法やコンクリートキャスクの構造概要

を示す。

1-2-5 認可済・審査中の各技術の状況

現在、表1-2-3に示すように、NRCが認可した使用

済燃料貯蔵キャスクは14種類あり、このうちコンクリ

ートキャスクは、NAC-UMS、FuelSolutionsTM、VSC-

24、HI-STORM 100の４種類である。標準的な認可期

間は20年間であり、その後さらに20年延長することも

可能である。
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製造業者 キャスクモデル 認定有効期限 

General Nuclear Systems CASTOR V/21

NAC S/T 
NAC C28 S/T 
NAC-UMS 
TN-32 
MPC

2010年8月 

Nuclear Assurance Corp.

2010年 8月 
2010年 8月 
2020年 6月 
2020年 4月 
2020年 4月 

NUHOMS-24P 
NUHOMS-52B

Transnuclear West 2015年 1月 

TN-24 
TN-68

Transnuclear, Inc.
2015年 1月 
2013年 11月 

Fuel SolutionsTM
British Nuclear Fuel  
System Solutions

2021年 2月 

VSC-24
Pacific Sierra Nuclear  
Associates

2013年 5月 

HI-STAR 100＊ Holtec International 2019年 10月 

HI-STORM 100Holtec International

＊ 2000年に、初の貯蔵と輸送両用システム（MPC68キャニスタを 
　使用）の認可取得。 

2020年 6月 

表1-2-3　NRCが認可した使用済燃料貯蔵キャスク 

貯蔵施設概要 

コンクリートキャスク 

表1-2-2　PFSFの概要 

・予 定 地：ユタ州スカルバレーのインディアン居留地内（ソルトレーク市南西約110km） 
・立地条件：内陸部の半乾燥大陸気候 
・敷地面積：約3.3km2（約1.8km×約1.8km） 
・貯蔵容量：40,000ton（コンクリートキャスク約4,000基） 
・貯蔵方式：コンクリートキャスク (HI-STORM 100を採用予定） 
・申 請 者：PFSF/LLC（Limited Liability Company、8電力のコンソーシアム） 
・認可状況　1997年６月：申請 
　　　　　　2001年12月：NRCによる最終修正安全評価書（SER）の発行 
　　　　　　2002年１月：NRCによる最終環境影響評価書（EIS）の発行 

・Holtec社製　HI-STORM 100 
・鋼板コンクリート製：外寸：3.37mφ×5.87mH（胴部遮へい厚68cm） 
・キャニスタ（ステンレス鋼製）：外寸：1.74mφ×4.84mH（胴部肉厚12.7mm） 
・認可状況　2000年５月貯蔵認可取得 

図1-2-5　PFSF施設内での取扱方法やコンクリートキャスクの構造概要 

①輸送キャスク受入検査後の立起こし ②輸送キャスクからのキャニスタ 
　　　　　　　　　　　　抜出し 

③キャニスタ（キャニスタ詰 
　替装置＝移送容器）移動 

④コンクリートキャスク 
　へのキャニスタ収納 

⑤コンクリートキャスク 
　移送 

キャスク移送装置 

コンクリートキャスク キャニスタ 

約3.4m
約
5.
9m

約
4.
8m

約 1.7m



（1）技術的比較

表1-3-1は、日本における金属キャスクとコンクリー

トキャスクの設計概念を技術的に比較した結果を示す（1）。

設計には他の多様な概念も有り得る。例えば、輸送可能

なコンクリートキャスクの設計も有り得る。実際、輸

送・貯蔵兼用のコンクリートキャスク・金属製キャスク

がドイツで報告されている（2）。

（2）経済性比較

表1-3-2は、文献（3）におけるキャスク（固定費）の

経済性比較の例である。この種の公開文献は、きわめて

限られており、実際のコストはそのときの条件により異
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１－３　金属キャスク貯蔵とコンクリート
キャスク貯蔵の比較
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キャスク総 
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収納時） 

180 トン（PWR24体またはBWR69体 
収納時） 

輸送・貯蔵兼用 貯蔵専用 

一次蓋、二次蓋とも金属ガスケット 
（蓋間圧力常時監視。外部への漏えいを 
実質無視できるよう金属キャスク内部は 
負圧、蓋間空間は正圧。） 

一次蓋、二次蓋とも溶接構造 
（蓋間圧力監視なし。除熱性能の向上を期待 
する場合、キャニスタ内部は正圧。） 

鋼、鉛、レジン、グリコール水の組合せ コンクリート、鋼の組合せ（蓋にレジンを 
使用する場合あり。） 

金属キャスク表面を自然冷却 コンクリート製貯蔵容器に給排気口があり、 
キャニスタ表面を自然冷却 

キャスクバスケットの幾何学的配置及び中性子吸収材により未臨界を維持 
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遮へい機能 

密封機能 

未臨界機能 

除熱機能 

金属キャスク貯蔵 コンクリートキャスク貯蔵 

表1-3-1　日本における金属キャスクとコンクリートキャスク両貯蔵方式の設計概念比較 



なる。同文献には、運転費として、原子力発電所や

MRS貯蔵等でのハンドリングコストも記載している。

固定費と運転費を合計した全システム費用で比べると、

コンクリートキャスク貯蔵は金属キャスク貯蔵に比べて

10～20%低コストとされている。
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表1-3-2　キャスクの容量と経済性比較 

キャスクの種類 容　量 キャスク単価$103

コンクリートキャスク（貯蔵専用） 
コンクリートキャスク輸送可能バスケット 
横型コンクリートサイロ（貯蔵専用） 
輸送・貯蔵兼用金属キャスク 
船積み可能な貯蔵用金属キャスク 
貯蔵専用金属キャスク 
輸送専用金属キャスク 

24/52 PWR/BWR 
24/52 PWR/BWR 
24/52 PWR/BWR 
26 PWR 
21 PWR 
24/52 PWR/BWR 
21 PWR 

$350 
$400 
$500 
$1,000～$1,500 
$1,500～$3,500 
$750～$1,500 
$1,500～$3,500
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原子力委員会は従来（平成12年11月）の原子力長計

に代えて平成17年10月に原子力政策大綱を定めた。政

府はこれを原子力政策に関する基本方針として尊重し、

原子力の研究、開発及び利用を推進することとし、閣議

決定した。

本原子力政策大綱によると、『使用済燃料は原子力発

電後、再処理し、回収されるプルトニウム、ウラン等を

有効利用することを基本方針とする。さらに、使用済燃

料は、当面は、利用可能になる再処理能力の範囲内で再

処理を行うこととし、これを超えて発生するものは中間

貯蔵する。中間貯蔵された使用済燃料及びプルサーマル

に伴って発生する軽水炉使用済MOX燃料の処理の方策

は、六ヶ所再処理工場の運転実績、高速増殖炉及び再処

理技術に関する研究開発の進捗状況、核不拡散を巡る国

際的な動向等を踏まえて、2010年頃から検討を開始す

る。この検討は、六ヶ所再処理工場の操業終了に十分間

に合う時期までに結論を得ることとする。』

『中間貯蔵は、使用済燃料が再処理されるまでの間の

時間的な調整を行うことを可能にするので、核燃料サイ

クル全体の運営に柔軟性を付与する手段として重要とさ

れ、現在、事業者が操業に向け施設の立地を進めている。』

経済産業省原子力安全・保安院や原子力安全委員会に

おいても、中間貯蔵の法令改正、政省令制定・改正、安

全審査指針及び技術要件の策定を行っている。図2-1-1

にわが国における使用済燃料の年間発生量と再処理計画

の現状を示す。

青森県とむつ市、東京電力、日本原子力発電の４者は

平成17年10月19日、むつ市に使用済燃料中間貯蔵施設

を立地することで合意した。当所は、専門家として、む

つ市の専門家会議及び青森県の安全性チェック検討委員

会に協力してきた。わが国初めての中間貯蔵施設は

2010年頃の操業開始を目指している。今後は、新会社

による詳細立地調査及び許認可申請作業が進められる。

当所は従来にも増して、合理的・科学的な中間貯蔵施設

の実用化に向けて、電気事業及び国を支援していく。

なお、今後はむつ市以外の中間貯蔵施設や原子力発電

所敷地内での貯蔵施設の計画が複数、具体化していくも

のと考えられ、個々のサイト条件に応じた貯蔵施設の実

用化研究を推進していく。
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２－１　原子力政策大綱と電気事業の動向

図2-1-1　使用済燃料貯蔵の需要（電事連） 
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総合資源エネルギー調査会　原子力安全・保安部会

核燃料サイクル安全小委員会は、平成16年６月に「コン

クリートキャスクを用いる使用済燃料貯蔵施設（中間貯

蔵施設）に係る技術検討報告書をとりまとめた。この報

告書は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律（昭和32年法律第166号）」第43条の４に定

める「使用済燃料貯蔵施設」の安全審査に際して、技術

的に重要と考える基本的事項（技術要件）、安全審査に

おいて技術的に考慮すべき事項等について、とりまとめ

ている。

検討には、「使用済燃料貯蔵施設（中間貯蔵施設）に

係る技術検討報告書」（平成12年12月　資源エネルギ

ー庁）、「金属製乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯

蔵施設のための安全審査指針」（平成14年10月3日　原

子力安全委員会決定）及びその他の原子力安全委員会が

定めた指針類等を参考にして入る。

本技術要件は、立地条件、基本的安全機能、放射線管

理及び環境安全、その他の安全対策に係る技術要件を定

めた。さらに、考慮すべき事項として、平常時・事故時

条件、密封機能、遮へい機能、臨界防止機能、除熱機能、

放射線業務従事者の被ばく管理、使用済燃料に関する考

慮、キャニスタの内部空間の雰囲気に対する考慮、地震

に対する考慮をまとめ、安全審査の際に活用されるべき

ものとしている。

当所は、経済産業省総合資源エネルギー調査会原子力

安全・保安部会　核燃料サイクル安全小委員会中間貯蔵

ワーキンググループ委員として、取りまとめに協力した。
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２－２　安全審査に係る技術要件
（経済産業省　原子力・安全保安院）

日本原子力学会は、「使用済燃料中間貯蔵施設用コン

クリートキャスク及びキャニスタ詰替装置の安全設計及

び検査基準：2005」（H17）を規定した。この標準は、

燃料取替設備を設置しない使用済燃料中間貯蔵施設に用

いるコンクリートキャスクキャスク及びキャニスタ詰替

装置について、安全設計および検査の要求事項を規定し

ている。安全設計では、基本的要求事項及び安全設計の

方法を規定している。検査では、検査を行う段階と検査

項目、検査容量を規定している。

本標準で引用されている当所の研究成果は次のとおり

である。

①コンクリートキャスク熱流動解析コード検証に用いる

実証試験データ一式（1）

２－3 安全設計及び検査基準
（日本原子力学会）

日本機械学会は、「使用済燃料貯蔵施設規格―コンク

リートキャスク及びキャニスタ詰替装置およびキャニス

タ輸送キャスク構造規格―」JSME SFB1-2003（H15）

を規定した。

この規格は、使用済燃料中間貯蔵施設の設備のうち、

コンクリートキャスクキャスク及びキャニスタ詰替装置、

ならびにキャニスタ輸送キャスクに適用し、安全機能を

確保する上で必要な構造上の要求に関連する、材料、設

２－４　構造規格（日本機械学会）



計、製造、検査について規定している。本規格で引用さ

れている当所の研究成果は次のとおりである。

①鉄筋コンクリート製貯蔵容器規格内容及び温度制限値を

超える場合のコンクリートの許容応力度（図2-4-4）（2）（3）

②コンクリート充填鋼板製貯蔵容器規格内容（2）

③キャニスタ材料に対する溶接継手効率評価結果（4）

図2-4-1にコンクリートキャスク貯蔵施設の設計概念

例（5）、図2-4-2にキャニスタおよびコンクリートキャス

クの運用態様例、図2-4-3に本規格対象機器の設計概念

例を示す。
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図2-4-1　コンクリートキャスク貯蔵施設の設計概念 

図2-4-2　キャニスタおよびコンクリートキャスクの運用態様例 
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図2-4-3　コンクリートキャスク構造規格の対象機器の設計概念例 



2-4-1 基本的考え方

（1）考慮すべき事象

本規格で考慮すべき事象として、貯蔵時取り扱い時に

おける設計事象Ⅰ～Ⅳ、輸送時の各条件および試験状態

を定めた。金属キャスク構造規格では地震時は設計事象

Ⅰに重ね合わせたが、ここでは設計事象Ⅲ、Ⅳとして取

り込んでいる。これらは、「コンクリートキャスク貯蔵

方式を中心としたキャニスタ系使用済燃料中間貯蔵施設

の安全設計・評価手法について」（6）（（財）原子力安全研

究協会）を参考にしている。

（2）評価すべき状態と評価基準

コンクリートキャスクの圧力荷重、熱荷重およびその

他の荷重により機器に加わる負荷状態が「供用状態A」、

「供用状態B」、「供用状態C」、「供用状態D」に分類・

定義された。上述の設計事象との対応は、設計仕様書で

定めることとされた。設計仕様書は使用済燃料貯蔵事業

者等が作成する。

（3）各構成機器の安全機能と相当する分類

①キャニスタ：使用済燃料の密封機能、遮へい機能、臨

界防止機能および除熱機能を有しており、告示501号

の第4種容器に相当する。しかしながら、図2-4-2に

示す様々な運用の様態に応じ、圧力荷重のほか自重に

働く慣性力、収納物の慣性力、熱応力を考慮する必要

があることから、第１種容器相当の「解析による設計」

手法を採用し、構造健全性を評価することとされた。

②コンクリート製貯蔵容器：使用済燃料の遮へい機能お

よび除熱機能を有するとともに、キャニスタを支持す

る機能を有する。現状、鉄筋コンクリート製貯蔵容器

およびコンクリート充填鋼板製貯蔵容器の２種類を想

定しており、前者は通商産業省告示第452号「コンク

リート製原子炉格納容器に関する構造等の技術基準」

等、後者は告示501号の第１種支持構造物等に相当す

るとした。

③キャニスタ詰替装置：使用済燃料の遮へい機能、除熱

機能およびキャニスタを支持する機能を有する。キャ

ニスタ詰替装置の構造部分は告示501号の第１種支持

構造物に相当し、機械部分はクレーン構造規格（平成

13年厚生労働省告示第41号）を考慮して規定された。

④キャニスタ輸送キャスク：使用済燃料を収納するバス

ケットを除き、従来の輸送キャスクと同じ機能を有し、

告示501号の第１種容器に相当する。ただし、臨界防

止機能はキャニスタが分担する。

（4）耐震設計

①　キャニスタ

キャニスタの耐震重要度はAクラスに分類された。

さらに、貯蔵中および取扱い中に耐震設計審査指針で規

定する基準地震動S1による地震力または静的地震力の

いずれか大きいほう（S1*地震力）に対して、基本的安

全機能、燃料支持機能および燃料再取出し機能を有する

部材が健全であることとされた。またさらに、貯蔵中に

耐震設計審査指針で規定する基準地震動S2による地震

力に対して、また、取扱い中にS1による地震力に対し

て、貯蔵後輸送が可能なように基本的安全機能、燃料支

持機能および燃料再取出し機能を維持することとされた。

②　コンクリート製貯蔵容器

貯蔵時にBクラス機器に対して規定される静的地震力

に対して、遮へい機能部材および除熱機能を有する部材

が健全であることとされた。さらに貯蔵中のS2による

地震力に対して貯蔵後輸送が可能なようにキャニスタの

基本的安全機能を阻害せず、キャニスタの支持機能およ

び再取出し機能を維持し、遮へい機能を大きく失うこと

なく、転倒したり過度に滑ることなく、また地震後にコ

ンクリートキャスク移送装置で移送できることとされた。

コンクリートキャスク支持構造物（使用する場合）は

貯蔵中のS2による地震力に対してコンクリートキャス

クの支持機能を維持するとされた。

2-4-2 特記事項

（1）キャニスタの溶接密封構造・材料

キャニスタの接合部は溶接構造で、原子力発電所で使

用済燃料を収納した後に現地で、蓋を溶接する。溶接後

のキャニスタは薄肉であることおよび内部に使用済燃料

を収納しているなどの理由で、残留応力除去の熱処理を

行わない。わが国の場合、中間貯蔵施設は海岸に面した

場所に立地すると考えられ、コンクリートキャスクの外

気は潮風環境となる。コンクリートキャスク内部のキャ
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ニスタの外表面には、外気（潮風）が流れ、直接塩分を

含む空気が接触する、いわゆる外面からの応力腐食割れ

（SCC）の条件に置かれるので注意が必要である。

キャニスタ蓋部の溶接時には内側から目視・アクセス

できないことから片側部分溶け込み溶接になる。また、

上述のように内部に使用済燃料を収納していることから

溶接部の放射線透過試験ができず、代わりに多層浸透探

傷試験または超音波探傷試験を行う。これらのことから、

溶接部には仮想欠陥を想定し、応力評価時の許容値を割

下げて評価する「溶接継手効率」が採用された。

（2）コンクリート製貯蔵容器の温度制限値

コンクリートの温度制限値には、告示452号の一般部

規定が準用された。また、コンクリートの温度が長時間

に亘り65℃を超える部位が生じる場合には、その部位

の許容応力度を適切に補正する必要があるとされた（7）（8）。

その温度が90℃以下である場合に限り、次式によって

算出される重量減少率 （％）が５％以下となる調合

であることをあらかじめ確認することとしている。

W：材令28日まで標準養生、以降91日まで温度20℃、

湿度85％R.H.で養生した後に、想定される温度

履歴を模擬した状態のコンクリートの質量（kg）

W0：材令28日まで標準養生、以降91日まで温度20℃、

湿度85％R.H.で養生したコンクリートの質量（kg）

図2-4-5に重量（水分）減少による圧縮強度の低減と

の関係を示す。表2-4-1に65℃を超える部分（90℃以

下）のコンクリート強度低減係数を示す。
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図2-4-4　コンクリートの重量（水分）減少による圧縮
強度の低減（7）（8） 

普通セメントW/C50％、SL  8cm
普通セメントW/C60％、SL18cm
普通セメントW/C60％、SL10cm
普通セメントW/C50％、SL10cm
普通セメントW/C45％、SL10cm

表2-4-1　65℃を超える部分（90℃以下）の 
コンクリート強度低減 

種　類 強度低減係数 
0.8
0.6
0.6

許容圧縮応力度 
許容せん断応力度 
許容付着応力度 



当所の研究は、上述の国の政策や電気事業の動向を踏

まえて、国や学会の技術要件・標準・規格に反映され、

現実の許認可に役立ち、中間貯蔵の実用化に資すること

を目標にしている。

コンクリートキャスク貯蔵については、米国などで実

用化しているが、海岸近くに立地する可能性が高いこと

による潮風環境、地震、狭い敷地面積など、わが国特有

の条件に適合するための課題がある。図2-5-1はこれら

課題と成果を位置づけたものである。次章以降に主な成

果の概要を示す。
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図2-5-1　コンクリートキャスク貯蔵の課題と本書における成果 

実物大キャスクの確証試験 

貯蔵施設の検討 

・通常時／異常時の除熱性能評価（４章） 
・異常時の構造強度評価（４章） 
・耐震性能評価（４、7章） 

・貯蔵のシュミュレーション（１章） 
・敷地境界線量評価（３章） ・キャニスタ材溶接部健全性試験（５章） 

・キャニスタ材等の耐食性評価試験（５、７章） 
・構成部品の経年劣化評価試験（５章） 

金属容器・構造材の健全性評価 

・燃料・被覆管の健全性評価試験（６章） 
・貯蔵時の燃料健全性確証試験（６章） 
・キャニスタ内部モニタリング技術開発（６章） 

燃料健全性評価 

・コンクリートの耐久性能評価（３、７章） 
・コンクリートの除熱性能評価（３章） 
・コンクリートの遮へい性能評価 
・コンクリートのひび割れ評価（３章） 

コンクリート容器・構造材の 
健全性評価 

コンクリートキャスク貯蔵技術 
の安全規制基礎データ 

・手法の整備 

２－５　研究の位置づけ
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松村　卓郎（1988年入所）
専門はコンクリート工学。これまで、主と

して、臨海コンクリート構造物の耐久性評価
に関する研究を進めてきた。コンクリートキ
ャスク貯蔵技術研究では、コンクリートキャ
スクの高温条件下での塩害評価を担当した。
今後は設計・建設だけでなく、維持管理に関
わる問題にも取り組みたい。

（3-1執筆）

廣永　道彦（1983年入所）
入所以来、一貫して放射性廃棄物処分にお

けるコンクリートの耐久性研究に従事。現在
は、低レベル放射性廃棄物の余裕深度処分施
設のセメント系材料の長期耐久性およびガス
透気特性に関する研究と、高レベル放射性廃
棄物を対象とした低アルカリ性セメントの研
究を実施している。

（3-2執筆）

白井　孝治（８ページに掲載）
（3-3、3-6およびコラム１執筆）

古賀　智成（1988年入所）
長年、新型炉プラントの安全、系統などの設
計や伝熱流動研究に従事していたが、近年は
使用済燃料中間貯蔵の除熱問題の研究に重点
を移している。特に自然循環（対流）除熱の
確立を目指している。

（3-5執筆）

園部　亮二（1992年（株）日立製作所入
社、2003年７月より当所に出向）
出向前は六ヶ所再処理施設 オフガス設備

関連の機器設計Grに所属し、機器設計から
現地試運転助勢作業に従事していた。現在、
当所では主に中間貯蔵に関連する経済産業省
からの受託研究作業に従事している。

（3-4執筆）



コンクリートキャスク貯蔵施設は使用済燃料の取扱い

上海岸付近に立地する可能性があり、施設の鉄筋コンク

リート構造物の塩害が懸念される。塩害による鉄筋腐食

やひび割れは、鉄筋コンクリート構造物の遮蔽機能、構

造強度を低下させる恐れがあることから、塩害評価は重

要な課題である。特に、コンクリートキャスクは、図

3-1-1に示すように、たとえ屋内で貯蔵される場合でも、

自然空冷式により塩分を含んだ外気に触れる機会があり、

しかも、使用済燃料の発熱により60℃程度の高温とな

ることも予想されることから、高温下の塩害についての

検討が必要である（1）。しかしながら、既往の塩害評価

技術にはコンクリートの温度の影響が考慮されていない。

本節では、鉄筋コンクリートの塩害評価に関わるコン

クリート中の塩化物イオンの拡散性状に与える温度の影

響、中性化の影響、ならびに鉄筋腐食の生じる限界塩分

濃度に与える温度の影響を検討した実験、ならびにこれ

らの結果を基に提案した、既往の評価法をベースにした

塩害評価法（2）について述べる。

3-1-1 塩化物イオンの拡散係数の温度依存
性（3）

（1）実験の概要

実験に用いた試験体の形状は、図3-1-2に示すように、

直径150mm、高さ100mmの円柱型である。セメントは

普通ポルトランドセメントを用い、水セメント比

（W/C）は40、50、60％の３種類とした。セメントは普

通ポルトランドセメントを用いた。試験に用いた浸漬溶

液は10％塩化ナトリウム水溶液とし、温度を25、45、

65、80、90℃の５種類とした。試験装置を図3-1-3に示

す。同一配合、同一温度でそれぞれ６体の試験体を用い、

浸漬時間を6種類とした。浸漬時間は温度毎に変化させ、

14～256日間とした。

（2）実験の結果

塩化物イオンの浸透は、濃度差拡散の支配方程式であ

る次式のFickの第２法則に従うとされている。

（3.1.1）

ここに、C：塩化物イオン濃度、t：時間、x：表面から
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図3-1-1　コンクリートキャスク貯蔵方式の例と 
　　　　 塩害の想定される部分 
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図3-1-2　塩化物イオン拡散実験に用いた試験体 
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図3-1-3　塩化物イオン拡散実験装置の概要 
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の距離、D：拡散係数である。上式の初期条件、境界条

件がそれぞれ、C (x, 0)＝0、C (0, t)＝C0＝ cnst.における

解は次式となる。

（3.1.2）

ここに、erf (u)：ガウスの誤差関数である。

測定された塩化物イオン濃度の深さ方向分布を最小自

乗法により上式に近似し、拡散係数を求めた。得られた

拡散係数と温度の関係を図3-1-4に示す。温度が高くな

ると拡散係数は非常に大きくなる。また、水セメント比

の大きいコンクリート程、拡散係数は大きい傾向がある。

（3）拡散係数に与える温度の影響

拡散係数と温度の関係をアレニウスプロットにより表

すと図 3-1-5のようになる。W/C＝ 50％とW/C＝

60％では65℃以上になると温度上昇による拡散係数の

増大が僅かに小さくなる傾向にあるが、アレニウス式の

速度係数を拡散係数に読み替えると、拡散係数の温度依

存性は概ねアレニウス式で表現できることが分かる。温

度依存性を表す活性化エネルギーは次式により定義され

る。

（3.1.3）

ここに、D：拡散係数、A：頻度因子、Ea：活性化エ

ネルギー、R：気体定数、T：絶対温度である。

温度T1、T2における拡散係数をそれぞれD1、D2とする

と、次式が成り立つ。

（3.1.4）

すなわち、活性化エネルギーは次式により表され、拡散

係数の対数値を縦軸とし、絶対温度の逆数を横軸とした

グラフの傾きに（－2.30R）を乗じた値として得られる。

（3.1.5）

図3-1-5の近似直線の傾きから、式（3.1.5）を用いて、

活性化エネルギーを求めると表 3-1-1の通りである。

W/C＝40％の方が、W/C＝50％および60％よりも活

性化エネルギーが大きく、温度依存性が大きいことが分

かる。

コンクリート試験体を用いて活性化エネルギーを求め

た例は少ないが、Pageらは、セメントペーストの活性

化エネルギーを45℃までの拡散セル方式の実験から求

め、W/C＝40、50、60％のセメントペーストの活性化

エネルギーは、それぞれ41.8、44.6、32.0kJ/molと報告

している（4）。水セメント比が小さい方が活性化エネル

ギーが大きい傾向にあり、本研究の結果と同様の傾向に
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図3-1-4　拡散係数と温度の関係 
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図3-1-5　絶対温度の逆数と拡散係数の対数値の関係 
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表3-1-1　活性化エネルギーの計算値 

60 
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ある。活性化エネルギーの値も同程度であり、拡散係数

の温度依存性が主にセメントペーストの性能に依存して

いるためと考えられる。また、Gotoらは、60℃までの

ペーストの拡散セル方式の実験から、W/C＝40％のペ

ーストで50.2kJ/molの活性化エネルギーを報告してい

る（5）。本実験の結果と比較すると若干大きい値である

が、Gotoらの実験では、60℃の高温養生を行っている

ため、水和反応速度が大きくなり、水和生成物が緻密に

成長しなくなり、大きな空隙が生じやすくなるため（6）

と考えられる。水セメント比の小さい方が活性化エネル

ギーが大きい理由としては、塩化物イオンのセメント硬

化体への固定化に対する温度の影響、熱によるセメント

ペーストの劣化などが考えられる。

（4）評価式の導出

実験結果を基に、温度を変数としたコンクリート中の

塩化物イオン拡散係数の評価式を導出した。評価式の導

出に際しては次の事項を考慮した。

①　65℃を越えると温度による拡散係数の増大が若干

小さくなる傾向にあるので、安全側の評価として、

65℃以下の温度依存性を用いることとする。

②　イオンの拡散はコンクリート中の液相で生じるため、

一般の構造物のようにコンクリートが非飽水状態の場

合には、本研究で得られた飽水状態の拡散係数よりも

小さいことが予想される。そこで、非飽水状態の場合

でも温度依存性は飽水状態の場合と同じであると考え、

得られた温度依存性のみを採用し、既に明らかとなっ

ている常温での拡散係数を温度に応じて増大させる評

価式とする。常温（20℃）での値は実構造物の多数

のデータを基に設定されている土木学会コンクリート

標準示方書「施工編」（平成11年版）（7）の評価式の値

とする。

実験結果に基づくと、高温下における塩分拡散係数は

次式のように評価できる。評価式で得られる拡散係数と

試験結果を併せて図3-1-6に示す。

（3.1.6）

ここに、Y：拡散係数（cm2/sec）、T：絶対温度（K）、

A：定数（W/C＝ 40％の場合2.27、50％の場合1.90、

60％の場合1.90）、B：定数（W/C＝40％の場合0.05、

50％の場合－0.79、60％の場合－0.28）

3-1-2 腐食発生の限界塩化物イオン濃度の
温度依存性

（1）実験の概要

予め塩分を混入した鉄筋コンクリート試験体を一定温

度、一定湿度（相対湿度95％）環境に静置し、鉄筋の

腐食状態を把握した。また、試験体コンクリート中の塩

化物イオン濃度を定量分析により把握した。鉄筋腐食状

況と塩分濃度を比較することにより、高温下における鉄

筋の腐食限界塩化物イオン濃度を評価した。

試験体は図3-1-7に示すように、円柱型のコンクリー

トに最小かぶりが20mmとなるように、鉄筋（φ19mm

丸鋼鉄筋、長さ18cm）を埋め込んだ形状とした。鉄筋

の試験区間は8cmとし、その他の部分は防水テープで
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図3-1-6　提案した評価式による拡散係数の対数値と 
絶対温度の逆数の関係　　　　  
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被覆した。試験期間は0（試験前）、2.5、5.0、11ヶ月で

ある。

（2）実験結果および評価

一般に、鉄筋の腐食発生の限界塩化物イオン濃度は、

全塩分濃度で1.2kg/m3と設定されることが多い（7）。そ

こで、先ず、常温下のコンクリート中の塩分濃度と腐食

発生率の関係を調べた。試験開始前の塩分量と腐食面積

率のデータについて、全塩分濃度を0.4kg/m3毎の６つ

の濃度区分に分け、各区分における腐食した鉄筋と腐食

していない鉄筋の本数を調べ、腐食発生率（腐食した鉄

筋の本数／（腐食した鉄筋の本数＋腐食していない鉄筋

の本数）％）を算出した。図3-1-8に、腐食発生率とコ

ンクリート中の全塩分濃度との関係を示す。また、腐食

発生率と全塩分濃度との関係を次のlogistic関数を用い

て近似した。

（3.1.7）

ここに、ｙ：腐食率（％）、ｘ：塩分濃度（kg/m3）、ｂ、

ｋ：定数である。

腐食発生率と全塩分濃度の関係は、logistic関数によ

り良好に近似できていると考えられ、全塩分濃度

1.2kg/m3の時の腐食発生率は80％程度であることが分

かる。すなわち、通常（常温）の限界塩化物イオン濃度

は、腐食発生率80％程度を考えた場合の値であると判

断できる。このため、以降の検討では腐食発生率80％

時の全塩分濃度を限界塩化物イオン濃度と定義し、これ

を評価指標とした。なお、試験期間の増大に伴う限界塩

化物イオン濃度の上昇あるいは低下の傾向は認められず、

試験期間の影響は小さいと考えられたため、以降の検討

では試験期間の区別は行わないこととした。

65℃、90℃の各温度における腐食発生率と全塩分濃

度の関係を図3-1-9に示す。90℃における限界塩化物イ

オン濃度は65℃の場合よりも大きい。温度が高くなる

と一般に腐食速度が増大するため、限界塩化物イオン濃

度が小さくなることも予想されたが、65℃における限

界塩化物イオン濃度は約 1.2kg/m3と常温と同程度、

90℃では約1.6kg/m3と常温よりも大きな値となった。

今回の実験では、温度により限界塩化物イオン濃度が低

下する可能性は小さいと考えられる。

また、水セメント比と限界塩化物イオン濃度の関係を

図3-1-10に示す。水セメント比が大きくなると限界塩

化物イオン濃度は大きく低下し、特に、水セメント比
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図3-1-8　常温下の腐食発生率と全塩分濃度の関係 
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60％の場合に顕著である。一方、コンクリート中の塩

分は単位セメント量の0.4％程度までフリーデル氏塩等

によりコンクリートに固定化されるとの報告もあること

から、各W/Cの試験体の配合から単位セメント量の

0.4％を算出し、限界塩化物イオン濃度と比較した。図

3-1-10に示すように、W/C＝60％を除けば、限界塩化

物イオン濃度と単位セメント量の0.4％の値はほぼ一致

しており、常温と同程度の割合で塩分の固定化が生じて

いると考えられる。

以上を総合的に考えると、温度65℃～90℃の範囲で

は、温度が高くなっても限界塩化物イオン濃度は低下せ

ず、常温における値1.2kg/m3を高温コンクリート中の

鉄筋腐食の限界塩化物イオン濃度と見なしてもよいと考

えられる。

3-1-3 高温下の中性化が塩化物イオン拡散
係数に与える影響

（1）実験の概要

試験体は、全体を速やかに中性化させるため、直径

15cm、高さ15cmで、中心に直径５cmの孔を有する円

筒形状とした。試験体は同一要因について2体とした。

試験体全体が中性化したことを確認した後、塩水噴霧試

験に供した。比較のため、中性化させない試験体の塩水

噴霧試験を同条件で実施した。中性化試験の炭酸ガス濃

度は15％、非中性化試験の炭酸ガス濃度は空気中の濃

度（約0.03％）である。試験要因は、水セメント比（40、

50、60％）、塩水噴霧時の温度（40、65℃）とした。中

性化試験ならびに非中性化試験は9週間行い、塩水噴霧

試験は、温度40℃の場合には6週間ならびに10週間、

温度65℃の場合には6週間ならびに15週間行った。試

験条件は、中性化試験ならびに非中性化試験時の温度

65℃、湿度30％、塩水噴霧試験時の湿度50％である。

（2）実験の結果

全塩分濃度の深さ方向分布から拡散係数を求めた結果

を図3-1-11に示す。温度により中性化の影響は異なっ

たものとなっている。65℃では、中性化したコンクリ

ートの拡散係数は中性化していないコンクリートの拡散

係数と比較して同程度以下である。したがって、65℃

では中性化により拡散係数は増大しないと考えられる。

一方、40℃においては、水セメント比40％では中性化
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図3-1-10　W/Cと限界塩化物イオン濃度の関係 
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したコンクリートと中性化していないコンクリートの拡

散係数は同程度であるが、水セメント比50、60％では

中性化したコンクリートの拡散係数は中性化していない

コンクリートの拡散係数の1.6倍程度である。このよう

な特定の条件下での拡散係数の増大に関する報告は少な

く、理由は不明であるが、水セメント比50％以上のコ

ンクリートの場合には中性化によりコンクリートの塩化

物イオン拡散係数は増大する可能性があると考えられる。

3-1-4 高温下のコンクリート塩害評価法

一般に、鉄筋コンクリートの塩害は、コンクリートへ

の塩化物イオンの浸透、鉄筋腐食の発生、進行、腐食に

よるひび割れの発生、腐食の著しい進行という劣化過程

を経ると考えられている。この塩害の劣化過程と耐荷力、

変形などの構造的な性能の関係は十分に明らかにされて

いないが、腐食によるひび割れが生じるまでは、構造性

能はほとんど低下しないことが知られている（8）。した

がって、安全側ではあるが、鉄筋腐食の発生を限界状態

とすれば、構造性能が低下しないことを評価することが

できる。（図3-1-12参照）

鉄筋腐食の発生を限界状態とした評価方法は次のとお

りである。まず、次式により、コンクリート中の塩化物

イオン浸透の予測を行い、設計供用期間終了時の鉄筋位

置の塩化物イオン濃度を評価する。

（3.1.8）

ここに、Cd：鉄筋位置における塩化物イオン濃度の設

計値、C0：コンクリート表面における塩化物イオン濃

度（kg/m3）（文献（9）による）、c：かぶり（mm）、

t：設計耐用年数（年）、Dd：中性化を考慮した塩化物

イオンの拡散係数（cm2／年）で次式による

（3.1.9）

ここに、Dp：塩化物イオンの拡散係数（cm2/年）、

F：中性化の影響を考慮する係数、T：絶対温度（K）、

A：定数（W/C＝40％以下の場合2.27、41～50％の場

合 1.90、51～ 60％の場合 1.90）、B：定数（W/C＝

40％以下の場合7.55、41～50％の場合6.71、51～60％

の場合7.22）

次に、次式により、鉄筋腐食の限界塩化物イオン濃度

未満であることを照査する。

（3.1.10）

ここに、Ｃlim：鉄筋腐食発生限界濃度（＝1.2 kg/m3）

図3-1-13に塩害評価の試算例を示す。コンクリート

表面の塩化物イオン濃度が1.3kg/m3の場合、水セメン

ト比40％のコンクリートを使用すれば、コンクリート

の温度が40℃、50℃、60℃の場合それぞれ、かぶり

（鉄筋の埋込み深さ）55mm、65mm、85mmがあれば、

供用期間40年間の健全性は保証される。

この評価法は、構成される評価式の適用範囲から、

90℃までの温度範囲で使用される水セメント比40％～

60％の鉄筋コンクリート構造物に適用できる。
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コンクリートキャスクは、その貯蔵形態から、内部か

ら燃料による発熱が作用するとともに、コンクリートの

品質上、塩分飛散による塩害、空気中の二酸化炭素の影

響による中性化による劣化が懸念される（1）。

本研究は、コンクリートキャスク貯蔵技術の確立のた

めの検討の一環として、熱と塩害、中性化の複合劣化に

ついて、実験・化学分析に基づき検討したものである。

3-2-1 試験方法

熱、塩害、中性化によるコンクリートの複合劣化を解

明するために実施した試験項目は、以下のとおりである。

①　塩水噴霧後に中性化を作用

②　塩分を含有（0、2、4 kg/m3）させたものに中性化

を作用

③　中性化および熱の作用後に塩水噴霧を作用

上記の試験手順をそれぞれ図3-2-1、2、3に示す。

図3-2-1～ 3で示した分析・測定項目のうち、塩分量

分析、中性化測定は前節3-1で実施した。本節では化学

分析を主体に複合劣化作用前後の試験体を分析して、そ

の劣化状況を観察することによって、変質のメカニズム

について検討を実施した。なお、試験体はいづれもペー

スト試験体とした。分析項目は以下のとおりである。

①　X線回折

熱と中性化および熱と塩害、塩害と中性化の複合化に

よって、生成した結晶性のセメント水和物の同定を行い、
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３－２　高温下の塩害・中性化複合劣化
メカニズム
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図3-2-3　中性化および熱の作用後に塩水噴霧を作用させた場合の試験手順 



セメント水和物の結晶相に与える影響の確認を行うこと

を目的として実施した。

②　示差熱分析

熱と中性化および熱と塩害、塩害と中性化の複合劣化

によって、生成した水和物の質量変化と熱量による同定

および定量を行うことを目的として実施した。

③　Ｘ線マクロアナライザー（以下「EPMA」と記す）

熱と中性化および熱と塩害、塩害と中性化の複合劣化

によって塩分浸透した、CO2接触面・塩分浸透面からの

Clの浸入深さと濃度を元素分布結果より確認するため

に実施した。

④　細孔径分布

熱および中性化、塩害の影響が試験体の空隙径に与え

る影響を把握するために実施した。

⑤　固相・結晶水水分分析装置（以下「NMR」と記す）

熱および熱と中性化が、セメント水和物の主要水和物

であるカルシウムシリケート水和物（以下「C-S-Hゲル」

と記す）に与える影響の変化を調査するために実施した。

3-2-2 試験結果

分析結果を以下に示す。

これらの結果を取りまとめると各試験条件下における

劣化状況は以下の通りである。

１）塩水噴霧後に中性化を作用させた試験体の分析結果

温度40℃、湿度100％で塩水噴霧を８週間継続させ

た試験体を、温度65℃、湿度30％で４～８週間中性化

および熱環境条件に設置したペースト試験体の分析結果

を以下に示す。

（a）塩水噴霧（温度40℃、湿度100％、９週間設置）

後の試験体の状況

EPMAの結果から、塩素イオンの浸入は表面から数

ミリであった。塩素イオンが浸入している部分にはフリ

ーデル氏塩の生成が確認されたが、浸入していない部分

にはフリーデル氏塩の生成は確認されなかった。空隙径

分布は初期試料とほぼ同じ形態であったが、空隙率が塩

素イオンの浸入に関わらず全体的に数％低減していた。

図3-2-4にEPMA分析結果、図3-2-5に細孔径分布測

定結果を示す。

（b） 塩水噴霧後の中性化試験結果（温度65℃、湿度

30％、４週間）

試験体表面から内部に向かって中性化していることが

確認された。EPMAおよび示差熱分析の結果から、塩

水噴霧により確認されていたフリーデル氏塩は乖離して、

中性化深さよりも内部側に塩素イオンの濃縮部が確認さ

れた。塩水噴霧時には確認されなかった、Aragoniteと

Vateriteが確認された。また、中性化4週間から８週間

になっても、生成水和物、空隙率等に大きな相違はみと

められなかった。

図3-2-6に塩水噴霧後、中性化４週間進行させた試験

体のEPMA分析結果、図3-2-7に同細孔径分布を示す。

さらに、塩水噴霧後の熱試験体で、上記と同じ条件で

８週間設置も行ったが、各分析結果とも、４週間設置し
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図3-2-4　塩水噴霧後のClイオンのEPMA分析結果 
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図3-2-5（1/2）　塩水噴霧前（初期試料）の細孔径分布 
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図3-2-5（2/2）　塩水噴霧後の細孔径 



たものと同じような傾向であった。

２）塩分を含有した試験体の中性化試験体の分析結果

塩分含有量を 0、2、4 kg/m3にした試験体を温度

65℃、湿度30％で８週間設置した試験体の分析結果を

以下に示す。

（a） 塩分含有量0 kg/m3の分析結果

中性化の影響により表面付近に炭酸カルシウムの生成

が確認された。熱のみの影響を受けた試験体の水和物は

構成は初期試料と同じであった。中性化した部分の空隙

率は初期試料の半分程度に低減しているとともに、全体

的に各空隙径の頻度も減少していた。これは１）の結果

と同様であった。一方、熱のみの作用を受けた試験体は

空隙率は変わらないものの、空隙径の分布に大きな相違

が現れた。１）の塩素イオンが浸入した部分と同様に通

常C-S-Hゲルが分布していると考えられている３nm付

近の空隙径が極端に低減していた。

（b）塩分含有量2 kg/m3の分析結果

中性化の影響により表面付近に炭酸カルシウムの生成

が確認されたが、0 kg/m3には若干のCa（OH）2が確認

されていたが、この場合は完全にCa（OH）2が消失して

いるのが確認された。中性化していない部分は初期試料

とほぼ同じ水和物構成であった。熱のみの影響を受けた

試験体も初期試料とほぼ同じ水和物構成であることが確

認された。中性化した部分の空隙率および空隙径の分布

は塩分含有量0 kg/m3とほぼ同じ傾向であった。中性化

していない部分の空隙率および空隙径の分布は初期試料

とほぼ同等であった。一方、熱のみの影響を受けた試験

体の表面は、塩分含有量0 kg/m3と同様の傾向であった

が、EPMAによる分析結果で、表面近傍で塩素イオン

の試験体内部の移動が見られた付近より内部の部分は初

期試料と同様の空隙径分布であることが確認されたが、

比較的大きな空隙径が増加している傾向であった。

図3-2-8に塩分含有量0 kg/m3、図3-2-9に塩分含有

量２kg/m3の細孔径分布測定結果、図3-2-10にEPMA

分析結果を示す。

また、塩分含有量4 kg/m3の試験体における各分析結

果は、塩分含有量2 kg/m3の試験体とほぼ同様の傾向で

あった。
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図3-2-6　塩水噴霧後､中性化４週間試験体の 
　 ClイオンのEPMA分析結果 
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図3-2-7　塩水噴霧後､中性化４週間試験体劣化部の 
細孔径分布　　　　　　　　　 
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図3-2-8（2/2）　塩分含有量０kg/m3健全部の細孔径分 

0.30

0.20

0.10

0.00

0.03

0.02

0.01

0.00
0.0036 0.011 0.110 3.000 180.000

空隙率：16.05％ 

細孔直径（μm） 細孔容量（ml/g） 
累積細孔容積（ml/g） 

累
積
細
孔
容
積
（
m
/g
） 

細
孔
容
積
（
m
/g
） 

図3-2-8（1/2）　塩分含有量０kg/m3中性化部の細孔径分 



３）中性化および熱を作用させた後に塩水噴霧した試験

体の分析結果

温度65℃、湿度30％で中性化および熱環境条件下に

９週間設置した後、温度40℃、湿度100％で塩水噴霧

させた試験体の分析結果と、温度65℃、湿度30％で中

性化および熱環境条件下に９週間設置した後、温度

65℃、湿度100％で塩水噴霧させた試験体の分析結果を

示す

（a）温度65℃、湿度30％での中性化および熱試験体の

分析結果

中性化した部分にはAragoniteとVateriteが確認され

た。これは、熱と中性化の複合劣化が作用した場合に、

いづれの条件でも確認された水和物である。熱のみを作

用させた試験体は初期試料とほぼ同じ水和物構成であっ

た。中性化した部分の空隙率は初期試料の半分程度に低

減しているとともに、全体的に各空隙径の頻度も減少し

ているが、中性化していない部分の空隙率・空隙径頻度

は初期試料とほぼ同程度であった。この傾向はいづれの

試験条件で得られた結果と同じである。

一方、熱のみの作用を受けた試験体は空隙率は変わら

ないものの、空隙径の分布に大きな相違が現れた。2）

の塩素イオンが浸入した部分と同様に通常C-S-Hゲルが

分布していると考えられている3nm付近の空隙径が極

端に低減していた。既往の知見では熱によるC-S-Hゲル

の影響が60℃程度から生じることが指摘されているこ.

とから、同様の現象が生じたと思われる。

（b）温度40℃、湿度50％での塩水噴霧試験体の分析結

果

中性化の影響により表面付近に炭酸カルシウムの生成

が確認されたが、上記（a）の試験終了時には若干のCa

（OH）2が確認されていたが、この場合は完全にCa（OH）2

が消失しているのが確認された。また、フリーデル氏塩

は確認されなかった。中性化していない部分は初期試料

とほぼ同じ水和物構成であった。

一方、熱のみの影響を受けた試験体は、塩素イオンが

浸入している部分にはフリーデル氏塩の生成が確認され

たが、浸入していない部分にはフリーデル氏塩の生成は

確認されず、初期試料とほぼ同じ水和物構成であること

が確認された。中性化した部分の空隙率は初期試料の半

分程度に低減しているとともに、全体的に各空隙径の頻

度も減少していた。この傾向はいづれの試験条件と同じ

である。中性化していない部分の空隙率および空隙径の

分布は初期試料とほぼ同等であった。

一方、熱のみの作用を受けた試験体は空隙率は変わら

ないものの、空隙径の分布に大きな相違が現れた。a.の

塩素イオンが浸入した部分と同様に通常C-S-Hゲルが分

布していると考えられている3 nm付近の空隙径が極端

に低減していた。既往の知見では熱によるC-S-Hゲルの

影響が60℃程度から生じることが指摘されているが、

本試験条件での温度は40℃であるため、温度の影響に

塩素イオンによる影響が加味されたためと考えた。

（c）温度60℃、湿度50％での塩水噴霧試験体分析結果
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図3-2-9（1/2）　塩分含有量２kg/m3中性化部の細孔径分布 
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図3-2-9（2/2）　塩分含有量２kg/m3健全部の細孔径分布 

図3-2-10　塩分含有量２kg/m3試験体の 
 ClイオンのEPMA



構成水和物は温度40℃の場合といづれも同じである。

空隙率および空隙径の分布も40℃の場合とほぼ同じ

傾向であったが比較的大きな空隙径のものが増加してい

る。

ここで、図3-3-11～14に各試験における空隙径分布

の変化を示す。

この図から、いづれの試験結果からも、中性化の影響

を受けた部分は空隙率が減少していることがわかる。逆

に、それ以外の部分に大きな空隙率の変化は見られない。

一方、先に示したように、個々の空隙径分布を見ると、

その相違は明らかである。すなわち、熱の影響、特に

65℃の場合はC-S-Hゲルまでもが大きな影響を受けては

いるが、比較的大きな空隙径が増加しているため、空隙

率の値は変わらないが、物質移行に大きな影響は生じる

と思われる。ここで、初期に塩分を含有した試験体を

40℃の環境に設置した試験体でも65℃と同様の空隙径

分布であることが今回の試験で確認された。これは、可

溶性塩分によりセメント中のCa成分が遊離し、C-S-H

ゲルまで影響を及ぼしたものと考えられた。

熱および塩分がC-S-Hゲルに与える影響を検討するた

めに、図3.3-15～17にNMRの分析結果の一例を示す。

その結果、いづれの分析結果に共通していることは、

中性化の影響を受けた部分に塩素イオンが浸入した部分

は、C-S-Hゲルの構造骨格が変化しているということで

ある。中性化した部分に塩素イオンが作用している部分

はQ3、Q4のスペクトルピークが確認されている。これ

は、先のNMRの分析方法で示したように、通常、鎖状

の構造を示す構造のセメント水和物が明らかに変化して

いることを示しているものである。

この結果から、中性化と塩素イオンの影響が作用して

いる部分は、セメントの特性を支配するカルシウムシリ

ケート水和物が変質していることであり、物質移行に対

する耐久性が著しく低下していることを示すと思われる。

これらの結果から、中性化している部分を一つの指標

と考え、複合劣化の進行を考慮すべきと思われる。
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図3-2-11　塩水噴霧（40℃）後中性化（65℃）環境下 
での空隙率の変化　　　　　　 
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図3-2-12　塩分含有試験体（0、2、4 kg/m3）の65℃ 
　　　　　 環境下での中性化および熱環境８週間での 
　　　　　 空隙率の変化 

0

5

10

15

20

25

30

空
隙
率
（
％
） 

塩分 2　中性化40　14M 
表面 
塩分2　中性化40　14M 
健全部 
塩分2　熱40　14M 
表面 
塩分2　熱40　14M 
健全部 
塩分4　中性化40　14M 
表面 
塩分4　中性化40　14M 
健全部 
塩分4　熱40　14M 
表面 
塩分4　熱40　14M 
健全部 初

期
試
料 

中
性
化
お
よ
び 

熱
作
用
条
件
下 

14
週
間
後 

図3-2-13　塩分含有試験体（2、4 kg/m3）の40℃環境下 
　　　　　での中性化および熱環境14週間での空隙率 
　　　　　の変化 
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図3-2-14　65℃環境下での中性化および熱作用 
　　　　　後の塩水噴霧試験体の空隙率の変化 



3-2-3 まとめ

熱と塩害、中性化の複合劣化の進行は、まず熱の影響

により比較的空隙径の大きな分布に変化することが大き

な要因の一つと考えられた。

次に、中性化した部分に塩素イオンの浸入があった場

合には、セメント系材料の水和物およびその構造に影響

を与えることがわかった。一方、いずれの条件でも中性

化した部分で塩素イオンの浸入が見られた部分では、水

和物構成、構造骨格および空隙径分布におおきな変化が

認められることから、複合劣化に対する評価は中性化の

進行深さが指標の一つとして有効と考えられた。
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図3-2-16　熱のみを作用させた試料のNMR分析結果 
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図3-2-17　熱と中性化を作用させた試料のNMR分析結果 
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コンクリート製貯蔵容器は、その供用期間中、使用済

燃料の発熱により高温環境下にさらされるため、温度上

昇に伴う熱膨張や温度応力により、外周部にひび割れの

発生が想定される。4-1節でも詳述するが、鉄筋コンク

リート製貯蔵容器のコンクリート温度制限値については、

長期的には温度荷重、短期的には地震時に自重の慣性力

しか作用しないこと、品質の優れたコンクリートを使用

することを前提として、局所的には90℃を許容する設

計としており、コンクリートキャスクの排気口近傍で局

所的な高温化が予想される（図3-3-1参照）。

本節では、温度荷重が作用するコンクリートキャスク

のひび割れ発生を評価するため、ひび割れ幅等を解析的

に評価する手法について述べる。まず、切り欠きを導入

した無筋コンクリート梁試験体を用いて高温破壊靭性試

験を行い、破壊力学パラメータの温度依存性を取得した。

さらに、RC円筒構造物を用いた伝熱試験を実施し、数

３－３　鉄筋コンクリート製円筒構造物の
温度ひび割れ評価



値解析を行い、ひび割れ幅の定量化を行った。

3-3-1 高温破壊靭性試験

（1）使用材料

試験では、普通ポルトランドセメント（比重3.16）を

使用した。表3-3-1に、使用した骨材の物理特性を示す。

骨材は、JASS5N（１）で規定される仕様を満足する材料

とした。表3-3-2に、コンクリートの配合を示す。水セ

メント比は60％、スランプは10cm、空気量は4.5％と

した。また、混和剤には、ポゾリスNo.70を使用した。

（2）試験体

図 3-3-2に、試験体の形状を示す。試験体は、幅

B100mm×高さW200mm×長さL1,260mmのコンクリ

ート梁とした。人工欠陥は、打設時に梁中央に金属製プ

レートを打設方向と平行に仕上げ面側に挿入した。人工

欠陥の形状は、先端に30度の鋭角を有し、深さaは高

さWの1/2、幅3mmである。

（3）試験方法

500kN容量の電気油圧式サーボ型試験機を用いて、変

位速度一定条件下で４点曲げ載荷により破壊靭性試験を

実施した。載荷スパンSは800mm、載荷治具のスパン

S1は 100mmである。試験温度は 20、65、90、120、

150℃の5温度とし、試験体を恒温槽（20、65、90℃で

は湿度65％RH）で養生し、水中取出重量に対する養生

中の重量変化率が一定となった時点（温度養生期間：約

５週間）で試験に供した。試験体数は、各試験温度につ

き６体とした。

（4）試験結果

（a） 破壊靱性値KICの算出

ASTMの手順を参照し、試験時の載荷力－開口変位

（CMOD）から立ち上がりの勾配より５％少ない勾配を

持つ直線の交点から荷重PCを求め、次式に従いKIC値を

算出した（2）（α＝a/W）。

（b） 破壊エネルギGFの算出

破壊エネルギGFは、次式に従い算出した（3）。

ここで、W0は試験体が破断するまでの荷重―CMOD

曲線下の面積、W1＝0.75（S/L・m1+2m2）g・CMODcは

試験体の自重および載荷治具がなす仕事、Aligはリガメ
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図3-3-2　試験体の形状 

30° S1

S

L

B

人工欠陥 
a/W＝0.5

a

a

W

３mm
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表3-3-2　コンクリートの配合 

骨材 

産地 

表乾比重 

吸水率 

最大寸法 

粗粒率 

細骨材 

大井川水系川砂 

2.61

1.56％ 

５mm

2.63

粗骨材 

大井川水系川砂利 

2.64

0.77％ 

20mm

6.63

表3-3-1　骨材の物理特性 



ントの面積、m1は試験体の質量、m2は載荷治具の質量、

Sは載荷スパン、Lは試験体長さ、gは重力加速度、

CMODCは破断時のひび割れ開口変位である。

（c） 破壊靱性値及び破壊エネルギの温度依存性

図3-3-3に、破壊靱性値KICと破壊エネルギGFの温度

依存性を示す。KICは 65 ℃までほぼ一定値であるが、

90℃で減少後、温度の上昇に伴い大きくなる傾向にあ

る。一方、GFは65℃までは温度の上昇に伴い大きくな

るが、90℃で若干減少後、温度の上昇に伴い大きくな

る傾向にある。コンクリート材料は、65～90℃付近に

おいて熱の影響により鉱物組成が変化することが指摘さ

れており（4）、破壊力学パラメータも鉱物組成の変化に

伴い大きく変動している。

（d） 引張軟化特性の温度依存性

破壊靭性試験で得られた荷重―CMOD曲線より、日

本コンクリート工学協会から提案されている多直線近似

法（3）を用いて、引張軟化特性を推定した。図3-3-4に

引張軟化特性の温度依存性を示す。90℃までは温度上

昇に伴い引張強度が漸減し、限界仮想ひび割れ幅も大き

くなる。一方、120℃～150℃では、引張強度がやや回

復し、限界仮想ひび割れ幅も室温に比べ増加している。

3-3-2 RC円筒構造体の伝熱試験

（1）試験体および試験方法

図3-3-5に示す外径1200×内径590×高さ1000mmの

円筒試験体を製作し、伝熱試験を実施した。試験体は、

内面に厚さ9.5mmの鋼製ライナプレートを設置し、コ
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図3-3-4　引張軟化特性の温度依存性 
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ンクリートとの拘束を緩和するために、間に厚さ約

0.25mmのグリスを塗布したテフロンシートを２枚挿入

した。コンクリートの配合は、破壊靭性試験で使用した

材料と同一である。鉄筋はフープ筋にD16、縦筋にD13

を用い、鉄筋比が周方向で1.07％、軸方向で0.48％とし

た。また、試験体には、幅10mm、高さ20mmのくさび

型の切り欠きを導入した。切り欠き開口部にクリップゲ

ージを取り付け試験中の開口変位を測定した。また、試

験体表面にはひずみゲージおよび熱電対を、試験体内部

には熱電対を取り付け、応力状態や温度分布を測定した。

加熱条件については、恒温槽内に試験体を設置後、試

験体および恒温槽内の雰囲気温度を38℃まで加熱・保

持したまま、試験体内面の温度が90℃になるまで加熱

ヒータによって昇温した。この時の昇温速度は、約2℃

/hとした。その後、一定時間保持した後、自然冷却し

た。この間の切り欠きの開口変位、ひずみおよび温度デ

ータを収得するとともに試験後の試験体のひび割れ状況

を記録した。

（2）試験結果

最初のひび割れは、切欠部で約190時間後に発生し、

ひび割れ発生時の温度差は約7℃であった。また、試験

中の切り欠き先端でのひび割れ幅は最大0.2mmであっ

た。

図3-3-6に試験後の試験体のひび割れ状況を示す。切

欠き以外でも端部にはひび割れが発生し、上面ではライ

ナプレートまで貫通するひび割れも発生した。これらの

ひび割れは、ほぼ縦筋の位置に発生していた。

3-3-3 温度ひび割れ解析

（1）解析方法

解析には二次元有限要素法プログラムCRANCYLを

用いた。CRANCYLは、重力ダムのひび割れ解析プロ

グラムCRAN（5）をベースに改良したもので、線形弾性

体のみを対象として、線形破壊力学に基づく離散ひび割

れモデルにより、ひび割れ発生や進展を評価できる。

解析条件は平面ひずみ条件とし、鉄筋についてはひび

割れが発生後にはひび割れ面に鉄筋部の等価剛性を有す

る接触バネを負荷し、鉄筋の引き抜きをモデル化した。

ひび割れモデルでは、コンクリートの引張強度、破壊靱

性値、引張軟化曲線等の物性値および境界条件の温度デ

ータは実測値を用いた。また、ライナプレートは拘束を

緩和させるテフロンシートの効果を導入するため、コン

クリートと同じ線膨張係数を用いた。なお、弾性係数、

引張強度、破壊靱性値は、ばらつきを考慮し、正規分布

（変動係数0.1）に従うものとした。

（2）解析結果

図3-3-7にひび割れの発生の状況を示す。ひび割れは

貫通ひび割れと微少なひび割れが発生しており、比較的

良く試験結果を表している。

また、図3-3-8に切欠き先端でのひび割れ幅を測定値

と比較して示す。ひび割れは、199時間後に切り欠き先

端で発生し（温度差11℃）、215時間後に貫通した。解

析で得られたひび割れ発生時刻は、実験値と良く一致し

ているが、最大ひび割れ幅では、測定値の0.2mmに対

し、解析値では0.32mmと1.5倍程度の値であり、実用

上十分な精度で再現されている。
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3-3-4 まとめ

温度荷重が作用するコンクリートキャスクの温度ひび

割れ挙動を評価するため、切欠きを導入した円筒鉄筋コ

ンクリート製試験体を製作して伝熱試験を行い、ひび割

れ進展解析と比較した。その結果、ひび割れ進発生や進

展状況について良い一致が見られた。

今後、クリープ特性等を解析コードに導入して更なる

精度の向上を図り、コンクリートキャスクの設計に反映

する。
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図3-3-8　ひび割れ幅の試験と解析の比較 
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コンクリートキャスクの遮へい性能評価にあたっては、

冷却流路確保の必要性から、ストリーミングなどの固有

の設計要件を考慮する必要があるが、これらを考慮した

コンクリートキャスクの安全設計・評価手法が必ずしも

確立されていないのが現状である。

コンクリートキャスクの給排気口などからのストリー

ミングを含めた放射線量の評価については、従来2次元

コード（例えばDOT等）を用いて実施されているが、

米国等ではモンテカルロ法を用いた3次元コード（例え

ばMCNP等）による評価が主流になってきている。

そこで、コンクリートキャスクの遮へい性能評価とし

て、給排気口を模擬した試験体、線源などを用いたスト

リーミング試験およびモンテカルロ法による試験解析を

実施し、解析コードの検証、さらに、実機でのストリー

ミング評価を実施した。図3-4-1にストリーミング評価

フローを示す。

3-4-1 ストリーミング試験

（1）試験体系

試験体概略図を図3-4-2に示す。試験体は幅900×長

さ1700×高さ1600mm（全体の概略寸法）で、コンク

リートキャスクの給排気口を模擬したダクトを有したコ

ンクリート試験体および線源遮へい設備などで構成され

たものである。試験は、ダクトの２つの開口部の一方に

は線源を、もう一方には検出器を設置し、ダクトは直線

型、２回屈曲型、３回屈曲型、低圧損（管群）型の４種

類を製作し、それぞれについて実施した。また、線源に

ついては表3-4-1に示す中性子線252Cf、ガンマ線137Cs

および60Coを用い、検出器については中性子線には3He

３－４　ストリーミングと遮へい性能

図3-4-1　ストリーミング評価フロー 
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比例計数管を、ガンマ線にはNaIシンチレーション検出

器およびガンマ線サーベイメータを用いた。

試験では図3-4-3に示すように、線源、検出器の位置

を開口部近傍や開口部から離れた位置などに設置し、そ

れらをパラメータとした。得られた計数値はバックグラ

ウンド量で補正し、線量当量率への変換はICRP-51によ

る換算係数を用いた。

（2）試験結果

表3-4-2に2回屈曲ダクトを用いたケースでの、中性

子試験結果、表3-4-3にガンマ線試験結果を示す。これ

らの結果はバックグラウンドを差し引いて、線量当量率

に換算した結果である。

3-4-2 試験解析

（1）解析手法

解析にはモンテカルロ法を用いた３次元計算コード

MCNP-4Bを使用した。解析モデルは図3-4-4（中性子

の２回屈曲ダクトのケース）に示すように、試験体形状、

線源、計測位置などを詳細に模擬し、コンクリートにつ

いては、製作時に採取したコンクリートサンプルの成分

を分析し、その結果を反映した。エネルギーの範囲は、

設定する核種のエネルギーと検出器の有効測定範囲より

設定し、中性子のエネルギーの範囲は10－2～107eVと

し、エネルギーの分割としては10－3～107eVの範囲を

13群に分割設定した。また、ガンマ線のエネルギー範

囲は0.1～3.0MeVとし、エネルギーの分割としては0.1

～ 1.5MeVの範囲を0.1MeV毎の14群に分割設定した。

MCNP-4Bでは検出器に入射するエネルギー群毎の計数

率を計算し、この計算値に線量率換算定数を乗じ、線量

当量率を算出した。

また、試験では床面近くに検出器を設置しているため、

床面を考慮した解析体系とし、解析時の発生粒子数を増

やす方法として、以下の方法を採用した。

・Weight Window：

発生する粒子の進行方向を制限することで加速させる

方法
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線種 
252Cf
137Cs
60Co

半減期（y） 

2.64

30.0

3.27

線源強度（kBq） 

2429

1949

5873

表3-4-1　線源仕様 
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図3-4-2　試験体概略図（２回屈曲ダクト） 
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表3-4-3　ガンマ線試験結果 

ケース 

NaIシンチレーション検出器 サーベイメータ 
線源 
位置 

検出器 
位置 線量当量率 

（μSv/h） 
誤差 

（μSv/h） 
線量当量率 
（μSv/h） 

G-1 

G-2

G-3

G-4

G-5

E

E

E

F

E

I

VIII

I

VIII

I

9.4×10－3

－ 

4.5×10－2

－ 

1.3×10－2

2.2×10－5

－ 

1.3×10－5

－ 

1.7×10－4

9.7×10－3

4.1×10－2

6.4×10－2

4.1×10－1

3.5×10－2

表3-4-2　中性子試験結果 

ケース 線源 
位置 

線源 
位置 

線量当量率 
（μSv/h） 

誤差 
（μSv/h） 

n-1 A I 3.13×10－2 5.0×10－4

n-2 A II 3.26×10－2 6.0×10－4

n-5 B V 1.80×10－2 4.0×10－4

n-8 D I 5.24×10－2 7.0×10－4

n-9 F I 1.41×10－1 1.1×10－3



・カットオフエネルギー：

線量当量率に対する感度が小さいエネルギー範囲を制

限する方法

（2）解析結果

解析結果の妥当性を評価するにあたり、解析結果を試

験結果で除した値C/Eを評価値に設定した。

中性子の試験結果と解析結果の比較（C/E）を図3-4-5

に、ガンマ線の試験結果と解析結果の比較（C/E）を図

3-4-6に結果示す。また、ガンマ線については、参考に

スペクトルで比較した結果を図3-4-7に示す。

中性子については試験と解析の差は最大で60％程度、

ガンマ線については最大で40％程度であった。
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（a） 側面図（垂直面での断面） 

Z座標（mm） 

X座標 
（mm） 

（b） 上面図（水平面での断面） 

図3-4-4　解析モデル（中性子（２回屈曲モデル）） 
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図3-4-5　中性子での試験と解析の比較 
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図3-4-7　ガンマ線スペクトルの試験と解析の比較 
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3-4-3 実機解析

ストリーミング試験での解析手法を基に、MCNP-4B

を用いて、コンクリートキャスク実機解析を実施した。

（1）目標評価基準

目標評価基準の設定においては以下の条件を考慮した。

・コンクリートキャスク下部の給気口付近については、

作業量従事者の接近があり、放射線被ばくを可能な限

り低減する必要がある。貯蔵区域の線量当量率は周辺

キャスク４基からの寄与を考慮する。

・貯蔵区域の線量区分は施設の遮へい設計および作業従

事者の被ばく線量評価の基礎となるものである。法

令（1）で定められた作業従事者の線量当量率は50mSv/

yearである。評価基準はこの法令制限値の1/2程度を

目安とする。

・貯蔵区域内の線量当量率の基準は、１年を50週、貯

蔵区域への立入頻度を週当たり２時間と仮定し、250

μSv/h以下（キャスク１基からの寄与分は表面から

1mで約60μSv/h）とする。

・遮へい試験、解析結果（解析値/測定値）をもとに、

安全裕度を2.5とする。

キャスク表面から1mについては、25μSv/hと設定

した。

（2）解析条件および解析手法

キャスクに収納される燃料の仕様を表3-4-4に示す。

線源条件として、キャスクに収納される燃料集合体は平

均燃焼度と最高燃焼度燃料が混在するが、キャニスタ内

では均質化線源として扱った。

燃料有効部、上部ノズルおよび上部プレナムは、特に

上部方向への線量率寄与が異なる可能性があるため、均

質化せず各々線源領域として設定した。キャニスタ蓋部

は遮へい部材と見なせるため、均質化には含めないもの

とした。

また、ガンマ線と中性子を個別に評価し、ガンマ線に

ついては燃料有効部ガンマ線と放射化ガンマ線を個別に

解析した。このため、線源については、放射化ガンマ線、

燃料有効部ガンマ線、燃料有効部中性子の３つの線源を

設定し、個別に解析評価し、線量当量率評価では個別に

算出した線量当量率を合算した。また、解析ではカット

オフエネルギーおよびWeight Windowを採用し、カッ

トオフエネルギーの設定についてはMCNPのデフォル

トの設定を使用し以下とした。

・中性子源：0.01eV

・ガンマ線：0.05MeV

なお、MCNPにおいては、計算結果の統計誤差が

10％以下となるように、FCD出力が10％以下となるま

で計算を実行した。

（3）解析体系および評価位置

解析体系は、コンクリートキャスク（キャニスタを含

む）の給排気口の形状の対称性および軸対象と周方向対

象性を考慮し、軸方向で２分割および周方向で４分割し、

全体系で８分割とした。

解析は、中性子、ガンマ線について 3次元体系の

MCNP-4Bを用いて実施した。解析モデルを図3-4-8に

示す。
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表3-4-4　キャスクに収納される燃料仕様 

項　目 平均燃焼度 最高燃焼度 

濃縮度 

燃焼度 

比出力 

wt％ 4.7 4.7

50000 55000

38.4

10

21体 

MWD/t

MW/t

冷却期間（年） 

燃焼度分布 中央部10/12 PF＝1.15

下部1/12 PF＝1.0

外側12体 内側９体 

上部1/12 PF＝1.0

収納体数 

キャスク内配置 図3-4-8　解析モデル 

A
B
C

D

A
B
C

D

A-A断面 B-B断面 

C-C断面 D-D断面 



評価点位置は、図3-4-9および表3-4-5に示すものと

し、キャスクの側部、上部の表面および表面から１m

離れた位置とした。

（4）解析結果

表3-4-6に各評価点における解析結果を示す。また、

図3-4-10にキャスク蓋表面の線量当量率の分布の例を

示す。

評価点について、表面では蓋中心で約77μSv/hと最

も大きいが、目標基準値をやや下回る結果である。表面

から１m位置では蓋中心で目標基準値をやや上回って

いるものの、蓋全体としては目標線量率をほぼ達成して

いる。
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A C

B E
F

評価位置 
排気口 

解析範囲 

軸断面図 

キャニスタ 

コンクリートキャスク 

G
H

1 m

D

（b）軸断面図 

図3-4-9　解析評価位置 

（a）平面図 

1 m

記号 径方向 軸方向 備考 

A 中心 表面より１m

B 中心 表面 

C ダクト屈曲部 表面より１m 遮へい欠損が大と想定 

D ダクト屈曲部 表面 遮へい欠損が大と想定 

E 表面 ダクト出口面 

F 表面より１m ダクト出口面 

G 表面より１m 燃料中心部 

H 表面 燃料中心部 

表3-4-5　解析評価位置 

表3-4-6　解析結果（線量当量率） 

位置 表面 表面から１m

2000 25

評価点 

結果 

B 

77 
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G

29

基準値 

（単位：μSv/h） 

図3-4-10　キャスク上部　線量率分布 
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3-4-3 まとめ

①　試験結果と解析結果を比較した結果、排気口からの

ストリーミングによる線量当量率の寄与分はMCNP

コードにより適切に評価できる。

②　実機での排気口近傍では目標基準値をほぼ満足した

結果であった。
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コンクリートキャスクはそれ自身で起こる自然対流に

よって冷却され、他設備に頼ることが無いために、冷却

上の信頼性が高いとみなされている。コンクリートキャ

スクの断面図を図3-5-1に示す。周囲の空気は、下部入

口から吸い込まれ、使用済燃料の除熱にともない温度上

昇することにより浮力を獲得し、上部出口から自力で排

出する。出入口には漏洩する放射線量を低減するための

迷路構造が設けられている。使用済燃料を収納するキャ

ニスタは、その側部とコンクリート容器内壁との間に形

成されるアニュラス流路により冷却される。この流路の

中央には、高温のキャニスタ表面から外側コンクリート

へのふく射伝熱をさえぎるために熱遮へい板が置かれて

いる。これまで、コンクリートキャスクのアニュラス冷

却パスはシンプルな構造をしており、除熱性能の評価は

容易と考えられてきた。しかしながら、ここで発生する

自然対流が既知の流れとは異なる特徴を有するために、

実際の評価はそれほど容易ではないことが分かってきて

いる。この研究では、コンクリートキャスクの30°セ

クターを模擬した実寸大の実験装置（図3-5-2）を用い

て、コンクリートキャスク内部の流路（キャニスタ表面

を含む）において発生する自然対流の解明を図った。

3-5-1 流れの種類

まず、詳細な検討に入る前に、コンクリートキャスク

内部で発生している冷却流れが、どのような分類に属す

るのかを調べた。浮力に影響される流れにおいて重要な

相似則パラメータとして、グラスホフ（Gr）数とレイ

ノルズ（Re）数が挙げられる。これらの代表的な数値

に対して、流れの判別法（1）を適用することにより、そ

の種別が明らかとなる。この評価の結果、コンクリート

キャスクの内部で起こっている流れは、ボールト貯蔵施

設や金属キャスク貯蔵建屋で発生するような（自然対流

３－５　部分模型を用いた自然対流除熱実験

キャニスタ 

図3-5-1　コンクリートキャスクの概略構造 図3-5-2　実験装置概略 
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と強制対流とが同時に存在する）共存対流ではなく、純

粋な自然対流であることが判明した。コンクリートキャ

スクでは、キャニスタ冷却部における高温空気そのもの

が持つ浮力により流れが起こっており、スタックなどに

より引き起こされる強制的な流れの影響は見られないこ

とが分かった。

3-5-2 キャニスタ表面の熱伝達

コンクリートキャスクの除熱評価でまず課題となるの

は、キャニスタの表面温度である。この表面温度に対し

て、どのような因子が最も影響を及ぼすか調べてみた。

コンクリートキャスクの除熱実験では、冷却パスの幅

（ギャップ）を50mmと100mmと変え、さらに流れと

して自然対流のみならずファンを使った強制対流につい

ても（即ち流量を変えて）その影響を調べている。それ

ぞれの実験では、さらに発熱量をパラメータとした。各

実験におけるキャニスタ表面温度（入口から表面までの

温度上昇度で表す）の最高値を、伝熱面の熱流束（発熱

量を伝熱面積で割ったものであり、発熱の密度に相当す

る）をパラメータとして整理すると、図3-5-3が得られ

た。全ての実験結果は、ほぼ一本の線の近傍にある。発

熱体キャニスタの表面温度は、全体の流量や流路の幅に

は影響されておらず、熱流束のみに影響されていること

が明示されている。すなわち、キャニスタ表面で起こる

流れは、流量や流路面積に影響される内部流（例えば管

内流に代表される）の自然対流ではなく、表面近傍の伝

熱密度とそれに起因する対流に支配される外部流（例え

ば垂直平板流で代表される）の自然対流の特徴を持って

いることが分かった。

以上において明らかになったことは、流れの特徴を定

量的に表すキャニスタ表面熱伝達率の評価において、さ

らに顕著に示されている。図3-5-4に、実験によって得

られた高さ方向各位置（横軸）におけるキャニスタ表面

の熱伝達率（縦軸）を示す。同図上には代表的な外部流

における自然対流熱伝達式（2）の推定カーブも同時に載

せている。実験結果は既存の熱伝達式と極めてよく一致

する。他方、実験結果は内部流に対する自然対流熱伝達

率実験式の予測値とはかなり異なっていた。すなわち、

熱伝達率評価においても、コンクリートキャスクの表面

で起こっている伝熱現象は外部流の自然対流によること

が示された。体系が内部流に類似であるにもかかわらず、

実際には外部流の自然対流が起こる理由については、ア

ニュラス流路の幅が大きいことや、加熱面がアニュラス

部の片面（内側）のみで垂直平板表面の自然対流に類似

の伝熱体系であることなどが挙げられる。詳細について

はさらに検討が必要であるが、これまでの内部流と外部

流の定義そのものが曖昧になっていた可能性もある。

3-5-3 内部流路の圧力損失

コンクリートキャスクの除熱評価では、発熱体の表面

温度の他に、コンクリート容器の温度が課題となる。ア

ニュラス流路では熱遮へい板が設けられていることから、

アニュラス部にあるコンクリートキャスク壁は十分に低

い温度に抑えられる。従って、コンクリートキャスクに

とって最も高温となる可能性の高い個所は、空気の出口

近傍である。出口部では、高温の出口空気がライナー構

造などを通じて、コンクリートに影響を与える。出口空

気の温度を下げるためには、冷却風量を増やして、空気

の温度上昇度を抑える必要がある。このためには、内部

流路の圧力損失を低減しなければならない。

コンクリートキャスク内部流路の圧力損失は、空気の

温度が一様な入口や出口の領域においては、既存の便覧

48

250

200

150

100

50

0
400 600 800 1000 1200 1400 1600

強制対流（150mmギャップ） 
強制対流（100mmギャップ） 
自然対流（150mmギャップ） 
自然対流（50mmギャップ） 
回帰曲線 

温
度
上
昇
度
（
℃
） 

熱流束（W/m2） 

図3-5-3　キャニスタ表面温度と熱流束の関係 

12

10

8

6

4

2
0 500 1000 1500 2000

入口からの高さ（mm） 

熱
伝
達
率
（
W
/m
2K
） 

図3-5-4　キャニスタ表面熱伝達率 

2500 3000 3500 4000

実験結果 

Miyamotoの式（乱流域） 
Miyamotoの式（遷移域） 



類を用いて推定することが可能であり、その結果は十分

に信頼できると考えられる。また、このような等温流に

ついては実験評価も可能である。他方、アニュラス伝熱

部では、流路断面内に温度分布があり、伝熱面近傍に速

い上昇流が存在することから、摩擦損失係数は、等温流

の場合よりもかなり大きくなると推定される。しかしな

がら、既存の便覧類には、温度分布の伴う浮力上昇流に

おける摩擦損失係数は示されていない。また、実験によ

り、浮力上昇流の摩擦損失を直接計測することは不可能

である。

垂直に置かれた単一の円管を外部から加熱した時に、

管内で発生する自然対流の圧力損失を管出入口で測定し

ても、出入口間の差圧は非加熱時（等温時）とほぼ同じ

となるだけである。なぜならば、加熱時の出入口の差圧

は浮力と圧損がバランスした結果を示すだけであり、測

定値は当然のことながら（流れの有無にかかわらず）周

囲の圧力差に等しい（厳密には出入口の縮流と拡流の圧

損相当分だけ、周囲の圧力差より小さい）からである。

このように、浮力流における摩擦損失を直接的に計測す

ることは不可能である。しかしながら、これまでに理論

的な摩擦損失の評価が試みられている（3）。ただし、そ

の結果は検証されるには至っていない。

ここでは、実験結果と既存便覧類のデータの両者を併

用して、アニュラス伝熱部における空気摩擦損失を間接

的に求めることとした。これは、浮力上昇流における摩

擦損失評価に対する初めての実験的なアプローチとなっ

ている。

コンクリートキャスクの内部流路では、浮力と圧力損

失がバランスして等しくなっている。このうち浮力につ

いては、流路内部の上下方向ならびに流路断面方向の温

度分布と周囲の温度分布を用いることによって、単独で

評価が可能である。他方の圧力損失評価に関しては、ま

ず全体風量は入口等温部で測定可能であり、これにより

各部における風速が与えられ、同時に内部流路各部の圧

損係数（図3-5-5参照）は、アニュラス伝熱部の摩擦損

失係数を除けば、既存の便覧類により得られる。よって、

アニュラス伝熱部以外の内部流路圧力損失はすべて計算

が可能である。これらの計算結果を浮力から引けば、残

余の値としてアニュラス伝熱部摩擦損失が求められるこ

ととなる。

図3-5-6と図3-5-7に、本研究で得られた非等温場の

摩擦損失係数を等温場の摩擦損失係数で規格化した値

（縦軸）を、浮力流れ場のグラスホフ（Gr）数とレイノ

ルズ（Re）数の比（横軸）をパラメータとして整理す

る。ここでは体系が異なる２ケース（ギャップ幅が

50mmと 100mm）について評価を行っている。なお、

両図はGr数/Re数の大きさが異なる範囲となっている。
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図3-5-5　流路内圧損評価箇所 
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図3-5-6は右上がりとなっており、浮力が大きくなると

（Gr数/Re数が大きくなると）、摩擦損失係数が大きく

なって行くことを示している。これに対して、図3-5-7

はGr数/Re数が図3-5-6よりも更に大きい範囲になって

いるが、浮力が大きくなると摩擦損失係数は逆に小さく

なっている。これらのグラフから、二つの結論が導き出

される。まず、浮力上昇流の摩擦損失係数は、等温流の

摩擦損失係数より、２～2.5倍程度大きくなる。さらに、

その値には上限がある（図3-5-6と図3-5-7の中間のGr

数/Re数に最大値がある）ということである。両図に示

されるように、実験結果は既存理論式（3）とほぼ一致し

ており、両者の整合性についても同時に確認することが

できた。

以上の研究により、コンクリートキャスクの除熱設計

で最も重要なキャニスタ周りの熱伝達率と圧力損失の評

価手法が確証された。この結果は、コンクリートキャス

クがより高燃焼度の使用済燃料を貯蔵する場合に特に有

用な情報となろう。
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使用済燃料を収納するコンクリートキャスク貯蔵施設

は、地震に遭遇した場合においても周辺公衆に対し放射

線被ばく上の影響を及ぼすことがないように、その安全

上の重要度に応じた設計を行うことが要求される。また、

合理的な貯蔵を目指す観点から、縦置きで固縛しないで

貯蔵される方策も想定される。

コンクリートキャスクは、使用済燃料を収納したキャ

ニスタ（耐震Asクラス相当）をコンクリート製貯蔵容

器（Bクラス相当、S2機能維持）内に包蔵しているため、

想定地震発生時にキャニスタが使用済燃料の再臨界防止

機能を維持でき、かつキャニスタがその密封性を維持す

るように設計する必要がある。

図3-6-1に、縦置きで固縛しないコンクリートキャス

クの耐震性能評価フローを示す。この評価フローでは、

まず、想定される地震荷重に対して、コンクリートキャ

スクの転倒・滑りの発生を評価し、許容値との比較から

地震時転倒安定性の評価を実施する。特に、コンクリー

トキャスクの特徴として、キャニスタとコンクリート内

面間の自然対流による除熱性能を期待しており、地震時

においても流路間隔を保持する構造としている。したが

って、コンクリートキャスクが地震による動的な外力を

受けた場合、キャニスタとコンクリート製貯蔵容器のガ

タ系の動的相互作用を考慮して、コンクリートキャスク

に発生する加速度やキャニスタの発生応力を評価する必

要がある。

本節では、地震時におけるコンクリートキャスクの転

倒や滑りの発生を評価するため、コンクリート製貯蔵容

器とキャニスタの実形状や連成挙動を円筒剛体間の動的

な振動問題として取り扱い、これらのキャスクの縮尺相

似模型を用いた大型振動台による転倒試験を行うととと

もに、エネルギースペクトルを用いた転倒安定評価手法

について述べる。

３－６　縮尺模型を用いた地震時転倒試験

図3-6-1　耐震性能評価フロー 
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3-6-1 転倒試験用試験体

対象としたコンクリートキャスクは、4-1節で詳述す

る鉄筋コンクリート（RC）製キャスクとした。図3-6-2

および表3-6-1に、RC製キャスクの概要と主な諸元を

示す。また、図3-6-3および表3-6-2に、コンクリート

キャスク相似模型の形状・寸法および主な諸元を示す。

実機との相似性および100トンクラスの大型振動台の

性能限界を考慮し、縮尺率は1/3とした。表3-6-3に、
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上蓋 
二次蓋 

一次蓋 

上部遮へい体 

ガイドチューブ 
キャニスタ胴 

サポートロッド 

スペーサプレート 

下部遮へい体 

（コンクリート製貯蔵容器） （キャニスタ） 
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支持脚 

給気口 

給気口金網 

排気口 
排気口金網 
＋ルーバー 

図3-6-2　鉄筋コンクリート製キャスクの概要 

表3-6-1　RC製コンクリートキャスクの主な諸元 

部　位 材　質 項　目 設計値 

キャスク 
本体 

鉄筋コン 
クリート 

キャニスタ ステンレス 
鋼 

ライナー 炭素鋼 

外径（mm） 3940
高さ（mm） 5787（躯体部） 
重量（ton） 147
直径（mm） 1676
高さ（mm） 4630
板厚（mm） 16
重量（ton） 20

内径（mm） 1850
板厚（mm） 25

重心位置 キャニスタ底部より 
高さ約2320mm

貯蔵容器 

胴部構造： 
　　炭素鋼 
脚部構造： 
　　鉄筋コンクリート 

キャニスタ 炭素鋼 

寸　法 

模型全高 

上部構造外径 

上部構造内径 

質　量 

模型全高 

最大外径 

中央部外径 

質　量 

1901mm

1230mm

952mm

8.17ton

1543mm

559mm

420mm

1.95ton

部　位 材　質 

表3-6-2　コンクリートキャスク相似模型の主な諸元 

図3-6-3　相似模型の形状・寸法 
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加速度と反発特性に関わる物理量の次元の換算率を１と

した場合の各物理量に関する換算率を示す。

容器脚部は、円形鋼板（直径1,513mm×厚さ60mm）

と鉄筋コンクリート製の円形板（直径1,313mm×厚さ

300mm）より構成される。鉄筋コンクリート製の円形

板は、円形鋼板に溶接したスタッド（直径13mm×長

さ80mm）により結合される。鉄筋コンクリート製円形

板に使用した鉄筋はD13であり、200mm間隔で上下に

直交配置した。振動試験用床モデルは、鉄筋コンクリー

ト製床版（幅2,000mm×長さ2,600mm×厚さ300mm）

とした。鉄筋はD13を使用し、上下に直交配置した。

コンクリートの配合仕様については、セメントは普通

ポルトランドセメント、細骨材および粗骨材は大井川産

の川砂、粗骨材の最大寸法は20mm、減水剤としてポゾ

リスNo.70を使用した。水セメント比は50％とし、材

令28日におけるコンクリートの強度が35MPa以上、ス

ランプは10±2cm、空気量は4.5±1％となるよう配合

を定め、試験体を製作した。

3-6-2 転倒試験

（1）計測項目

図3-6-4に、転倒試験時の計測項目を示す。主な計測

項目は、試験体の回転角速度、加速度、滑り変位等であ

る。回転角度は、回転角速度を積分して算出した。

（2） 試験条件

表3-6-4に、加振試験で用いた地震入力波形を示す。

加振試験では、２種類の観測記録波（El Centro、

JMA神戸）と２種類の人工地震波（低地震地帯S2、高

地震地帯S2）を用いた。図3-6-5に、JMA神戸と低地

52

表3-6-3　実機キャスクの転倒に関する相似則 

相似則 

換算式＊ N＝3

Lm/Lp ＝ 1/N 1/3

Tm/Tp ＝ 1/N1/2 1/1.73

am/ap ＝ 1 1

Vm/Vp ＝ 1/N1/2 1/1.73

θm/θp ＝ 1 1

Mm/Mp ＝ α/N6 0.0556

Im/Ip 

＝Mm/Lm2/MpLp2＝α/N5
0.00617

μm/μp ＝ 1 1

物理量 記号 次元 

長　さ L L

時　間 T T

加速度 a LT-2

速　度 V LT-1

角　度 θ － 

質　量 M M

慣性 
モーメント 

I ML2

摩擦係数 
　＊添字pはプロトタイプ、mは縮尺模型を示す。 
＊＊実機と試験体で脚部の軸応力が等しくなるように 
　　質量に補正係数を設けた。 

μ － 

観測記録波 

入力波形 

El Centro

JMA神戸 

耐専No.1：低地震地帯S2
耐専No.2：低地震地帯S2

Imperial Valley Earthquake, 1940

1995年兵庫県南部地震：神戸海洋気象台 

マグニチュード6.5、震央距離7.2km

マグニチュード8.5、震央距離68km

NS 342gal, UD 206gal

NS 821gal, UD 333gal

H 259gal, UD 168gal

H 204gal, UD 124gal

備　考 最大加速度値 

人工地震波 

表3-6-4　加振試験で用いた地震入力波形 

図3-6-4　転倒試験時の計測項目 

（キャニスタ支持部の変位計） 

（角速度計） 

床モデルＩ 

加振方向 
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キャニスタ模型 

貯蔵容器模型Ｉ 
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震地帯S2の時刻歴と応答スペクトル（減衰比5％）を示

す。

試験では、キャニスタの支持条件（ギャップの有無）

や入力加速度レベル、上下動の有無をパラメータとして

実施した。なお、表3-6-3に示される縮尺モデルの相似

則より、時間を原波形に対し1/1.73倍とした。

（2）試験結果

（a） 自由振動試験

転倒試験に先立ち、貯蔵容器とキャニスタを一体化し、

縮尺模型を傾けて自由ロッキング振動を生じさせ、ロッ

キング減衰係数を測定した。

図3-6-6に、角速度の時刻歴波形の例を示す。角速度

振幅の比で定義される角速度減衰率δの平均値（0.81）

を求め、次式よりロッキング振動における減衰定数h

（0.066）を求めた。

（b） 摩擦係数測定試験

鉄筋コンクリート製の床版を加振台上にボルトで固定

した後、床版上に容器脚部単体を設置して正弦波（入力

加速度10m/s2、5Hz）で水平加振を行い、容器脚部に発

生する水平加速度から動的な摩擦係数を測定した。

図3-6-7に、摩擦測定試験の概要と測定例を示す。加

振振動数を5 Hzとした場合の容器脚部の変位と水平応
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図3-6-5　JMA神戸と低地震地帯S2の時刻歴と応答スペクトル（減衰比５％） 
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図3-6-6　角速度の時刻歴波形の例 

3 3.5 4 4.5 5 5.5 6

0.4

0.2

0.0

－0.2

－0.4

図3-6-7　摩擦測定試験の概要と測定例 
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答加速度の関係より、コンクリート同士の摩擦係数とし

て、約0.65程度の値が得られている。

（c）試験結果

図3-6-8に、1965年兵庫県南部地震のJMA神戸の加

振波形を水平方向と上下方向を同時に入力した場合に得

られた時刻歴波形の例を示す。縮尺モデルの振動挙動は、

浮き上がり後、三次元的なコマ回り振動を伴うロッキン

グ振動が発生した。最大応答角度は0.417rad、縮尺模型

の重心位置における最大浮上り変位は26.5mmであった

が、残留滑り変位は約5mmであった。

図3-6-9に、最大入力加速度の入力倍率と最大応答角

度の関係の例を示す。これらの結果より、設計に用いら

れる人工地震波については、１倍レベルの入力ではロッ

キング振動や滑りが発生しないことがわかった。また、

人工地震波の入力レベルを３倍以上増幅した場合におい

ても、キャスク縮尺モデル試験体に急激にロッキング振

動が大きく発生するものの、転倒には至っていない。

試験体の振動挙動は、ロッキング振動が支配的で、滑

りは単独では発生していない。なお、繰返し加振による

ロッキング振動の応答のばらつきについては、試験体の

ロッキング振動が大きくなるほど顕著となり、最大で２

倍程度となった。また，上下動の影響は，水平入力のみ

の応答に比べ，最大で20％程度の増加が見られた。

図3-6-10に、貯蔵容器モデルとキャニスタモデル間

に実機相当のギャップ量（３mm）を設けた場合の最大

入力加速度（人工地震波：タイプ２）と最大応答角度の

関係を示す。キャスクとキャニスタ間にギャップを設け

るとロッキング振動が抑えられる結果となった。
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図3-6-8　記録された応答波形の例（JMA神戸） 
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図3-6-9　最大入力加速度と最大応答角度の関係 
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図3-6-10　ギャップ量が最大応答角度に及ぼす影響 
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3-6-3 エネルギースペクトルによる転倒判
定手法

本節では、3-6-2で示した試験結果に基づき、転倒の

有無を判定する手法として、秋山等（1）が提案した転倒

評価手法の概要を述べるとともに、その検証を行った。

秋山等は、剛床上におかれた図3-6-11に示される均質

直方体の二次元モデルを対象とし、エネルギースペクト

ルに基づく転倒評価手法を提案しており、転倒評価式は

次式で与えられる。

VEreqは、転倒に必要な転倒限界エネルギー速度換算

値を表し、次式で求められる。

ここで、mは剛体の質量、ΔHは転倒に必要な重心

の高さ、gは重力加速度であり、式中のその他の記号は、

図3-6-11に示す通りであり、V、B、Hの単位はそれぞ

れcm/s、cm、cmである。

一方、剛体に入力されるエネルギーは、次式より計算

される転倒エネルギースペクトルouVE（a）で与えられ

る。

ここで、VE0（T）は無減衰系のエネルギースペクト

ルであり、転倒エネルギースペクトルは、速度換算値で

示されている。図3-6-12に、JMA神戸波形のエネルギ

ースペクトルを示す。

図3-6-13に、JMA神戸波を用いた振動試験結果につ

いて、転倒エネルギースペクトルによる予測結果（入力

エネルギー）と実験結果（応答エネルギー）を比較して

示す。なお、水平・上下入力の場合の転倒エネルギース

ペクトルVEH,EVについては、水平方向と上下方向の入力

エネルギーEH、EVを用いて、次式より算出した。
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図3-6-11　二次元の解析モデル（均質直方体） 

H（
＝
2h
） 

a

α 

θ 

B（＝2b） 

図3-6-12　JMA神戸波形のエネルギースペクトル 
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図3-6-13　入力エネルギーと応答エネルギー 
（JMA神戸） 
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JMA神戸波の例では、地震動の初期に大きな振幅を

有する特徴的な波形であり、この振幅がロッキングを開

始するのに十分な加速度を有している。この場合、転倒

エネルギースペクトルによる入力エネルギーと浮上り量

より算出される応答エネルギーは、良い相関関係にある。

これより、地震時におけるコンクリートキャスクの転

倒の発生については、地震時に入力されるエネルギーと

浮上りに必要なエネルギーとの比較において、適切な安

全率を設定することにより、十分な安全裕度をもって判

定可能である。

3-6-4 地震応答解析

転倒の発生が予測されない場合、コンクリートキャス

クの固縛の要否を決定するためには、浮上りや滑りの発

生量を適切に推定する必要がある。

汎用の二次元有限要素法コードTDAPと三次元有限

要素法コードABAQUS（Explicit版）を用いて、相似

模型の重心位置と質量、および回転慣性が等価である二

次元あるいは三次元モデルにより、転倒・滑り・回転を

考慮した地震応答解析を行った。

図3-6-14に、JMA神戸波を入力した場合の解析結果

を実験値と比較して示す。また、図3-6-15に、三次元

解析モデルと解析結果の例を示す。三次元解析では、回

転振動を伴いながら、ロッキング振動や滑りが発生して

いる状態を再現している。さらに、二次元あるいは三次

元解析結果は、いずれも、概ね実験で得られた最大応答

角度を保守側に評価するとなっており、実用上十分な精

度で追跡が可能でいる。今後、詳細な三次元解析を実施

することにより、実機コンクリートキャスク各部に発生

する応力やひずみを直接的に評価することも可能である。
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C1-1 背景

使用済燃料をコンクリートキャスクで数十年間

貯蔵すると、貯蔵容器材料に使用したコンクリー

トや鋼材中に含まれる微量元素（例えば、CoやEu）

が中性子照射により放射化する。図C1-1-1に、コ

ンクリートキャスク貯蔵終了後の放射能レベルの

評価例を示す。貯蔵終了後のキャスク胴部では、

クリアランスレベルを超える誘導放射能量が存在

するため、貯蔵容器を貯蔵終了後に一般産業廃棄

物として取り扱う場合、一定の管理期間が必要に

なる。

さらに、貯蔵容器の構造部材は、使用済燃料か

らの崩壊熱により長期間高温環境下に曝される。

図C1-1-2に、コンクリートキャスクの除熱性能試

験結果の一例を示す。排気口付近において局所的

な高温化がみられ、熱膨張に起因するひび割れが

懸念される。

そこで、コンクリートキャスク用の低放射化・

高性能材料を開発した。図C1-1-3に、低放射化・

高性能コンクリートの定義を示す。放射化の要因

となるEuやCoの含有量が少なく、耐熱性に富む

ことが要求される。

C1-2 放射化量の評価

まず、微量元素を含めた鉄筋コンクリートの材

料組成を設定し、PWR使用済燃料用コンクリート

キャスク（最高燃焼度55GWD/tU・10年冷却×21

体）を対象として、線源の減衰を考慮した放射化

計算（計算コードTHIDA-2）を実施し、貯蔵40年

後の各部位における誘導放射能濃度分布を算出し

た。

その結果、40年供用後のコンクリートキャスク

では、放射性廃棄物のクリアランスレベルを上回

る放射化された部位が存在し、その原因となる支

配核種はEu-152とCo-60であることを示した。ま

た、この解析結果を逆解析し、低放射化材料とす

るために、キャスク製造時に許容されるこれら核

種含有量の存在範囲を明らかにした。

C1-3 低放射化・高性能コンクリートの試作

粗骨材として石灰石、細骨材として比較的安価

なアルミナセラミック系素材（アルミナ骨材）を

選定し、放射化試験・分析を行った。その結果、

それらの材料は、EuとCoの含有量が低放射化材料

とするための許容範囲内にあり、低放射化コンク

リート用の骨材の組合せとして適切であることを

明らかにした。さらに、これらの材料にフライア

ッシュ（細骨材の粒度調整）を用いるコンクリー

トの配合設計を行い、この配合が良好な施工性を

有することを確認した。

次に、この配合のコンクリートを用いて、温度

条件65℃～105℃で10ヶ月間の温度履歴を与えて、

コラム１：低放射化・高性能コンクリートの開発
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が発生しにくい材料であることを示した。さらに、

このコンクリートの密度は、一般的な天然骨材を

用いた従来材料に比べて10％程度大きいので、キ

ャスクの遮へい厚さを低減できる可能性がある。

さらに、通常コンクリートと開発したコンクリ

ートを用いた円筒形コンクリート試験体（図C1-4-

2 ：内径φ 590mm ×外径φ 1200mm ×高さ

300mm）を製作し、温度ひび割れ試験を実施して

その性状を比較した。開発したコンクリートを用

いた円筒形試験体は、熱伝導性向上による最高温

度の低減および熱膨張の低減により、通常コンク

リートの場合に比べ温度ひび割れの発生が少なく、

耐久性に優れることを検証した。

今後、コンクリートキャスクの本格的運用にお

いて、本研究で開発した低放射化・高性能材料の

適用が図られれば幸いである。

圧縮強度や初期弾性係数の影響を評価した。図C1-

3-1に、高温下における圧縮強度の経時変化の一例

を示す。開発したコンクリートは、20℃の気中養

生後、６ヶ月間65℃、１ヶ月間80℃の温度履歴を

与えても強度の低下はみられず、高温環境下の使

用においても、長期健全性の確保が期待される。

C1-4 低放射化・高性能コンクリートの性能確認

図C1-4-1に、試作した低放射化・高性能材料の

熱物性値を示す。

開発したコンクリートは、熱伝導性に優れ、キ

ャスクの除熱性能向上に有効であること、また、

熱膨張係数が小さく、熱膨張に起因するひび割れ

図C1-4-1　試作した低放射化・高性能材料の熱物性値 
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（4-1および4-5執筆）

亘　　真澄（1989年入所）
入所以来、放射性物質の輸送・貯蔵の安全

性に関わる研究に従事してきた。特に、天然
六フッ化ウラン輸送容器の耐火性能や使用済
燃料貯蔵容器の伝熱特性について、実規模で
の実験や解析評価の実績がある。現在は、中
間貯蔵施設操業開始に向けて、安全性の確
保・向上を図るため、研究を実施している。

（4-3、4-4およびコラム３執筆）

竹田　浩文（1988年入所）
FBR炉内、使用済燃料中間貯蔵施設内お

よびコンクリートキャスクを対象とした熱流
動現象に関する研究に従事。特に、自然循環
現象における諸現象の解明および模型試験に
よって実機現象を精度良く予測するための相
似則について検討している。

（4-2およびコラム２執筆）



コンクリートキャスク方式貯蔵施設は、キャスク本体

と建屋から構成され、キャスクの構造や使用材料につい

ては、我が国に特有な使用条件（敷地規模、海岸立地、

耐震性）を考慮し、設計貯蔵期間中に想定される荷重に

対し必要とされる強度や図4-1-1に示される安全機能を

維持する必要がある。

４つの安全機能は下記のように分担される。

①　閉じ込め機能は、コンクリート製貯蔵容器内に収納

されるキャニスタで担保する。

②　遮へい機能は、我が国では敷地が狭く、通常、コン

クリート製貯蔵容器と建屋の両方で担保する。使用済

燃料の燃焼度や冷却年数にもよるが、一般に敷地が狭

いほど建屋の壁厚・天井厚を大きくする必要がある。

ちなみに、米国では建屋を設けないケースが多い。

③　臨界防止機能は、キャニスタ内のバスケットが担保

する。高燃焼度燃料には中性子を吸収するボロン入り

の材料が使われる。

④　除熱機能は、コンクリートキャスクと建屋の両方で

担保する。通常、乾式貯蔵では自然空冷により、除熱

する。建屋は必要に応じて煙突効果を持たせるよう排

気塔を有する。

コンクリートキャスクを用いた中間貯蔵施設の設計に

係わる技術的詳細については、２章でも述べたように、

学協会等で民間規格化されており、原子力安全に係わる

項目は日本原子力学会で標準化され、構造強度に係わる

項目は日本機械学会で規定されている。一方、国レベル

でも、これら民間規格の策定作業にあわせ、安全審査の

考え方や技術的に考慮すべき事項をとりまとめた技術要

件が策定されている。

当所では、2-4節で紹介したように、更なるコスト低

減の観点からコンクリートキャスク貯蔵方式の許認可に

必要な健全性評価データ・手法の整備を進めるため、実

規模または縮尺モデルを用いた確証試験を軸とした検

討・評価を実施した。

本節では、コンクリートキャスクへの要求性能につい

て述べるとともに、２種類の構造形式を選定して基本設

計を実施し、これら基本設計に基づき製造した２種類の

実物大キャスクの概要について述べる。

4-1-1 コンクリートキャスクへの要求性能
と基本設計項目

表4-1-1に、基本設計項目と燃料仕様を示す。

主要な構造形式として、図4-1-2に示される鉄筋コン

クリート（Reinforced Concrete:RC）製と充てんコンク

リート鋼板（Concrete Filled Steel:CFS）製の２種類を

選定した。RC製キャスクでは、荷重は鉄筋コンクリー

ト部、支持部材、支持脚で負担し、鋼製ライナは遮へい

材として取り扱う。一方、CFS製キャスクでは、荷重
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４－１　コンクリートキャスクの基本設計と
実機製造
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図4-1-1　コンクリートキャスク方式使用済燃料貯蔵施設 
概念とその安全機能　　　　　　　  

表4-1-1　基本設計項目と燃料仕様 

運転状態 評価項目 

発熱量、自然冷却空気量 
各部温度、被覆管健全性 

溶接構造の品質保証 
（破壊力学的評価） 

被ばく線量 
冷却空気放射化 

キャニスタ内満水時 
乾式時 

耐久性、温度応力 
耐圧、耐震 

キャニスタ落下時 
キャスク転倒事故時 
給気口閉塞時 

機　能 

除　熱 
評　価 

密　封 
評　価 

遮へい 
評　価 

未臨界 
評　価 

構　造 
強　度 

燃　料 
仕　様 

通常時 
異常時 

通常時 

通常時 

通常時 

通常時 

異常時 

対象燃料 

初期濃縮度 

最大燃焼度 

冷却期間 

17×17高燃焼度PWR

4.9％以下 

55MWd/kgHM 

10年 



は鋼製部で負担し、充てんコンクリートは遮へい材とし

て取り扱う。いずれのタイプも、貯蔵建屋内での使用を

前提としている。

これら２種類のキャスクに対して基本設計を実施した。

図4-1-3に、コンクリートキャスクの除熱性能や設計期

間中における経年劣化（中性化や塩害等）に対する評価

例を示す。通常時および異常時における除熱・密封・遮

へい・未臨界および構造強度の評価を行い、実用化の見

通しを得た。

4-1-2 コンクリートキャスク試験体の製造

（1）コンクリート製貯蔵容器

貯蔵容器は、コンクリート製の円筒容器で、使用済燃

料を収納したキャニスタ１基を垂直姿勢で貯蔵し、使用

済燃料から発生する崩壊熱や放射線を適切に除去できる

機能を有している。

除熱機能については、貯蔵容器の上部および下部側面

にそれぞれ４箇所設けた給排気口ダクト、および鋼製ラ

イナとキャニスタ間の隙間で冷却空気流路を形成し、自

然空冷により使用済燃料の崩壊熱を除去する構造で維持

される。遮へい機能については、コンクリートにより使

用済燃料から発生する放射線を遮へいする。給排気口ダ

クトには、放射線ストリーミング低減のため屈曲構造を

設けている。

表4-1-2に、製造時に参照した荷重や基規準を示す。

本確証試験では、図4-1-2に示される２種類のコンクリ

ート製貯蔵容器の製造を行った。コンクリート部の施工

および管理にあたっては、「建設工事標準仕様書・同解

説JASS 5N 原子力発電所施設における鉄筋コンクリー

ト工事（2001年）」（日本建築学会、以下JASS 5N）を

基本とし、日本建築学会および土木学会による関係各種

基規準等に基づいて実施した。

62

蓋 

鋼製ライナ 

蓋 

鋼製ライナ 

鋼製外板 

支持脚 

支持 
部材 

支持脚 

給気口 

給気口 

鋼製外板 

排気口 

排気口 

キャニスタ 

キャニスタ 

鉄筋 
コンクリート部 

充填 
コンクリート部 

（鉄筋コンクリート製キャスク） 

（充てんコンクリート鋼板製キャスク） 

図4-1-2　コンクリートキャスクの基本構造 

（開始直後） （貯蔵10年後） 

状　態 
通常貯蔵時 

排気口入口隅角部 

（除熱性能評結果） 

33℃ 

40℃ 

設計かぶり厚さ 

33℃ 

40℃ 

設計かぶり厚さ 

異常時 
（給気口閉塞） 

状　態 

開始直後 10年後 20年後 50％ 

74℃ 64℃ 60℃ 85℃ 
コンクリート部 
最高温度 

中
性
化
の
照
査
 

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4
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かぶり厚さ（cm） 

65 70 75 80

塩
害
の
照
査
 

1.2

1.0

0.8
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0.4
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かぶり厚さ（cm） 

（中性化照査結果） 

（塩害照査結果） 

図4-1-3　除熱性能や経年劣化の評価例 
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RC製貯蔵容器のコンクリート温度制限値については、

長期的には温度荷重、短期的には地震時に自重の慣性力

しか作用しないこと、品質の優れたコンクリートを使用

することを前提として、局所的には90℃を許容する設

計としている。CFS製貯蔵容器の温度制限値について

は、遮へい材としてのコンクリート品質を確保するため、

90℃以下とする設計としている。

さらに、使用済燃料装荷による温度荷重によるひび割

れを抑制するため、土木学会コンクリート標準示方書設

計編の鋼材の腐食に対する許容ひび割れ幅に示される値

（かぶり厚さ60mmの時、特に厳しい腐食性環境を想定

する場合、ひび割れ幅0.21mm）を許容値とした。その

結果、たて筋の直径38mm、間隔125mm、よこ筋の直

径38mm、間隔150mmとしている。

表4-1-3および図4-1-4に、RC製およびCFS製貯蔵

容器試験体の主な仕様と製作状況を示す。

表4-1-4に、コンクリートの配合を示す。いずれのキ

ャスクにおいても、高性能AE減水剤を使用した高品質

のコンクリート（W/C50％）を使用した。また、発熱

によるひび割れを抑制するため、中庸熱コンクリートを

使用した。

打設時に高さ方向に打継目を設けず、良好な施工性と

仕上がりを確保し、基本設計どおりに製作を完了した。

通常時・異常時におけるコンクリートキャスクの除熱

性能の詳細については、次節以降を参照されたい。
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表4-1-2　製作時に参照した荷重や基規準 

貯蔵容器 
考慮すべ 
き荷重 

コンクリ 
ート部 

鋼製部 

RC製 CFS製 
長期 
短期 

自重と温度荷重 

JASS 5N相当*

JASS 6*
＊：日本建築学会　＊＊：日本機械学会 

設計・建設規格** 
クラス１支持構造物 

地震荷重B（S2） 

製造 

製造 

材料 

材料 

設計 

JASS 5N*

告示452号 
RC基準*

JIS（A 5308, 1998） 
JASS 5N*の一部 

（温度制限値注） 

設計 

注：RC製貯蔵容器のコンクリート温度制限値について
は、品質の優れたコンクリートを使用することを前提
として、局所的には90℃を許容する設計としている。
CFS製貯蔵容器については、遮へい剤としてのコンク
リート品質を確保するため、90℃以下とする設計とし
ている。 

表4-1-3　コンクリート製貯蔵容器試験体の 
主な仕様　　　　　　  

項　目 仕　様 

φ3940mm

φ1850mm

5787mm 

50mm 

525mm 

40mm 

980mm 

480mm 

約146ｔ 

約181ｔ 

鉄筋 
コンクリート 

φ3890mm

φ1832mm

6030mm 

30mm 

520mm 

25mm 

980mm 

644mm 

12mm 

約157ｔ 

約187ｔ 

鋼板充てん 
コンクリート 

外　径 

内　径 

全　高 

蓋部 

胴部 

重量 

主要材質 

金属厚さ 

空重量 

キャニスタ 
収納時 

コンクリート厚さ 

鋼製ライナ厚さ 

コンクリート厚さ 

鋼製外板厚さ 

底部コンクリート厚さ 

（RC製貯蔵容器） （CFS製貯蔵容器） 

（赤城試験センターでの設置状況） 

図4-1-4　実物大コンクリート製貯蔵容器試験体 

表4-1-4　コンクリート製貯蔵容器のコンクリート配合 

容器 
種類 

RC

CFS

設計基準 
強度（N/mm2） 

30

24

水セメント比 
（％） 

48.0

49.5

細骨材率 
（％） 

49.3

51.2

セメント 
（kg/m3） 

355

344

水 
（kg/m3） 

170

細骨材 
（kg/m3） 

870

909

粗骨材 
（kg/m3） 

992

960

AE剤 
（g） 

1.42

1.38

高性能AE 
減水剤（g） 

3.20

3.10

スランプ 
（cm） 

21 
±1.5

空気量 
（％） 

4.5 
±1.5



（2）キャニスタ

キャニスタは、二重蓋を有する溶接密封構造であり、

厚さ約20mm程度のステンレス銅製の円筒容器に二重

蓋を片側溶接することで蓋部の密封境界を形成する。内

部にはヘリウムガスを充てんし、貯蔵期間中不活性状態

を保つことにより燃料被覆管の健全性を維持するととも

に、ヘリウムガスの伝熱性能により除熱性能を向上させ

る。また、蓋部周辺での取扱作業や溶接時の作業従事者

の被ばくを低減するため、一次蓋内側にステンレス鋼製

の遮へい蓋を設置するか肉厚の大きい一次蓋を採用し、

キャニスタ上部の線量を制限する構造である。

本研究で製作したキャニスタは、海外で使用されてい

るキャニスタとは異なり、我が国の貯蔵施設の立地が海

岸近くに予想されることから、キャニスタ材料として、

耐腐食性能の高いスーパーステンレス鋼や二相ステンレ

ス鋼が用いられている。さらに、除熱性能向上の観点か

ら、バスケット材料にアルミニウム合金を使用している。

キャニスタは、材料・構造の違いから２種類を製作し

た。キャニスタに収納されるPWR燃料集合体は21体で、

輸送時や貯蔵時に臨界防止、密封等の安全機能を有する。

タイプⅠのキャニスタは、バスケットがステンレス製で、

ガイドチューブと呼ばれる角管をスペーサープレートに

差し込んで固定する構造である。スペーサープレートに

は、除熱性能の向上をはかるため、アルミニウム製の伝

熱プレートが取り付けてある。キャニスタ本体の材料は、

耐腐食性に優れたスーパーステンレス鋼（S31254）で

ある。一方、タイプⅡのキャニスタは、バスケットがア

ルミニウム合金製で、中空のアルミ板を格子状に組み上

げた構造である。キャニスタ本体は、RCキャニスタ同

様、耐腐食性を考慮して、二相ステンレス鋼

（SUS329J4L）製である。

図4-1-5に、タイプⅠおよびタイプⅡのキャニスタの

基本構造を示す。また、表4-1-4および図4-1-6に、キ

ャニスタの主な仕様と製作状況を示す。

このように、本研究で製作したキャニスタは、我が国

特有の設計が含まれており、実物大のキャニスタを製作

して、除熱・落下試験を行うことは重要である。除熱・

落下試験については、次節以降を参考にされたい。
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二次蓋 

一次蓋 

上部遮へい体 

ガイドチューブ 

キャニスタ胴 

サポートロッド 

スペーサプレート 

下部遮へい体 

図4-1-5　キャニスタの基本構造 

（タイプⅠ） （タイプⅡ） 

二次蓋 

一次蓋 

バスケット 

キャニスタ本体 

遮へいブロック 

燃料集合体 

表4-1-5　キャニスタの主な仕様 

キャニスタ タイプⅠ タイプⅡ 

全　長 4630mm 4470mm

外　径 1676mm 1640mm

銅板厚さ 16mm 19mm

空重量 19ton 16ton

最大重量 35ton 30ton

材　質 スーパーステンレス 二相ステンレス 

バスケット ステンレス＋炭素鋼 アルミ 

（タイプⅡキャニスタ本体） 

図4-1-6　キャニスタの製作状況 

（タイプⅠ） （タイプⅡ） 



キャスクの通常貯蔵時の熱的健全性を調べるために、

RC製キャスクおよびCFS製キャスクを用いて、貯蔵期

間を模擬した定常試験を実施した。試験では、貯蔵初期

（0年）、貯蔵中期（20年）および貯蔵末期（40年）に対

して、崩壊熱をヒータ出力により模擬し、それぞれ

22.6kW、16kWおよび10kWとした試験を行った。

4-2-1 試験方法

試験は、図4-2-1-1に示すような断熱性の良い二重テ

ント構造の除熱試験建屋の中で行い、定常状態での温度

計測は、外気温度の変化の少ない深夜に実施した。また、

試験時の建屋内の換気流量は、コンクリートキャスクか

ら排気される高温の空気が自然対流現象を阻害しないよ

うに、温度成層界面がキャスクの頭部よりも上に保持さ

れる換気量に調節した。

温度計測には、熱電対を使用し、キャスクのコンクリ

ート容器内部、キャニスタ表面、キャスク内部、除熱試

験建屋内および床面など約600点について計測した。冷

却空気流量は、給気口において無指向性の熱線流速計を

使用して計測した流速分布から求めた。また、排気口で

の流速測定については、空気温度が高く、熱線流速計の

使用が困難なため、プロペラ流速計を用いた。

4-2-2 RC製キャスク試験結果

（1）給気流量

給気口は、コンクリート容器の下部に４つ設けられて

いる。給気される空気は、温度変動は小さいものの三次

元性の強い流れとなる。よって、冷却流量を求める際は、

図4-2-2-1に示すように４つある給気口の一つに助走ダ

クトを設置し、給気口へ流入する空気の流れを一次元的

な流れにした上で、給気口での流速分布を無指向性の熱

線流速計で計測することにより、全体流量を算出した。

この際、助走ダクトを設置することによりこの部分での

圧力損失が増えないようにベルマウスをつけて、他の給

気口との流量バランスを保つようにした。なお、図4-

2-2-1中のグラフは、発熱量22.6kWのケースでの給気

口での流速計測結果である。ダクトを設置した給気口で

の平均流速は、0.837m/sであり、この結果から全体の

冷却空気流量は、0.281m3/sと求められた。

（2）排気流速分布および排気温度分布

空気により運ばれる熱量を精度よく求めるには、給排

気口両方でのエンタルピを求める必要がある。

図4-2-2-2中のグラフは、排気口での流速分布計測を

示したものである。

特に、排気口では、100℃近い高温の空気が排気され
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４－２　通常時の除熱試験

図4-2-1-1　除熱試験建屋 図4-2-2-1　給気流量測定 



ることから、一般に熱線流速計での計測が困難であるた

め、ここでは、プロペラ流速計を用いて流速分布を計測

した。RC製キャスクでの排気口形状は、図に示すよう

に遮へい板により４つの領域に区切られている。よって、

それぞれの領域の中心での流速を計測した。結果は、上

の段の流速が浮力の影響を受けるため、下の段の流速よ

り約20％大きいことが分かった。

また、図4-2-2-3に排気口での温度分布を示す。

排気口の内側では、大きな温度分布が付いており、ダ

クト内側の上側と下側では、約60℃の温度差がある。

これは、容器のアニュラス部に設置してある熱遮へい板

によって、キャニスタ側からは、高温の空気が上昇し、

ライナ側からは、低温の空気が上昇してくるためである。

しかし、水平部ダクト通過中に空気が混合されるために、

排気口外側では、上側と下側での温度差は、約５℃程度

となった。

（3）除熱量の配分

キャニスタからの発熱は、冷却空気により運ばれる熱

量（Q1）、コンクリート容器の側面からの放熱量（Q2）、

貯蔵容器の上面からの放熱量（Q3）、さらには、床面か

らの放熱量（Q4）に割り振られる。これまでに、コン

クリートキャスクの除熱量の配分は、実験的に明らかに

されていなかった。よって、除熱量の配分が明らかにな

ることにより、解析評価上有用なデータとなると考えら

れる。

ヒータ出力22.6kWの条件において、これらの伝熱形

態で運ばれる熱量を実測データより算出し、それぞれの

割合を求めた。

a. 冷却空気で運ばれる熱量

排気口での流速と温度に基づいて、排気される空気の

持つエンタルピを計算し、給気口での流量と温度に基づ

き求めたエンタルピを差し引くことにより、冷却空気で

運ばれるエネルギー量を計算した。その結果、冷却空気

で運ばれるエネルギー量は、17.3kWとなった。ここで

は、排気口で計算した質量流量は給気口で計算した質量

流量にくらべ16％少ない値となったが、この原因とし

ては、主として排気口での流速計測誤差が考えられる。

b. 貯蔵容器側面からの放熱量

側面からの放熱は、高さ方向に設置されたコンクリー

ト表面とコンクリート内部の熱電対で計測された温度の

差から各高さ周方向の平均熱流束を次式より求め、高さ

方向に積分した。

その結果、側面からの放熱量は、q＝2.67kWとなっ

た。なお、コンクリートの熱伝導率には、λc ＝

2.22W/mK（実測値）を用いた。

c. 貯蔵容器上面からの放熱量

上面からの放熱については、蓋部と貯蔵容器の胴部の

上面に分けて計算を行った。蓋部については、蓋底面は

6mmのライナが張られており、その上に480mmのコン

クリート層があり、上面は25mmの鋼板で構成されて

いる。また、蓋部直径は、1.994mである。蓋部の底面

および上面に設置されて熱電対の温度データを使用し、

熱伝導で蓋部を通過する熱量を求めると、q＝0.761kW
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図4-2-2-2　排気流速測定 

プロペラ流速計 
遮へい板 

バードスクリーン 

流
速
（
m
/s
） 

① ④ ③ 
位置 

② 

図4-2-2-3　排気温度分布 



となった。なお、この値は、蓋部中央と90°側の熱流

束の平均値である。また、コンクリート上面から熱伝導

で通過する熱量を求めると、q＝1.075kWとなった。よ

って、上面からの放熱量は、これらの和として q＝

1.84kWと求められた。ここでは、鋼板の熱伝達率は

60.7W/mK（SM400）、コンクリートの熱伝達率は

2.22W/mK（実測値）を使用した。

d. 貯蔵容器床面からの放熱量

貯蔵容器底面のスラブ内センターには、深さ方向に

100mm、250mm、400mmの位置に熱電対が埋め込まれ

ている。この内、ヒータを投入する前のバックグランド

データから100mmと250mmの間の温度差が付いてい

ないことが分かった。よって、ヒータ投入後は、この二

点の温度差に基づき、熱伝導で貯蔵容器から床面に逃げ

る熱量を概略計算できると判断した。ここでは、床から

熱伝導で伝わる熱量を求めると、q＝0.014kWとなり、

ほとんど熱逃げがないことがわかった。

e. まとめ

空気で運ばれる熱量（Q1）、貯蔵容器側面からの放熱

量（Q2）、 貯蔵容器上面からの放熱量（Q3）、床面から

の放熱量（Q4）とすると、合計で21.8kWとなり、ヒー

タ投入量22.6kWよりも約3.5％熱量が少ない結果とな

った。この原因としては、排気口で求めた質量流量が給

気口で求めた質量流量よりも少ないことから排気口での

流速計測誤差が、出口のエンタルピ計算に誤差をもたら

せていると考えられる。また、上記計算による熱量の合

計に対するそれぞれの熱量の割合は、図4-2-2-4に示す

ように、Q1：Q2： q3：Q4＝ 80％： 12％： 8％：

0.1％となった。

（4）コンクリート容器温度

図4-2-2-5に、キャスクのコンクリート容器内の断面

温度分布を示す。

温度分布は、給気口温度を33℃として換算して評価

している。なお、33℃は、日本全国で観測された気温

を基に求められた設計用外気条件の一例である。補正方

法として、キャスク各部の測定値に、給気温度と33℃

との差を足し合わせた。試験で得られた給気温度は、い

ずれも33℃を下回っていたことから、補正時には、実

際よりも高い給気温度を適用していることになる。この

補正により、キャニスタ表面温度は実際よりも高く見積

もられることになり、輻射熱については、実際とずれが

生じることになるが、熱遮へい板により輻射熱は、直接

コンクリート側に伝わらない構造となっていることから、

その影響は少ないと判断される。

なお、コンクリートの高温域は、排気口内側に集中し

ており、コンクリート容器下部の温度は低い。貯蔵初期

では、排気口内側の一部において90℃（（社）日本機械

学会コンクリートキャスクの構造規格（1）では、コンク

リート温度制限値として長期間に対して65℃（許容応

力を低減すると90℃）と規定されている。）を越える部

位が現れた。さらには、キャスクの蓋部において、コン

クリート温度が133℃と高温になった。また、貯蔵末期
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図4-2-2-4　除熱量の配分 

Q3：貯蔵容器上面からの放熱 
量（1.84kW：８％） 

Q1：冷却空気により運ばれる 
熱量（17.3kW：80％） 

Q2：貯蔵容器側面 
からの放熱量 
（2.67kW：12％） 

Q4：床面からの放熱量（0.014kW：0.1％） 
図4-2-2-5　コンクリート容器の断面温度分布 

（RC製キャスク）　　 
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では、コンクリート胴内において、65℃を超える部位

はなかった。

（5）キャニスタ温度

図4-2-2-6に各発熱量でのキャニスタ表面の軸方向温

度分布を示す。特に45°断面で温度が下がり、180°断

面で温度が上昇していることがわかる。

45°側の温度が低くなっている原因は、貯蔵容器内

部に設置されたキャニスタが、45°側に偏心して45°

側のガイドレールに接触しているためにキャニスタ表面

からガイドレールに熱が伝わったものと考えられる。一

方、180 °側の温度が高くなっている原因の一つは、

45°側に熱が逃げ、相対的に反対側の180°側の温度が

高くなっていることであるが、それ以外の要因として、

キャニスタ内部に挿入されているバスケットが180°側

でキャニスタ内面と接している可能性も考えられる。

また、キャニスタの底部の温度が特に低くなることか

ら、発熱量が10kWの貯蔵末期では、この部分の温度が

100℃を下回っており、SCCの観点から注意が必要とな

る。

図4-2-2-7は、各発熱量でのキャニスタ中心部の径方

向温度分布を示したものである。温度分布は、ほぼ対称

になっている。上記で説明した様なバスケットの接触に

よるキャニスタ内部への温度影響はないと考えられる。

（6）評価

図4-2-2-8は、発熱量22.6kWおよび10kWにおいて、

各部の軸方向温度分布を示したものである。ヒータ温度

およびキャニスタ表面温度は、両者で大きく異なるが、

コンクリート表面温度においては、差異は少ない。

また、表4-2-2-1は、発熱量をパラメータとした際の

各部の温度および流量を示したものである。特に、

22.6kWにおいて、排気口内側で90℃を超える領域が生

じたことから、設計の見直しが必要である。さらに、

10kWにおいては、キャニスタ底部において、低温域が

生じることから腐食に対しての注意も必要である。

68

図4-2-2-6　キャニスタ表面の軸方向温度分布 
（RC製キャスク）　　 

図4-2-2-7　キャニスタ内部の温度分布 
　（RC製キャスク） 

図4-2-2-8　各部の軸方向温度分布 
　　　（RC製キャスク） 

表4-2-2-1　温度および流速（RC製キャスク） 

給気温度（℃） 33 33 33

91 78 65

209 171 132

89 77 66

301 243 183

65 51 36

0.335 0.363 0.271

貯蔵初期 
（22.6kW） 

貯蔵中期 
（16kW） 

貯蔵末期 
（10kW） 

コンクリート胴部最高温度（℃） 

キャニスタ表面最高温度（℃） 

キャニスタ表面最低温度（℃） 

ガイドチューブ最高温度（℃） 

空気温度上昇度（℃） 

空気流量（kg/s） 



4-2-3 CFS製キャスク試験結果

（1）コンクリート容器温度

図4-2-3-1に、コンクリート容器の断面温度分布を示

す。なお、温度分布は、給気口温度を33℃で換算して

評価している。

貯蔵初期では、排気口内側の一部において90℃を越

える部位は現れなかった。コンクリートの高温域は、排

気口内側に集中しており、容器下部の温度は低い。また、

貯蔵末期では、コンクリート胴内において、65℃を超

える部位はなかった。

（2）キャニスタ温度

図4-2-3-2に、キャニスタ表面の軸方向温度分布を示

す。キャニスタ底部の温度が高くなっているが、これは、

キャニスタ底部で空気がよどむ流路形状になっているた

めである。また、10kWにおいては、キャニスタ下部で

100℃以下となる領域が現れるが、その範囲は小さい。

図4-2-3-3は、キャニスタ中心部の径方向温度分布で

ある。温度分布は、ほぼ軸対象となっている。

（3）評価

表4-2-3-1は、発熱量をパラメータとした際の各部温

度および流量である。貯蔵初期を模擬した22.6kWの発

熱に対してもコンクリート胴部の最大温度は、90℃を

下回っており、また、ガイドチューブ温度も制限温度

（300℃）を大きく下回っている。

4-2-4 RC製とCFS製キャスクの比較

図4-2-4-1は、キャニスタ表面の軸方向温度分布を示

したものである。特に、キャニスタ下部の温度の違いが

大きい。これは、両者において、流路構造が異なるため

である。今回用いたRC製キャスク試験対では、給気口

から入った冷却空気が、一旦、キャスク下部のキャビテ
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図4-2-3-1　コンクリート容器の断面温度分布 
（CFS製キャスク）　 

貯蔵初期 
（22.6kW） 

貯蔵中期（20年） 
（16kW） 

貯蔵末期（40年） 
（10kW） 

図4-2-3-2　コンクリート内温度分布 
　　　（CFS製キャスク） 
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図4-2-3-3　キャニスク内温度分布 
　　　　（CFS製キャスク） 
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表4-2-3-1　温度および流速（CFS製キャスク） 

給気温度（℃） 33 33 33

83 74 63

192 158 123

123 106 85

228 186 143

52 42 30

0.363 0.385 0.344

貯蔵初期 
（22.6kW） 

貯蔵中期 
（16kW） 

貯蔵末期 
（10kW） 

コンクリート胴部最高温度（℃） 

キャニスタ表面最高温度（℃） 

キャニスタ表面最低温度（℃） 

ガイドチューブ最高温度（℃） 

空気温度上昇度（℃） 

空気流量（kg/s） 



ィに集まった後、直接、キャニスタの底部に衝突するた

め、キャニスタ底部が冷やされる。一方、CFS製キャ

スクでは、給気口から入った空気は、アニュラス部内に

流れ込み、キャニスタ底部は、空気の淀み域となってい

る。このことから、CFS製キャスクでのキャニスタ底

部の温度は、高温となると考えられる。

図4-2-4-2は、ガイドチューブの軸方向温度を示した

ものである。CFS製キャスクの方が最大で73℃低くな

った。これは、CFS製キャスクで使用したタイプⅡキ

ャニスタは、バスケットに熱伝導性に優れたアルミニウ

ム合金を用いていることからタイプⅠキャニスタよりも

キャニスタ内部の温度が低くなったためである。

また、図4-2-4-3は、ライナ温度を示したものである。

CFS製キャスクでは、熱遮へい板が流路の上部にのみ

設置してあることから、ライナ下部は輻射熱を受けて温

度が高くなっているが、上部の温度の高温化は抑えられ

ている。

図4-2-4-4は、コンクリート表面の軸方向温度分布を

示したものである。RC製キャスクでは、排気口がキャ

スクの頭部から少し下部の位置に取り付けられているこ

とから、この部分の温度が特に高くなっている。

4-2-5 結　論

二種類の実物大コンクリートキャスクを用いて、発熱

量をパラメータとした試験を実施し、除熱評価に必要な

温度・流速データを取得した。また、除熱解析の検証用

データとして有用な除熱の配分が明らかとなった。

今回の試験に使用した２つの試験体の内、RC製キャ

スクにおいては、コンクリート内に温度制限温度を超え

る部位が観られたため、設計変更による対応が必要であ

ると考えられる。特に、排気口がダウンステップ状にな

っていることに加え、排気口高さがCFS製キャスクよ

りも低く、ドラフト高さが小さくなっているため十分な

自然循環力が得られないと考えられる。よって、コンク

リートキャスクにおいて、除熱性能を確保するには、流

路設計が重要である。

また、キャニスタについては、バスケットにアルミ合

金を使うことの有効性が示された。
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図4-2-4-1　キャニスタ表面温度分布比較 

図4-2-4-2　ガイドチューブ温度分布比較 

図4-2-4-3　ライナ温度分布比較 

図4-2-4-4　コンクリート表面温度分布比較 



通常時の除熱試験に引き続いて、事故時の除熱試験を

行い、事故時における除熱特性を明らかにした。

事故時における除熱特性は、これまで解析的な評価が

中心で、通常時同様、十分な実験データが得られていな

かった（1）（2）。コンクリートキャスクは、自然対流によ

って内部の熱が除去される方式で、解析評価の検証には、

実験データが不可欠である。特に、給気口閉塞事象のよ

うな非定常性のある現象では、解析のみによる評価は困

難である。

試験は、RC製キャスクおよびCFS製キャスクの両方

を対象とし、事故時の条件として、以下の二つの条件を

選定した（3）（4）。

①　給気口50％閉塞（四つの給気口のうち二つを閉塞）

②　給気口100％閉塞（四つの給気口全てを閉塞）

4-3-1 試験方法

試験に使用したコンクリートキャスクおよび試験装置

は、4-2節に示す通りである。キャスク内部の発熱量は

設計値の22.6kWとした。試験の実施方法は、まず、通

常時の条件で定常状態にキープした後、給気口をビニー

ルシートとテープで塞いだ。閉塞後、50％閉塞条件で

は、三日程度経過すると温度分布が定常状態に達したた

め、定常状態での温度分布、給気流量を測定した。一方、

100％閉塞条件では、コンクリートやヒータ温度が高く

なりすぎる可能性があったため、48時間で試験を終了

した。48時間後では、まだ、定常状態には達していな

い。閉塞事故は、見回り検査によって発見、対処される

ため、見回り検査の間隔（時間）が一つの評価時間とな

る可能性がある。また、コンクリートの事故時温度制限

の考え方で、短時間を24時間と規定している（5）。本研

究では、一日一回の見回りを仮定し、24時間閉塞が続

くものと仮定した。但し、24時間を評価時間とするが、

試験は48時間継続し、より長時間のデータを取得した。

CFS製キャスクの場合、50％閉塞条件について二通

りの試験を実施した。CFS製キャスクでは、隣り合う

二つの給気口を塞ぐ場合と向かい合う二つの給気口を塞

ぐ場合で、流れに変化が生じる可能性がある（図4-3-1）。

一方、RC製キャスクの場合には、給気口から入った冷

却空気が一旦一つの空間に集まった後、そこからキャニ

スタ側面に分配される構造であるため、塞ぎ方の影響は

ないものと考え、０、90°側給気口閉塞の試験のみを

行った。表4-3-1に、試験ケースを示す。
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４－３　事故時の除熱試験

図4-3-1　給気口形状の違いによる50％閉塞条件での流入空気のフローパターン 

表4-3-1　試験ケース 

No.

1
2
3
4
5

RC
RC
CFS
CFS
CFS

50％＊1

100％ 
50％＊1

50％＊2

100％ 

定常 
非定常 
定常 He垂直 22.6kW

定常 
非定常 

キャスクタイプ キャスク姿勢 充填ガス ヒータ出力 給気口閉塞率 状態 

＊１：０、90°側給気口を閉塞　＊２：０、180°側給気口を閉塞 



4-3-2 試験結果

（1） 50％閉塞条件

①　温度・流量変化

表4-3-2に試験結果の一覧を示す。各試験ケースでは、

定常温度測定時における給気温度に違いがあるが、比較

のため、給気温度を33℃に統一した。冷却空気流量の

減少割合は、給気口の半分を閉塞したとしても、RC製

キャスクの場合で4.2％、CFS製キャスクの場合で最大

22.9％であった。流速で見ると、RC製キャスクの場合、

通常条件で約0.84m/sであるのに対し、50％閉塞条件で

は約1.6m/sで約２倍に増えている。流速が増えると圧

力損失も増加するが、RC製キャスクの場合、給気口ダ

クトの形状がストレートで圧力損失が小さく、キャスク

全体の圧力損失に占める給気口部分の割合も小さい。従

って、50％閉塞条件においても、流量減少が少なく抑

えられている。一方、CFS製キャスクの場合、給気ダ

クトが屈曲形状で、流速増加に伴う圧力損失の増加が

RC製キャスクに比べて大きい。従って、50％閉塞条件

における流量減少がCFS製キャスクで大きくなってい

る。

②　軸方向温度分布及びフローパターン

a. RC製キャスク

図4-3-2及び 3に、定常状態におけるRC製キャスク

各部の軸方向温度分布を示す。これらのデータも、比較

のため、給気温度を33℃に統一している。図4-3-2を

見ると、通常時と50％閉塞時の比較で、キャスク下部

から上部に向かって、温度差が徐々に大きくなっている

ことがわかる。給気流量が減少したことにより、キャニ

スタ内部からライナまで全体がほぼ同じ温度上昇傾向を

示している。図4-3-3は、キャニスタ表面温度について、

角度別の温度分布を示す。通常条件で、角度ごとにばら

つきが見られるが、50％閉塞による温度変化は、どの

角度も同じである。つまり、閉塞している0°側も、空

気が流入している 180 °側も、キャニスタ側面では、

50％閉塞による影響を同じように受けていることを示
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表4-3-2　50％閉塞条件での温度・流量測定結果 

RC

0、90

96（＋5） 

214（＋5） 

306（＋5） 

70（＋5） 

0.321（－4.2％） 

0、90

93（＋10） 

200（＋8） 

235（＋7） 

66（＋14） 

0.280（－22.9％） 

0、180

94（＋11） 

199（＋7） 

235（＋7） 

66（＋14） 

0.290（－20.1％） 

閉塞位置（°） 

コンクリート胴部温度（℃） 

キャニスタ表面温度（℃） 
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図4-3-2　50％閉塞条件での軸方向温度分布 
　　（RC製キャスク、０°方向） 

図4-3-3　50％閉塞条件でのキャニスタ表面温度 
（RC製キャスク）　　　　　 



している。今回製作したRC製キャスクと同様な給気部

形状を持つキャスクでは、50％閉塞事象について、０、

90°側を塞いだ場合と０、180°側を塞いだ場合で、温

度分布に相違は生じない。

b. CFS製キャスク

図4-3-4には、CFS製キャスクの結果を示す。図中に

は、０、90°閉塞と０、180°閉塞条件におけるキャニ

スタ表面温度が示されている。いずれのケースにおいて

も、給気口が閉塞されている０°側の温度は、キャニス

タ下部から温度が上昇している。一方、空気が流入して

いる270°側は、通常条件よりも、流入空気量が増えて

いるので、キャニスタ下部では温度が下がっている。そ

の後、温度は上昇し、高さ約３mから上では、閉塞し

ている０°側の温度と同じ分布を示すようになる。この

結果から、50％閉塞条件での流れは、以下のようにな

っているものと推測できる。開いている給気口から流入

した空気がキャニスタ側面の流路に達し、その後、閉塞

している側の流路に回り込む。この回り込みは高さ約

3mまでに終わって、その後は、ほぼ一様に上昇してい

く。熱遮へい板が高さ2.5mから始まっていることも、

流れを安定させ、上方に向かう流れの形成に役立ってい

ることが推測される。

③　コンクリート胴部温度

図4-3-5及び 6に、コンクリート胴部の等温図を示す。

通常条件の温度分布に比べ、50％閉塞により、排気口

周辺で高温領域が増加していることがわかる。

④　50％閉塞条件での結果のまとめ

以上の結果より、50％閉塞条件におけるコンクリー

トキャスクの除熱特性について、以下の結論を得た。

・給気口50％閉塞条件におけるコンクリート胴部の温

度上昇量は、RC製キャスクで最大５℃、CFS製キャ

スクで最大11℃である。コンクリートの温度制限値

として、機械学会の規格（5）では、短時間での温度と

して175℃が示されており、この制限値は十分下回る

ことから、除熱評価上問題はないものと考えられる。

・冷却空気流量は、給気部分の形状の違いにより、RC

製キャスクの方が減少割合が小さく、約４％の減少で

あった。CFS製キャスクでも、最大約23％の減少で

あり、四つの給気口うち二つが塞がったとしても、閉
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図4-3-4　50％閉塞条件でのキャニスタ表面温度 
（CFS製キャスク）　　　　　 

図4-3-5　コンクリート胴部の等温図 
　　　　　（RC製キャスク、90°断面） 
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図4-3-6　コンクリート胴部の等温図 
　　　　　　（CFS製キャスク、90°断面） 
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塞されていない二つの給気口から十分な空気が供給さ

れるため、キャスク各部の温度上昇量は小さい。

・RC製キャスクの場合には、給気口50％閉塞による流

れの偏りは給気口部分に限られる。一方、CFS製キ

ャスクの場合には、高さ約3m付近まで、空気の回り

込みが見られるが、それより上では、ほぼ一様に流れ

る。

（2） 100％閉塞条件

①　RC製キャスクの結果

a.100％閉塞後の排気口空気温度の経時変化及びフロー

パターン

RC製キャスクの排気口は、放射線ストリーミングの

低減を目的に、出口部に十字状に鋼板が設置されている。

排気口上側では、高温の空気が僅かに流れ出ているのに

対し、下側では上側で出ていく分を補うだけの空気が内

部へ流入している。しかし、流出する空気は極僅かで、

ほとんど流出・流入していない状態である。この理由と

して、排気口ダクトの形状が挙げられる。RC製キャス

クの排気口形状は、外側に向かってダウンステップ状で

あるため、高温の空気が浮力に逆らって下向きには流れ

にくく、ダクト内で高温空気が栓をした状態となってい

る。図4-3-7にRC製キャスクの100％閉塞条件での空

気の流れの状態図を示す。排気口から流入・流出がほと

んどないため、キャスク内部では、空気が循環している

ものと考えられる。また、冷却空気による熱除去がない

ため、内部の熱は主に熱伝導で外側に伝わるだけで、熱

が内部にこもりやすい。この流れの状態が安定かどうか

を調べるため、一つの排気口から強制的に扇風機を使っ

て空気を送り込んだが、流入条件が発生することはなか

った。

b. 軸方向温度分布

図4-3-8および 9にキャニスタ表面および中心バスケ

ットセルの温度変化を示す。閉塞前までは、キャニスタ

内で生じる熱の約８割が空気で取り去られていたが、閉

塞により空気の流出が止まり、このエネルギがコンクリ

ート胴部を通して熱伝導で外部に放出される。冷却空気

の流路に面するキャニスタ表面やライナ温度は、この影

響を受けて比較的短時間に温度上昇する。キャニスタ内

部やコンクリート内部は、熱容量が大きいため、温度上

昇は緩やかである。キャニスタ表面の温度分布形状に、

閉塞前後で大きな変化が見られないことから、キャニス

タ側面では下から上に向かう自然対流が生じているもの

と推測される。
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図4-3-7　100％閉塞条件での空気の流れ 
（RC製キャスク）　 

排気口からの流出はほとんどなし 

内部に熱がこもり 
温度上昇を続ける 

図4-3-8　100％閉塞条件でのキャニスタ表面温度の変化 
（RC製キャスク、０°方向）　　　 

図4-3-9　100閉塞条件での中心バスケット温度の変化 
（RC製キャスク、０°方向）　　 



c. コンクリート胴部の断面内温度の変化

図4-3-10に、コンクリート胴部の等温図の変化を示

す。コンクリートの高温領域が広がる様子が示されてい

る。

②　CFS製キャスクの結果

a. 100％閉塞後の排気口空気温度の経時変化及びフロー

パターン

次に、CFS製キャスクの100％閉塞条件での試験結果

について示す。図4-3-11は、排気口出口の空気温度の

経時変化である。RC製キャスクとは異なり、排気口で

の空気の流入・流出が見られた。0°側全体および

270°側の半分の排気口からは、キャスク内部への空気

流入があり、その他の排気口からは、空気が流出した

（図4-3-12）。CFS製キャスクの排気口は、中央に仕切

板があり、左右に二分割された構造である。CFS製キ

ャスクで、空気の流入・流出が見られた原因としては、

排気口形状がアップステップ状であることが挙げられる。

高温の空気は、浮力で上昇しようとするため、アップス

テップ状の流路では、止まることなく流出する。一つず

つ給気口を塞いでいくと徐々に排気口での流出空気が少

なくなり、全ての給気口を塞ぐと、一度、ほとんど流出

がない状態となる。その後、排気口での流出と流入状態

が形成される。どの角度から流入・流出するかは、キャ

スク内部でのキャニスタの偏りや周囲環境（風など）あ

るいは偶然性に左右されるものと考えられる。また、四

つの排気口のうち、いくつが流入となるかも、推測は困

難であるが、高温空気の流出が流れの主要因であり、そ

れを補うだけの空気が流入することを考えると、１～２

個の排気口から流入することが予想される。本試験では、

一つずつ排気口を塞いでいるが、その塞ぎ方により流入

条件が変わることもあり得る。そこで、塞ぐ順番を変え

て、流入条件が変化するかどうかを調べたが、変化は見

られなかった。今回の試験条件では、０°と270°の半

分が流入という状態が安定条件である。この状態は、48

時間の試験期間中、変わることはなかった。

b. 軸方向温度分布

図4-3-13及び 14にキャニスタ表面およびバスケット

中心セルの温度変化を示す。キャニスタ表面温度は、排

気口からの空気の流入により、０°方向キャニスタ上部

で、通常条件の時よりも温度が下がる。バスケット中心

セルの温度も、０°および270°排気口からの空気の流

入による温度低下の影響を受け、上部の温度上昇が下部

の温度上昇に比べ少しだけ小さくなっている。
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図4-3-10　100％閉塞条件でのコンクリート胴部 
温度の変化（RC製キャスク90°断面） 
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図4-3-11　100％閉塞条件での排気口出口空気温度の 
経時変化（CFS製キャスク）　 

図4-3-12　100％閉塞条件での冷却空気の流れ 
（CFS製キャスク）　　 
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c. コンクリート胴部の断面内温度の変化

図4-3-15に、90°方向のコンクリート胴部の等温図

を示す。試験は48時間継続したが、48時間後のデータ

に一部欠損が生じたため、図には最終時間として42時

間後のデータを示す。コンクリートの高温領域が広がる

様子が示されている。

③　温度変化

表4-3-3に、100％閉塞後24時間経過した時点での、

キャスク各部の最高温度を示す。これまで述べてきたよ

うに、RC製キャスクの場合には、冷却空気の流入がな

いため、通常条件からの温度上昇量がCFS製キャスク

に比べ、大きくなっている。100％閉塞条件で、24時間

経過した時の最高温度の上昇量は、RC、CFS製キャス

クともに、安全上問題とならない値である。

④　100％閉塞条件での結果のまとめ

以上の結果より、100％閉塞条件におけるコンクリー

トキャスクの安全性について、以下の結論を得た。

・給気口100％閉塞条件におけるキャスク各部の温度上

昇は、RC製キャスクで最大44℃、CFS製キャスクで

最大19℃であり、この上昇量は安全上問題にはなら

ない。

・100％閉塞時の空気の流れは、排気口部分の形状の違

いにより異なる。ダウンステップ状の排気口を持つ

RCキャスクの場合には、排気口での空気の流入・流

出がなく、内部に熱がこもりやすい。そのため、閉塞

後の温度上昇量もCFS製キャスクに比べて大きい。

CFS製キャスクの場合、排気口がアップステップ状

であるため、排気口での空気の流出と流入が見られた。

空気の流入・流出に伴い、空気で熱がある程度除去さ

れるため、閉塞後の温度上昇量は比較的小さい。

・48時間試験を継続したが、温度は定常状態には至ら

ず、さらに温度は上昇を続ける。
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図4-3-13　100％閉塞条件でのキャニスタ表面温度 
（CFS製キャスク）　　　　 

図4-3-14　100％閉塞条件での中心バスケットセル温度 
（CFS製キャスク）　　　　　　 

図4-3-15　100％閉塞条件でのコンクリート胴部温度 
　　　 の変化（CFS製キャスク、90°断面） 
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表4-3-3　100％閉塞条件での温度測定結果 
（閉塞後24時間）　　　 



使用済燃料の中間貯蔵では、これまで貯蔵容器として

金属キャスクが主に使用されており、金属キャスクにつ

いての除熱解析事例は、実験データとの検証も含めて、

数多く発表されている（1）～（6）。一方、コンクリートキャ

スクは、主に米国で実用化され、すでに多数のキャスク

が使用されているが、除熱評価に関して、実験データが

十分ではなく、解析手法の検証も不十分であった（7）（8）。

数値計算による解析評価では、熱伝導解析だけで評価す

る方法と冷却空気の流動・熱伝達を熱流動解析で解き、

固体部分（キャニスタ内部とキャスク胴部）の熱伝導解

析とカップリングして解く方法がある。熱伝導解析のみ

で評価を行う場合には、冷却空気流量を浮力と流路抵抗

のバランスから求め、空気との熱伝達がある部位に熱伝

達境界を設定する。自然対流の熱流動評価は、実験デー

タによる検証が不可欠で、コンクリートキャスクの場合、

流速が比較的遅く実験データと一致しにくいことも懸念

されるため、実験データの取得が必要である。

そこで、著者らは、実物大コンクリートキャスクを使

った除熱実証試験を実施し、その実験データを基に解析

手法の構築・検証を行った。

4-4-1 解析手法

（1）解析対象

解析対象は、4-1～3節までに示された実証試験に使

用した二種類のコンクリートキャスクである。

解析領域を図4-4-1に示す。キャスクおよびキャニス

タ内のバスケットの構造から、対称性を考えると1/8モ

デルでも評価が可能であるが、給気口50％閉塞条件

（四つある給気口のうち二つを塞ぐ条件）での解析評価

を考慮し、1/4モデルとした。

（2）解析モデル・手法

解析モデルは、キャニスタ内部と外部の二つのモデル

に分かれている。キャニスタは、円筒形であるが、内部

には格子状のバスケットがあり、このバスケットの形状

が除熱評価上重要であるため、x-y-z座標系を用いた。

一方、キャニスタ外部は、冷却空気の自然対流が重要

で、キャニスタとライナに挟まれた流路は、r-θ-z座標

系でメッシュ分割が可能である。しかし、給排気口は、

四角いダクトであるため、r-θ-z座標系だけでは、形状

が正確に模擬できないため、境界適合座標系（BFC）

を用いた。
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４－４　除熱解析

図4-4-1　解析領域 
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以下に、キャニスタ内外のモデルについて記述するが、

RC製キャスクとCFS製キャスクで、同じ手法を用い、

同様の成果を得ているため、本報告書では、CFS製キ

ャスクについてのみ記載するものとする。

①　キャニスタ内部

キャニスタ内部には、ヘリウムガスが充填されている。

ヘリウムガスは、熱伝導率が高い気体で、これまでの実

験でも、対流効果が小さいことが確認されている。そこ

で、本解析では、キャニスタ内部は、熱伝導が支配的で

あると考え、ヘリウムガスの対流効果を無視した熱伝導

解析モデルを使用した。CFS製キャスクに用いたキャ

ニスタのメッシュ分割図を図4-4-2に示す。ヒータの発

熱は、高さ方向の発熱領域を考慮し、その部分の角棒

（中心位置の角棒のみ）に一様発熱として与えた。バス

ケット外周部は、x-y-z座標系では形状模擬ができない

ため、キャニスタ外部モデルとの結合を行う際に、エネ

ルギバランスが保存されるように接続を行った。CFS

製キャスク用のキャニスタは、アルミ製のバスケットで、

そのバスケットは、中空の矩形アルミブロックを組み上

げた構造をしている。解析モデルでは、このブロックを

アルミとヘリウムの混合材として扱った。混合材の熱伝

導率は、x,y,z方向で異なる値を使用した。メッシュ分

割数は、22×22×35＝16,940である。

キャニスタ内部では、熱伝導に加え、ふく射伝熱が重

要な伝熱因子である。本解析では、ふく射伝熱を等価熱

伝導率に置き換えて計算を行った。ヘリウム空間の熱伝

導率は、ヘリウムの熱伝導率と等価熱伝導率を加えた値

を使用した。模擬重量体、ヒータ、ヘリウムの熱伝導率

は、温度依存性を考慮したが、等価物性を計算したバス

ケットのアルミ合金は温度依存性を考慮していない。

また、バスケット底面とキャニスタ底面、模擬重量体

とキャニスタ底面、バスケットとバスケット挿入用ガイ

ドは完全接触条件とした。

キャニスタ内部の解析には、FIT-3Dコードを使用し

た。FIT-3Dは、本来、熱流動解析コードで、これまで

使用済燃料貯蔵施設の解析に使用してきたコードである。

今回は、流動解析機能を使わず、熱伝導解析コードとし

て使用した。

②　キャニスタ外部

キャニスタ外部では、冷却流路内およびキャスク外表

面で、空気による自然対流熱伝達が行われる。また、コ

ンクリートキャスク胴内では、熱伝導により内部から外

部へ熱が伝わっていく。この空気の流動とキャスク内部

での熱伝導を一つのモデルで解析を行った。図4-4-3に

解析メッシュ図を示す。流路内では、キャニスタ表面で

の自然対流を解析するため、メッシュ分割を細かく設定

した。熱遮へい板の内側では半径方向に20分割、外側

では12分割とし、キャニスタ表面近傍で、最小高さ

2.46mmとした。メッシュの総数は、R方向120、θ方

向40、Z方向121で、合計580,800である。図4-4-4に、

キャスク内面のモデル図を示す。ふく射については、冷

却流路およびキャスク外表面にふく射境界を設定した。

浮力の扱いは、運動方程式の浮力項で考慮した。流れの

解析は、乱流モデルとしてRNG k-εモデルを使用した。
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図4-4-2　解析メッシュ図（キャニスタ） 

キャニスタ胴 

バスケット 

模擬重量体 

中空アルミブロック 

中実棒 

ヒータ部 



解析コードは、汎用熱流体解析コードPHEONICSを

使用した。時間差分は、半陰解法（SIMPLEST）を用

いた。

（3）境界条件

①　流入、流出境界条件

冷却空気の流入条件として、建屋の給気口に境界条件

を設定した。給気口の空気温度は、キャスク給気口での

測定値を使用した。流量は測定を行っていないため、建

屋天井部ファン中心の空気温度とキャスク給気口の空気

温度差からエネルギ上昇量の評価を行い、ヒータ総出力

と等しくなるように空気流量を設定した。

流出境界は、建屋天井ファン部に圧力境界条件（P＝

0）を設定した。入口での乱流量は、乱流粘性係数が分

子程度になるように設定した。

②　壁面境界条件

空気の流動に対し、壁面での流速条件として、対数則

を適用した。適用箇所は、キャスク内部、外部、建屋壁、

天井及び床面である。但し、対称面（0°、90°境界面）

はフリースリップ条件とした。

温度について、建屋外側（側面、天井、床面）、キャス

ク底面および対称面は断熱とした。

③　ふく射境界

ふく射については、対面間でのふく射を考慮した。ふ

く射を考慮した箇所は以下の通りである。

キャニスタ表面⇔熱遮へい板

キャニスタ表面⇔キャスク内側ライナ（熱遮へい板が

無い高さのみ）

キャニスタ表面⇔キャニスタサポート内側

キャニスタサポート外側⇔熱遮へい板

熱遮へい板⇔キャスク内側ライナ

キャスク側部⇔建屋壁

キャスク上部⇔建屋天井

④　キャニスタ内部モデルと外部モデルの結合条件

キャニスタ内部モデルと外部モデルは、キャニスタ胴

内面で結合される。キャニスタ内部モデルと外部モデル

の境界で計算される熱流束を受け渡して、収束計算を行

い、全体の温度分布および流速分布を求める。

（4）解析条件

解析は、CFS製キャスクの通常貯蔵時を対象に実施

した。表4-4-1に、解析条件を示す。解析は定常解析で

ある。

4-4-2 解析結果

キャニスタ内部モデルと外部モデルをリンクした全体

解析の結果を以下に示す。図4-4-5は、建屋内全体での

流速ベクトル図を示す。排気口から出た高温の空気が浮

力で上昇している様子が再現されている。

図4-4-6には、キャスク内部の冷却流路内での温度コ

ンタ図を示す。冷却流路内では、キャニスタ表面近傍に

自然対流による比較的速い流れがあり、この部分で温度
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図4-4-3　解析メッシュ図 

排気口 

給気口 

冷却通路 

熱遮へい板 

サポート 

支持脚 

図4-4-4　キャスク内面のモデル図 

対象キャスク 
発熱量（kW） 

給気口空気温度（℃） 
給気流量（kg/s） 

CFS製キャスク 
22.6
27.5
1.086

表4-4-1　解析条件 



が高くなっている。冷却流路内では、熱遮へい板よりキ

ャニスタ表面側の流路で大部分の空気が流れるが、熱遮

へい板の外側でも、弱い上昇流が見られる。流路内では、

下降流や循環流は見られない。

次に、キャスク各部について、解析結果と実験結果の

比較を行う。

図4-4-7にキャニスタ外部の軸方向温度分布を示す。

キャニスタ表面温度は、全般に解析結果と実験結果が良

く一致しているが、キャニスタ上面で、実験結果が解析

結果に比べ、温度が高くなっている。これは、実験の場

合、キャニスタ上面から、ヒータをキャニスタ内部に挿

入する構造となっていて、熱が上下方向に伝わりやすく

なっているのに対し、解析ではヒータの貫通部を模擬し

ておらず、熱の伝わりが少ないためである。熱遮へい板

は、非常に薄い板で、温度分布は冷却空気の影響を受け

やすい。実験では、キャニスタサポートによる流れの乱

れや熱遮へい板自身の凹凸による影響などで、ばらつき

が大きくなっている。一方、解析では、完全な曲面でモ

デル化されているため、ばらつきは小さくなっている。

ライナ温度は、熱遮へい板が高さ2.5m以上にしかない

ため、高さ2.5m付近でキャニスタからのふく射が遮ら

れる効果により、一旦温度が下がっている。この傾向は、

解析結果とも良く一致しており、ふく射モデルが妥当で

あることを裏付けている。キャスク外表面の温度は、キ

ャスク上部の排気口周辺で、解析結果の方が高くなって

いる。解析結果で得られたキャスク内部の冷却空気流量

は0.326kg/sで、実験結果0.363kg/sよりも小さく、従

って排気温度は高くなる。実験での給排気温度差は

52℃に対し、解析では56℃であった。また、実験では、

コンクリート内部およびキャスク外表面の鋼板の熱伝導

により、排気口周辺の熱が下方により多く伝えられてい

る。図4-4-8には、キャスク周囲の空気温度の高さ方向

分布を示す。解析結果の方が、キャスク高さまでは、低
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図4-4-5　建屋内での流速ベクトル図 

建屋排気口 

排気口 

給気口 

冷却流路 

図4-4-6　冷却流路内の温度コンタ図 

熱遮へい板 

サポート 

冷却流路 

キャニスタ 

コンクリート胴部 

図4-4-7　キャニスタ外部の温度比較 

図4-4-8　キャスク周囲の空気温度分布 



くなっている。これは、設定した建屋内への流入空気量

が、実際の場合より多く計算されていることが原因であ

る。解析で、キャスク周囲の高さ方向温度分布が低く、

給排気口での温度差が高いということは、ドラフト力が

実験の場合よりも大きいことを意味しているが、流量は

実験結果よりも小さくなっている。これは、解析で計算

される流路の圧力損失が実験結果よりも大きくなってい

るためである。

図4-4-9に、キャニスタ内部モデルでの解析結果を示

す。全体に解析結果の方が実験結果よりも低い結果とな

った。上述のように、キャニスタ表面温度は、上面で、

実験結果よりも解析結果が低くなっており、キャニスタ

内部はこの温度に影響を受けたものと考えられる。

図4-4-10、11に冷却流路内の空気流速および温度分

布を示す。流路内では、空気流速は測定できなかったた

め、実験結果との比較はできないが、熱遮へい板の内外

で大きな流量差があることが示されている。温度分布は、

キャニスタ表面から 15mm離れた位置とライナから

30mm離れた位置での測定結果があるが、全体流量が小

さくなり、給排気温度差が大きくなっていることからも

明らかなように、解析結果の方が温度が高くなっている。

図4-4-12には、解析結果から計算したキャニスタ表

面およびキャスク表面での除熱配分を示す。CFS製キ

ャスクの場合、キャニスタ内部の発熱量のうち、約

80％が冷却空気で外部に除去される。

4-4-3 まとめ

コンクリートキャスクの除熱評価手法を確立するため、

キャニスタ内部と外部の二つのモデルを組み合わせた解

析手法を構築し、実験データとの比較・検証を行った。

解析は、通常貯蔵条件での定常解析で、RC製および
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図4-4-9　キャニスタ内部モデルの解析結果 

図4-4-10　冷却流路内の流速分布 

図4-4-11　冷却流路内の温度分布 

図4-4-12　解析結果から得られた除熱配分 

キャスク上面 

冷却空気 
79.9％ 

3.9％ 
熱伝達 1.2％ 
ふく射 2.6％ 

キャスク側面 

16.2％ 
熱伝達 8.9％ 
ふく射 7.3％ 

キャニスタ上面 

1.4％ 
熱伝達 1.1％ 
ふく射 0.3％ 

キャニスタ側面 

92.7％ 
熱伝達70.3％ 
ふく射22.4％ 

キャニスタ下面 

5.9％ 
熱伝達 5.7％ 
ふく射 0.2％ 



CFS製キャスクの両方に適用が可能である。得られた

成果は、以下の通りである。

・コンクリートキャスクの解析手法を構築した。手法は

以下の通りである。

①　キャニスタ内部モデルは、x,y,z座表系でメッシュ

分割を行い、熱伝導解析のみを適用した。ヘリウムの

対流効果は無視し、ふく射伝熱は等価熱伝導率に置き

換えて計算を行った。

②　キャニスタ外部モデルは、BFC座標系でメッシュ

分割を行い、空気の流動には熱流動解析を適用した。

乱流モデルはRNG k-εモデルを使い、流路内の空気

はできるだけ細かいメッシュ分割（最小幅2.46mm）

を行った。また、キャスクだけでなく、キャスク周囲

もモデルに含め、キャスク内部を流れる冷却空気量を

計算する。

③　二つのモデルは、キャニスタ内面で結合し、エネル

ギが保存されるように熱流束の受け渡しを行う。

・キャニスタ内部モデル単独で、実験データによる検証

解析を行った結果、妥当性が検証された。但し、キャ

ニスタ内面とバスケット等のギャップや接触部の扱い

については、保守側の仮定や実験データに基づく評価

が必要である。

・キャニスタ内部モデルと外部モデルをリンクした全体

解析を行い、冷却空気流量や温度分布を実験結果と比

較した。その結果、流量は誤差約10％以内、キャニ

スタ内の最高温度は誤差約７％以内でよく一致した。

以上の結果より、本解析の妥当性が検証された。但し、

解析結果は必ずしも、保守側の結果を与えるものでは

ないので、安全裕度の設定に注意が必要である。
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キャニスタは貯蔵施設で輸送容器から取り出され、垂

直姿勢あるいは水平姿勢でコンクリート製貯蔵容器に挿

入され、貯蔵される。米国では、深層防護の観点から、

万が一の落下や転倒等により衝撃荷重が作用する事象を

想定した安全評価が米国規制委員会より公表されている。

一方、キャニスタの落下事故等に関する実験事例は、国

内を始め海外でも例が少なく、実物大キャニスタの変形

や損傷に関する基礎データの蓄積が必要である。

本試験では、除熱試験に供した２種類の実物大キャニ

スタを用いて実機と同等の二重溶接蓋を設け、非機構論

的な事象を想定した落下試験を行い、キャニスタの構造

健全性（密封性能維持のための大変形や破損のないこと）

を評価した。なお、落下試験は、赤城試験センターに設

置した落下試験ヤード（図4-5-1参照）で実施した。

本節では、以下の項目について述べる。

①　キャニスタ蓋溶接（一次蓋および二次蓋の溶接）

②　密封試験

③　非破壊検査（浸透探傷検査、超音波探傷検査）

④　落下試験

⑤　落下試験解析

4-5-1 落下試験用試験体

落下試験では、２種類のキャニスタ（タイプⅠとⅡ）

を使用した。落下試験では、使用済燃料の重量を模擬す

るため、模擬重量体をバスケット内部に装填した。

図4-5-2および表4-5-1に、キャニスタの概要と主な

仕様を示す。PWR燃料を21体収納し、いずれのキャニ

スタ材料も、耐食性の高いステンレス鋼である。

タイプⅠは、上部遮へい体、一次蓋、二次蓋を積み重

ね、一次蓋と二次蓋を胴部に片側から溶接する構造であ

り、バスケットは、スペーサプレート・ガイドチュー

４－５　キャニスタの落下事故試験

図4-5-1　落下試験ヤード（赤城試験センター） 

コンクリートキャスク 

コンクリート基礎厚さ（２m） 

断熱フード 

鋼板 

落下試験ヤード 

除熱試験ヤード 



ブ・サポートロッドで構成される。タイプⅡは、厚肉の

一次蓋と二次蓋を胴部に片側から溶接する構造であり、

バスケットはアルミ合金製の板材を格子状に組み立てた

構造である。

図4-5-3に、蓋部の溶接フローを示す。浸透探傷試験

は、一次蓋と二次蓋における溶接開先面および溶接部と

し、初層、中間層、最終層に対して実施した。超音波探

傷試験は、蓋表面から斜角探傷法、キャニスタ側面から

の垂直探傷法により実施した。密封試験は、JISZ2331

「ヘリウム漏れ試験方法」に準拠して実施した。

4-5-2 落下試験

表4-5-2に、落下試験条件を示す。落下試験では、ハ

ンドリング事故を想定した非機構論的な事象として水平

姿勢における取扱時転倒事象ならびに垂直姿勢における

取扱時落下事象等を想定し、水平姿勢における1m落下

試験、垂直姿勢における６m落下試験を実施した。衝
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図4-5-2　キャニスタの概要 

［タイプⅠ］ ［タイプⅡ］ 

二次蓋 

一次蓋 

上部遮へい蓋 

二次蓋 

一次蓋 

バスケット 

本体 
ガイドチューブ 

サポートロッド 

バスケットプレート 

下部遮へい体 

本体 

表4-5-1　キャニスタの主な仕様 

仕　様 
高　さ 
外　径 

燃料装荷時 
重　量 

材　質 
バスケット 
収納燃料 
最大発熱量 

タイプⅠ 
4630mm
1676mm

35ｔ 

スーパーステンレス 
ステンレス＋炭素鋼 
17×17型 PWR21体/キャニスタ 

22.6kW/キャニスタ 

タイプⅡ 
4470mm
1640mm

30ｔ 

二相ステンレス 
アルミ 

図4-5-3　蓋部の溶接フロー 

模擬重量体装荷 二次蓋溶接 超音波探傷検査 

落下試験計測準備 
　①　計測センサ取付け加工 
　②　キャニスタ一次蓋の加工 
　③　開先面・開先合せ検査 
　④　バスケット・模擬重量体挿入 

一次蓋溶接 
　⑤　一次蓋・溶接機設置 
　⑥　一次蓋溶接・検査 
　　　浸透探傷・超音波探勝傷・密封 
　⑦　ポートカバー溶接・検査 
　　　浸透探傷 

二次蓋溶接 
　⑧　二次蓋加工 
　⑨　二次蓋・溶接機設置 
　⑩　二次蓋溶接・検査 
　　　浸透探傷・超音波探傷・密封 

表4-5-2　落下試験条件 

キャニスタ タイプⅠ タイプⅡ 

落下姿勢 水平 垂直 

高さ １m＊ ６m＊＊ 

キャニスタ タイプⅠ タイプⅡ 

転倒 落下 

ハンドリング事 
故を想定した非 
機構論的な事象 

＊　転倒による衝撃エネルギーと等価な衝突エネルギーを自由落 
　　下により付与 
＊＊貯蔵容器高さからの落下 



突面は、非降伏面相当とし、厚さ50mmの鉄板を取り

付けたコンクリートブロック（厚さ2m×幅13m×長さ

10m、重量約550トン）を設置した。

計測項目は、構成部材の各部分の加速度およびひずみ

等である。なお、落下試験後に密封試験を実施し、キャ

ニスタの密封性能を確認した。

（1）水平落下試験

図4-5-4に、水平落下試験の実施状況と計測データの

一例を示す。なお、加速度波形は、１kHzのローパス

フィルターで処理している。キャニスタ蓋部には、

436Gの最大衝撃加速度は発生しているが、キャニスタ

の衝突部で若干変形が生じたのみである。

図4-5-5に、二次蓋溶接部の密封試験の状況を示す。

試験後の密封試験の結果、いずれの溶接部も1.0×10－9

Pa・m3/s以下であり、密封性能は健全であった。

図4-5-6に、衝突面に直撃した蓋溶接部の断面マクロ

撮影写真を示す。一次蓋溶接部にはき裂の発生が見られ、

蓋仮付け溶接部から初層まで至っている。溶接施工時に

は、熱収縮による胴板の内側方向への倒れ込みが生じる

ため、キャニスタを水平に落下させると倒れ込み部の始

点を起点に曲げモーメントが発生したことが原因と考え

られ、熱変形の低減や直接溶接部に衝撃が加わらないた

めの設計上の配慮も必要である。

（2）垂直落下試験

図4-5-7に、垂直落下試験の実施状況と計測データの

一例を示す。なお、加速度波形は、１kHzのローパス

フィルターで処理している。キャニスタ胴中央部には、

1153Gの最大衝撃加速度は発生しており、キャニスタ底

板が衝突時の燃料の慣性力により凸状に変形した。

試験後の密封試験の結果、いずれの溶接部も1.0×10－9
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図4-5-4　水平落下試験の実施状況と計測データ（加速度記録波形）の一例 

図4-5-5　二次蓋溶接部の密封試験の状況 

溶接部 

一次蓋 二次蓋 

He 
He 

密封試験孔 

Heリークディテクタ 

図4-5-6　蓋溶接部の断面マクロ撮影写真 



Pa・m3/s以下であり、密封性能は健全であった。また、

試験後に撮影した蓋溶接部の断面マクロ写真より、溶接

部に有意な変形やき裂の発生は、みられなかった。

4-5-3 落下試験解析

衝撃荷重を受けるキャニスタの衝撃挙動や、各部位に

発生する変形状態を詳細に把握するため、衝撃応答解析

コードLS-DYNA3Dを用いて衝撃応答解析を行い、キ

ャニスタ各部に生じる加速度やひずみを評価した。

図4-5-8に、落下解析モデルの有限要素分割図を示す。

キャニスタの形状および落下姿勢を考慮し、水平落下解

析には1/2面対称モデルを、垂直落下解析には1/4面対

称モデルを用いた。初期条件として、想定した落下高さ

からの自由落下速度を全節点に入力した。

解析モデルについては、落下衝撃時におけるキャニス

タ本体の挙動のみならず、バスケットに発生する変形や

模擬重量体との相互作用を評価するため、全ての部位に

ついて実物に沿ったモデルとした。また、一次蓋、二次

蓋における溶接部は、キャニスタ本体と剛結しているも

のと仮定し、節点共有とした。

表4-5-3に、落下解析に用いた材料物性を示す。材料

モデルについては、母材を用いた材料試験結果より、バ

イリニアの応力－ひずみ関係で与え、Von-Mises型の降
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図4-5-7　垂直落下試験の実施状況と計測データの一例 

（落下試験前） 

（落下の瞬間） 

（バスケットの変形） 

（キャニスタ底板の変形） 

（加速度記録変形） 

材　料 

密　度 

ヤング係数 

硬化係数 

降伏応力 

ポアソン比 

スーパー 
ステンレス鋼 

8.0g/cm3

192GPa

1012MPa

407MPa

0.31

二相 
ステンレス鋼 

8.0g/cm3

213GPa

786MPa

664MPa

0.27

表4-5-3　落下解析に用いた材料物性 

（水平落下） 

（垂直落下） 

図4-5-8　落下解析モデルの有限要素分割図 



伏曲面を有する等方硬化モデルとした。

図4-5-9に、落下試験解析結果と、落下試験で本体に

発生した加速度値と比較して示す。いずれの姿勢におい

ても、解析で得られた最大加速度は、実験値と良い一致

を示しており、十分な精度で再現されている。

表4-5-4に、解析結果のまとめを示す。解析で発生し

たひずみは、溶接部近傍で最大8.4％発生しているが、

キャニスタに使用される材料における設計最大引張強さ

に相当するひずみ（20％以上）に比べれば十分小さい

値である。

4-5-4 まとめ

落下高さ１mからの剛な衝突面への水平落下および

６mからの垂直落下のいずれの試験においても、密封

機能の健全性が維持され、キャニスタ各部位の局所的に

発生するひずみは、いずれも10％以下の値であり、使

用する材料の破断に相当するひずみ（20％以上）に比

べ小さい。また、衝撃応答解析コードLS-DYNA3Dに

より推定した本体のひずみは、試験結果を良く再現して

おり、これらの姿勢の評価においては十分な精度で追跡

が可能である。

以上より、キャニスタの構造健全性として確保すべき

溶接部の密封性能については、使用済燃料の現実的な破

損評価が想定される設計加速度の範囲内では、損なわれ

ることはない。
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表4-5-4　落下解析のまとめ 

評価部位 

容器本体 
一次蓋 
二次蓋 

相当塑性ひずみ 

水平落下 
8.4％ 
5.3％ 
5.4％ 

垂直落下 
5.0％ 
2.6％ 
7.0％ 

図4-5-9　落下試験解析結果と実験値の比較 
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コンクリートキャスクでは、使用済燃料は、キャ

ニスタ内に収納され、蓋部は溶接されている。よっ

て、キャニスタは、密封機能を有している。なお、

密封機能維持の確認の観点から、検査ができる設計

が求められている。このため、キャニスタ内部のヘ

リウムが漏えいした際に、ヘリウムの対流効果が低

減することによるキャニスタ側面の表面温度変化を

利用して、ヘリウム漏えいを検知する方法（1）が、提

案されている。しかし、その温度変化量は小さく、

この方法では、微少漏えいや発熱量の小さい長期貯

蔵時に対する検知信頼性が不十分である。

ここでは、キャニスタ内のヘリウム漏えいをキャ

ニスタ表面の温度情報から早期かつ高い信頼性で検

知する方法を開発することを目的として、実物大コ

ンクリートキャスクを用いたヘリウム漏えい試験を

実施した。

C2-1 試験ケースおよび温度計測位置

RC製キャスクおよびCFS製キャスクを用いて、

ヘリウム漏えい試験を実施し、キャニスタ内のヘリ

ウム内圧とキャニスタ表面温度の関係を調べた。表

C2-1-1に、試験ケースを示す。

試験では、キャニスタ内に、初期の常温状態で、

大気圧（ゲージ圧で0kPa）レベルのヘリウムが充

てんされており、ヒータ発熱によるキャニスタ内部

の昇温とともに内圧が上昇し、初期貯蔵状態を模擬

した発熱量22.6kWの定常状態においては、キャニ

スタ内圧がCFS製キャスクにおいて56kPa、RC製

キャスクにおいては59kPaになった。CASE1およ

びCASE3は、この状態から、キャニスタ上部に設

けられたヘリウム充てんポートのバルブを開放し、

ヘリウム漏えいを生じさせた。また、CASE2にお

いては、初期の常温状態において、ヘリウムを約

100kPa充てんした状態から、発熱量22.6kWで昇温

して、定常状態にした。この時の内圧は、151kPa

であり、この状態から、ヘリウム漏えいを生じさせ

た。

なお、図C2-1は、キャニスタ表面の温度計測位

置ならびに給気口温度計測位置を示したものである。

C2-2 試験結果

C2-2-1 ヘリウム漏えい検知方法の予備的検討

ヘリウム漏えい検知方法を構築するために

CASE1試験を実施し、温度データの分析を行った。

図C2-2-1-1に、ヘリウム漏えい前後のキャニスタ

表面温度および給気口での空気温度とキャニスタ内

圧の関係を示す。

なお、ヒータ出力22.6kWでの定常状態で、キャ

コラム２：キャニスタ内ヘリウム漏えい検知方法の開発

CASE No.

CASE 1

CASE 2

CASE 3

漏えい率 
（Pam3/s） 

4.86×10－1

5.16

3.60×10

キャスク 
タイプ 

56

151

59

初期圧力 
（kPa） 

5

1

1

最終圧力 
（kPa） 

CFS製 
キャスク 

CFS製 
キャスク 

RC製 
キャスク 

表C2-1-1　試験ケース 
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℃
） 

図C2-2-1-1　キャニスタ表面温度と圧力の関係 

Tin

図C2-1　温度計測位置 



ニスタ内圧は、56kPaであり、試験では、キャニス

タ上部に設置してあるバルブを開放し、約４日間で

5kPaまでヘリウムを漏えいさせた。この後、バル

ブを全開にし、圧力を大気圧レベル（ゲージ圧で

0kPa）まで落とし、バルブを閉めた。図から分かる

ように、キャニスタ表面温度は、給気温度に左右さ

れるため、ヘリウム漏えいが原因となる表面温度変

化と給気温度による表面温度変化を区別する必要が

ある。図C2-2-1-2は定常時のキャニスタ表面温度

分布、図C2-2-1-3は、リウム漏えい時のキャニス

タ表面温度分布の変化を示す。

通常時では、キャニスタ表面温度は、給気温度の

増減に追従して変化するのに対して、ヘリウム漏え

い後は、特に、キャニスタの底部中心の温度が著し

く上昇するのに対して、キャニスタ上部中心の温度

は著しく低下することが分かる。また、図C2-2-1-4

は、通常時におけるヘリウム漏えい０時間からのキ

ャニスタ表面各点での温度変化を示す。また、図

C2-2-1-5は、ヘリウム漏えい時の０時間からのキャ

ニスタ各点の温度変化を示している。

特に、図C2-2-1-5から分かるように、ヘリウム

漏えい後のキャニスタ上部中心と底部中心の温度差

は、ヘリウム漏えい開始から60時間後で８℃程度付

いている。

したがって、キャニスタ底部中心温度（TB）から

上部中心温度（TT）を引いた温度差をΔTBTと定義

付け、ΔTBTの変化を監視することにより、ヘリウ

ム漏えいを検知できるかどうかを調べることとした。

図C2-2-1-6は、ΔTBTとヘリウム内圧の関係、図

C2-2-1-7は、ΔTBTと給気温度の関係を示したもの
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図C2-2-1-3　キャニスタ表面温度（漏えい時） 

図C2-2-1-2　キャニスタ表面温度（通常時） 

図C2-2-1-5　キャニスタ表面温度変化（漏えい時） 

図C2-2-1-4　キャニスタ表面温度変化（通常時） 
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である。

ヘリウム漏えいとともに、ΔTBTに約8℃の上昇

が観られる。また、給気温度変化とΔTBTの変化を

比べると、ヘリウム漏えい後の現象が落ち着いた状

態では、ΔTBTは、給気温度の変動に追従している

が、ヘリウム漏えいの過渡時では、給気温度が下が

ってもΔTBTが上昇する傾向が観られることから、

ΔTBTと給気温度を合わせて監視することにより、

漏えいの早期検知が可能であると考えられる。また、

図C2-2-1-8キャニスタの発熱量とキャニスタの表

面温度分布の関係を示しており、22.6kW（貯蔵初期）

では、ΔTBTは14.7℃、16kW（貯蔵20年後）では、

ΔTBTは13.2℃、10kW（貯蔵40年後）では、ΔTBT
は10.2℃となっている。

よって、貯蔵期間が長くなるにつれ、ΔTBTは減

少しており、ヘリウム漏えい時に見られるΔTBTが

上昇する現象とは相反することから、ヘリウム漏え

い検知を判断する際の妨げる要因とはなっていない。

また、発熱量の小さい長期貯蔵時（貯蔵40年後：

10kW）においても、ヘリウム漏えい時のΔTBTの

有意な上昇が期待されることと給気温度変化の利用

から、検知可能と予想される。

なお、本検知方法で用いている原理は、キャニス

タ内の圧力変化情報をキャニスタ表面温度変化情報

に変換することであることから、検知の限界は、す

なわち、圧力変化が検知できる限界と同等となる。

本試験ケースでの漏えい率は、４日間の漏えいで

10－1Pa・m3/sであることからその二桁程度長い期

間（約１年）の漏えいが圧力変化を検知できる限界

であると仮定すると、10－3Pa・m3/s程度となる。

C2-2-2 本検知方法の適用性確認

（1）キャニスタ内圧が高い場合（CASE2試験）

キャニスタ内ヘリウムの圧力を151kPaまで加圧

した状態から約１日で36kPaまで低下させ、その後、

約3時間で1kPaに落とす試験を実施した。図C2-2-

2-1はΔTBTと圧力の関係であり、図C2-2-2-2は、

ΔTBTと給気温度の関係である。なお、一連の漏え

い率は5.16（Pa m3/s）となる。

この試験結果から分かるように、ヘリウム内圧が

高い状態から漏えいが生じると、キャニスタ内ヘリ

図C2-2-1-7　ΔTBTと給気温度（CASE1） 

図C2-2-1-6　ΔTBTと圧力（CASE1） 

図C2-2-1-8　発熱量とキャニスタ表面温度 



ウムの対流効果の低減が大きいことからΔTBTの変

化も大きくなり、検知感度が良好になる。ここでは、

ヘリウム漏えい後、ΔTBTは約20℃上昇している。

また、図C2-2-2-3は、キャニスタ内のヘリウム

圧力とキャニスタ表面温度分布の関係を示したもの

である。

ここでは、給気温度を33℃に換算した上で比較し

ている。なお、33℃は、日本全国で観測された気温

を基に求められた設計用外気条件の一例である。そ

れぞれ、加圧（151kPa）では、ΔTBTが1.8℃、通

常（56kPa）では、ΔTBTが17.9℃、ヘリウム漏え

い（0kPa）では、ΔTBTが23.9℃となっている。こ

の図より、ヘリウムの対流効果が存在することがキ

ャニスタ表面温度の違いから推測される。

（2）キャスクの種類が異なる場合（CASE3試験）

RC製キャスクを用いたヘリウム漏えい試験を実

施した。図C2-2-2-4は、ΔTBTと圧力の関係であり、

図C2-2-2-5は、ΔTBTと給気温度の関係である。今

回用いたRC製キャスクでは、冷却空気が直接キャ

ニスタ底部に衝突する流路構造となっていることか

ら、キャニスタ底部はCFS製キャスクよりも温度が

低くなる傾向がある。このため、キャニスタ底部温

度からキャニスタ上部温度を引いて求めたΔTBTは、

CFS製キャスクとは異なり、マイナスの値となって

いるが、ヘリウム漏えい時のΔTBTは、CFS製キャ

スクの場合と同様に上昇している。なお、この際の
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図C2-2-2-2　TBTと給気温度（CASE2） 

図C2-2-2-1　TBTと圧力（CASE2） 

図C2-2-2-3　内圧とキャニスタ表面温度 

図C2-2-2-4　ΔTBTと圧力（CASE3） 
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ヘリウム漏えいは、約２時間で59kPaから１kPaに

落としており、漏えい率は、3.60× 10（Pa m3/s）

と大きなものとなっている。よって、キャニスタ内

部のヘリウム対流効果の減少がキャニスタ表面温度

に伝わるまでに時間遅れが生じているが、１日後に

ΔTBTは約８℃上昇している。

C2-2-3 結論

本試験において、ヘリウム漏えいが生じると、特

にキャニスタ底部中心の温度は著しく上昇し、キャ

ニスタ上部中心の温度は著しく低下することが分か

った。そこでキャニスタ底部中心の温度からキャニ

スタ上部中心の温度を引いた値をΔTBTと定義付け

た。ヘリウム漏えい時には、この値は大きく増加す

ることから、ΔTBTの監視がヘリウム漏えい検知に

対して有効であることがわかった。また、給気温度

が夜間低下する際にもΔTBTが単調に一定値に向か

って上昇する。よって、キャニスタ上部中心、キャ

ニスタ底部中心および給気口の計３箇所の温度情報

のみを用いて、キャニスタ内のヘリウム漏えいの早

期検知が可能であることが分かった。

なお、本検知手法の特徴は、以下の通りである。

１）キャニスタ内圧を高めるほど検知感度が良好に

なる。

２）発熱量の小さい長期貯蔵時においても信頼性が

高い検知が可能である。

３）貯蔵期間による発熱量の低減により、漏えい検

知を誤認することはない。なお、本システムで検

知できる漏えい率の限界値は、約10－3Pa・m3/s

と考えられる。

４）流路形状の異なるコンクリート容器でも本手法

が適用できる。

図C2-2-2-5　ΔTBTと給気温度（CASE3） 



コンクリートキャスクの特徴の一つは、キャスク

内部に、冷却空気を取り込み、自然対流で内部の熱

の大部分を外部に放出する方式をとっていることで

ある。これは、コンクリートが金属に比べ、熱伝導

率が小さく、使用最高温度が低いため、金属キャス

クのように、本体胴の熱伝導だけでは、十分な除熱

性能が得られないことが原因である。コンクリート

キャスクのメリットである経済性を、より向上させ

るためには、遮へい性能の面から、金属キャスクに

比べ、本体胴の厚さが大幅に増し、全体重量も増加

しているコンクリートキャスクのコストを少しでも

低減することが重要である。そのためには、コンク

リートキャスクの除熱設計の合理化が有効と考えら

れる。

4-1～3節で示されているように、従来のコンクリ

ートキャスクの除熱設計は、安全裕度の少ないもの

になっている。これは、コンクリートの物量を少し

でも低減させるとともに、構造を簡素化しているこ

とが大きな要因となっている。

除熱性能を上げるための一つの方法は、冷却空気

の浮力効果を増加させるために、ドラフト高さ（給

排気口の高低差）を高くすることであるが、その分、

キャスクの高さが増し、コンクリートの物量も増加

することにつながってしまう（図C3-1）。また、も

う一つの方法は、冷却空気流路の圧力損失をできる

だけ小さくすることであるが、遮へい性能の低下に

つながらない工夫が必要である。一般に、コンクリ

ートキャスクの給排気口は、ストリーミングを低減

させるために、屈曲構造となっている。圧力損失の

観点からは、屈曲構造よりも直線構造の方が望まし

いが、直線構造では、要求される遮へい性能を満足

できない場合が多い。

以上述べたように、コンクリートキャスクの除熱

性能向上の観点から、圧力損失が小さく、遮へい性

能も満足する新たな給排気口を開発することは有意

義である。

C3-1 新たな排気口設計の概念

従来のコンクリートキャスクの構造を見ると、給

排気口の屈曲部を直線構造にすることにより、圧力

損失の低減を図れることは、容易に発想される。さ

らに、排気口については、流路を直角に曲げてキャ

スクの側面に付けるのではなく、キャニスタ側面の

流路をそのままキャスク上面に向けた方が圧力損失

は小さくなる。しかし、このような排気口の形状を

採用した場合、如何に遮へい性能を満足させるかが

問題となる。ここで、著者らは遮へい性能を満足さ

せる方法として、鋼製の中実棒と高分子材料を入れ

た鋼管を流路内に配列する方法を考案した。鋼製中

実棒は、ガンマ線遮へい用であり、高分子材料を入

れた鋼管は、中性子線遮へい用である。これらの管

群を適切に配置（管の大きさ、数、位置など）する

ことにより、十分な遮へい性能を持たせることが可

能である。遮へい性能については、3-4節に示され

ている通り、実験により検証しているため、本節で

は、除熱性能についてのみ記述することとする。

さらに、今回提案の構造の特徴は、流路を形成し

ている管群部分を蓋構造の一部としていることと、

管群部分を分割式（実験では８分割）にしている点
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図C3-1　コンクリートキャスクの除熱性能向上に 
関する課題　　　　　　　　  
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キャニスタ 貯蔵容器本体 

図C3-2　新たな排気口設計の概念 
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にもある（以下、低圧損蓋と呼ぶ）。管群部を本体

に組み込むことも可能であるが、蓋部に組み込むこ

とにより、コンクリートキャスク本体胴部の構造を

単純化させ、製作を容易にしている。また、分割方

式にすることにより、管群部の一部を取り外してコ

ンクリートキャスク内部（例えば、キャニスタ表面

など）の観察（あるいは検査など）が可能な構造と

なっている（流路が直線的であるため、管群部を外

さずに、そのままファイバースコープ等を挿入して

内部を観察する場合にも、屈曲構造に比べて、操作

性は良い）。

なお、今回の提案では、以下の点に留意が必要で

ある。

・従来のコンクリートキャスクで、排気口が側面に

付いている一つの理由として、屋外に貯蔵された場

合に、雨水が内部に入りにくくすることが挙げられ

る。今回提案の方式は、屋外に貯蔵した場合には、

雨水がそのまま内部に浸入するため、屋外の貯蔵に

は不向きである。従って、基本的には、貯蔵建屋内

に設置される場合を想定している。

・管群構造による流路形状は、給排気口のいずれに

も適用は可能であるが、排気口のみに取り付けるこ

とで、十分な除熱性能の向上が図れることや、給気

口部分に取り付けるスペースが少ないこと等を考慮

し、今回は排気口部分にのみ適用することとした。

C3-2 実験用低圧損蓋の試作

C3-1節で述べた設計概念に基づき、その除熱性能

を検証するため、実験用蓋部を試作した（図C3-3、

4）。製作した蓋部は、4-1～3節で述べられている実

物大コンクリートキャスクによる除熱試験で使用し、

除熱性能を明らかにした。

4-2節で述べられているように、今回除熱試験に

使用した二種類のコンクリートキャスクのうち、

RC製キャスクでは、制限値を超えるコンクリート

温度が測定された。従って、RC製キャスクに対し

て、新提案の低圧損蓋を適用して実験することが望

ましかったが、すでに試験を終了していたため、

CFS製キャスクを対象に、設計・製作を行った。

なお、試験の目的が除熱性能であるため、中性子

線の遮へい体は取り付けなかった（管郡部の鋼管内

には、何も入れず、空気が入った状態である）。

C3-3 除熱試験

低圧損蓋をCFS製キャスクの既存の蓋と交換して

取り付け、既存の排気口を塞いで試験を実施した。

試験条件は、通常時（ヒータ出力22.6kW）を対象

とした。

以下に、既存の蓋を付けた場合との比較として、

試験結果を示す。

（1）冷却空気

図C3-5に、流路内の冷却空気の軸方向温度分布

図C3-3　低圧損蓋の全体写真 

図C3-4　管群部の拡大写真 

図C3-5　冷却空気０°の軸方向温度分布 
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を示す。熱遮へい板の内側流路および外側流路の両

方において、従来型の結果に比べ、温度が低下して

いる。冷却空気流量を比較すると従来型では、0.363

kg/sであるのに対して、低圧損蓋では、0.416kg/s

となり、14.6％増加した。一方、排気口での温度分

布が大きいことと、排気流速も分布があることから、

排気温度の設定が困難であることが判明した。排気

流速や温度の評価は、除熱設計の重要な因子である

ため、今後、評価手法を構築することが必要である。

（2）ライナー温度

図C3-6にライナ0°の軸方向温度分布比較を示

す。両方とも上部に向かって、温度差が上昇してい

くが、低圧損蓋の結果は、従来蓋に比べ、約10℃温

度が低下している。

（3）キャニスタ温度

図C3-7はキャニスタ表面の軸方向温度分布であ

る。従来蓋と低圧損蓋で、ほぼ同じ温度分布となっ

ている。キャニスタ表面温度は、表面での熱流束お

よび自然対流熱伝達により決まるが、キャニスタ内

部の発熱量が同じであるため、表面での熱流束が同

じとなり、その結果として表面温度の差異が小さく

なっている。一部、相違が見られる箇所は、キャニ

スタ蓋部付近で、低圧損蓋の結果の方が温度が低く

なっている。これは従来型の場合、排気口の屈曲部

があるため、キャスク蓋部とキャニスタ蓋部の空間

に高温の空気が流れ込み易いのに対して、低圧損蓋

の場合には、ダクトがストレートなため、この空間

に空気が流れ込みにくくなっていることが原因の一

つと考えられる。

図C3-8は、キャニスタ内部の温度比較である。

発熱量が同じで、キャニスタ表面温度も同じである

ことから、内部温度も、ほとんど差異は観られない。

（4）貯蔵容器

図C3-9に、コンクリート内部（90°断面）の温

度分布の比較を示す。従来蓋では、排気口内側近傍

のコンクリート最大温度が83℃であるのに対して、
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図C3-7　キャニスタ表面０°の軸方向温度 
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図C3-8　ガイドチューブの軸方向温度 
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低圧損蓋では、この部分の温度が 73 ℃となり、

10℃低くなっている。また、長期間のコンクリート

制限温度である65℃を超える領域も少なくなってい

る。なお、給気温度を33℃に換算して比較している。

C3-4 まとめ

表C3-1は、圧損蓋と従来型の各部温度および流

量の比較を示したものである。低圧損蓋を用いるこ

とにより、従来のコンクリートキャスクに比べて、

冷却空気流量が14.6％増加し、給排気温度差も低減

することが分かった。

また、コンクリート最高温度も10℃程度低減する

ことから低圧損蓋の除熱性能上の有効性が示された。

給気温度（℃） 

コンクリート胴部最高温度（℃） 

蓋部最高温度（℃） 

キャニスタ表面最高温度（℃） 

キャニスタ表面最低温度（℃） 

ガイドチューブ最高温度（℃） 

空気温度上昇度（℃） 

冷却空気流量（kg/s） 

33 33

低圧損蓋（22.6kW） 従来型（22.6kW） 

73（－10） 83

119（－13） 132

19（－1） 192

12（－2） 123

228（0） 228

42（－10） 52

0.416（＋14.6％） 

（　）内は、「従来型（22.6kW）」からの差 

0.363

表C3-1　低圧損蓋と従来蓋の各部温度および 
流量の比較　　　　　　   
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新井　　拓（1988年入所）
入所後、しばらくは、使用済み燃料輸送・

貯蔵兼用球状黒鉛鋳鉄キャスクの材料特性評
価を行った。最近は、コンクリートキャスク
キャニスタ材の破壊靱性特性やSCC特性に
関する研究と軽水炉構造材料のSCCに関す
る研究に取り組んでいる。

（5-1、5-3および5-5執筆）

谷　純一（1991年入所）
軽水炉構造材料の腐食割れ、火力ボイラ管

の腐食疲労などの研究を経て、現在は中間貯
蔵用ステンレス鋼キャニスタの腐食割れの研
究を主な仕事としている。手法的には、材料
の電気化学的特性や表面状態を調べることに
より、劣化評価や腐食機構の検討などを進め
てきた。今後は、電力流通設備の腐食評価に
も取り組んでいきたい。

（5-3執筆）

小� 明郎（1991年入所）
金属材料構造物の腐食寿命評価（すきま腐

食等）や破壊力学的健全性評価に関する研究
に従事。輸送容器の海没時の腐食評価、貯蔵
容器の潮風腐食評価、高レベル地層処分用オ
ーバーパック材の長期腐食寿命評価を行って
きた。最近は、電柱間に敷設された光通信ケ
ーブル用ワイヤの腐食寿命評価研究にも取り
組んでいる。

（5-1、5-2および5-4執筆）



（1）キャニスタの概要

コンクリートキャスク貯蔵では、使用済み燃料は、キ

ャニスタと呼ばれるステンレス鋼製の容器に収納され、

コンクリートキャスク内に挿入される。貯蔵時にはコン

クリートキャスク底部の給気口から入った冷却空気が自

然対流により上方に流れながらキャニスタ表面を冷却し、

排気口より排出される。使用済み燃料を収納するキャニ

スタは、熱間圧延ステンレス鋼板を用いた溶接構造の底

付き円筒形状の容器であり、臨界防止、遮蔽、除熱およ

び密封の機能を有する。キャニスタの全長、直径は、そ

れぞれ、4500mm、1650mm程度であり、胴部の肉厚は、

20mm程度である。キャニスタに使用済み燃料を収納後

した後、2重蓋をそれぞれ胴部に溶接することにより密

封性を確保する。

（2）使用環境と要件

使用済み燃料は、発電所において水中でキャニスタに

装荷される。内部の水を抜き、乾燥させた後、１次蓋、

２次蓋がそれぞれ、溶接により取付けられ密封される。

このとき、内部には不活性ガスが充てんされる。使用済

み燃料を装荷したキャニスタは、輸送用容器（金属キャ

スク）に収納され、中間貯蔵施設に輸送される。中間貯

蔵施設において、コンクリートキャスク内へ収納され、

中間貯蔵に供される。キャニスタの温度は、収納する燃

料の燃焼度、発電所での冷却期間および中間貯蔵開始か

ら経過時間や冷却空気条件（気象条件）等に依存する。

キャニスタ表面温度は、時間の経過に伴う崩壊熱の低下

により徐々に低下する。また、キャニスタ表面温度は、

上下方向に分布し、下部から上部に向けて徐々に温度が

高くなる。実物大コンクリートキャスク試験体を用いた

除熱試験結果 によると貯蔵初期（使用済み燃料の発熱

量22.6kW）で90℃（363K）～210℃（483K）程度、貯

蔵末期で70℃（343K）～130℃（403K）程度となると

推定される。中間貯蔵期間の終了後、キャニスタは、コ

ンクリートキャスクから取り出され、輸送容器に収納さ

れ、再処理施設へ移送される。

キャニスタには、通常時、事故時のいずれにおいても

以下の機能の維持が求められる。

①臨界防止機能、②除熱機能、③密封機能

このうち、①臨界防止機能について主としてバスケッ

トに対する要件であり、キャニスタ本体（蓋も含む）に

は、②除熱機能、③密封機能が求められる。以上ことか

ら、キャニスタ材料に要求される一般的な性能には、

（i） 崩壊熱除去が可能な熱伝導率を有すること

（ii） 溶接が可能であること

（iii） ハンドリング時の事故で想定される落下衝撃に耐

えられる強度および破壊靱性特性を有すること

が挙げられる。さらに、中間貯蔵施設の海岸部への立地

の可能性があり、かつ、年間を通じて湿度が比較的高い

わが国においては、冷却空気中に含まれる海塩粒子のキ

ャニスタ表面への付着が考えられる。このため、

（iv） 塩化物応力腐食割れ（SCC）対して十分な抵抗力

を有することが

要求される。

（3）候補材

貯蔵施設の立地条件から、SCC発生の可能性が小さ

いと考えられる米国においては、（i）～（iii）条件を満

たす材料として304系ステンレス鋼が選択され、実際に

使用されている。我が国においても304系および316系

のステンレス鋼が候補材としても挙げられているが、こ

れらのステンレス鋼は、SCCに対する感受性が比較的

高いとされている（1）。このため、より耐食性の高い候

補材として以下の２材料の使用が検討されている。

・SUS329J4L 2相ステンレス鋼（2）

・YUS270（S31254）＝スーパーステンレス鋼

これらの候補材について検討すべき課題には、

・ハンドリング時の事故で想定される落下衝撃に耐えら

れる破壊靱性を有するかどうか

・十分な耐SCCを有するかどうか

の２つが挙げられる。当所では、上記４候補材について

実機相当材料を用いた破壊靱性特性およびSCC特性の

評価を行ってきた。評価結果を次節以降にまとめた。

（4）溶接残留応力（1）

キャニスタの溶接部は、薄肉円筒の形状精度維持のた
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め、及び使用済燃料が中に入っているために溶接密封後

の固溶化熱処理が行えず、溶接残留応力が残ったまま使

用される。このため、実機における溶接残留応力の分布

や具体的な値を把握するために、実機の溶接を模擬した

実径の蓋部モデル試験体（図5-1（4）-1参照）を用い

て、SUS304鋼等を例としてキャニスタの溶接残留応力

を実測した。

実機キャニスタにおいては、上部の蓋と胴の接合には

落とし蓋溶接が、胴と胴、ならびに底板と胴の接合には

突き合せ溶接が適用される。このため、図5-1（4）-1

の試験体においては、これらの溶接構造を含むように製

作し、X線回折法（溶接部表面が対象）と切断開放法

（肉厚方向平均値が対象）による溶接残留応力を実測し

た。図5-1（4）-2のa）にSUS 304鋼の測定結果の例を

示す。

一方、SUS 304L鋼についても同様に実径の蓋部モデ

ル試験体を用いて溶接残留応力の測定がメーカの自主研

究として実施されており、図5-1（4）-2のb）にその

例を示すが、SUS 304L鋼においても304と同様の結果

が得られている。

キャニスタの溶接線における残留応力分布は、全体的

に周方向の引張応力が支配的であり、降伏強度近傍の値

を示した。

蓋と胴の落とし蓋溶接部では、降伏強度レベルの引張

応力を示すが、胴部の縦シームと交差する位置では、降

伏強度の1/2の引張応力あるいは圧縮応力を示した。

また、胴部の縦シーム溶接部においては、溶接部位置

では圧縮応力を示し、その外側の母材部が一部引張応力

を示した。

一方、底板と胴の突き合せ溶接部では、溶接部位置で

は降伏強度近傍の引張応力を示した。

さらに、X線回折法（溶接部表面が対象）に比べ切断

開放法（肉厚方向の平均値が対象）では残留歪は小さい

値が得られている。

得られた結果を基に、溶接残留応力の値として0.2％

耐力（PS）の1.0倍および0.5倍をおおよその基準とし

て想定し、次章5-2の応力腐食割れ試験における負荷応

力パラメータとして適用した。
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図5-1（4）-1　実径の蓋部モデル試験体の概要 

（a） 構造概念図 （b） SUS304実径蓋部モデル試験体 
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図5-1（4）-2　実径の蓋部モデル試験体による溶接残留応力測定結果の例 

（b） SUS304L鋼の測定線No.1の主応力分布（X線回折法） 

（a） SUS304鋼の測定線No.1の主応力分布 
（左上：X線回折法、左下：切断開放法） 
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（1）はじめに

キャニスタの耐食性については、密封機能保持のため

特に高い配慮を払う必要がある。キャニスタの貯蔵期間

を仮に40年から60年と想定すると、貯蔵中に海塩粒子

がキャニスタ外表面に直接飛来して蓄積するとともに、

使用済み燃料の崩壊熱の減衰によりキャニスタの温度は

低下し、貯蔵期間中にコンクリート製貯蔵キャスク内部

の相対湿度が上昇して腐食が起こり易くなってくる。ま

た、溶接部は溶接残留応力が残っていることから応力腐

食割れ（SCC）等の耐食性を考慮して腐食寿命を評価で

きるようにしておく必要がある。

電中研においては、貯蔵中におけるキャニスタの腐食

寿命評価方法の提案を目的として、SUS 304系、316系

ステンレス鋼を対象に平成９年度から15年度まで試験

研究を実施した。その際、約数年間の短期間で数十年間

のキャニスタの腐食寿命を評価するための結果を得る必

要があることから、促進試験（60℃の塩水ミスト充満

環境下）と自然暴露試験（国内で非常に厳しい腐食環境

とされる宮古島）を併用した。

現在、国内で考えられているキャニスタの候補材料と

してSUS 304、304L、316、316L（BWR用316（LN）

含む）等の許認可実績のある材料ならびに原子力プラン

トで使用実績はないが高耐食性の329J4L、YUS270等の

ステンレス鋼が想定されていることは5-1の（3）項で述

べた。

本項では、許認可実績のあるステンレス鋼（SUS 304

系、316 系）を従来型ステンレス鋼と称し、これら

SUS304、304L、316（LN）の母材ならびに溶接部を対

象として、種々の腐食試験を行い、得られた成果を基に

取纏めた従来型ステンレス鋼の腐食寿命評価方法の概要

について述べる。

（2）従来型ステンレス鋼の腐食形態

キャニスタの貯蔵環境である海塩粒子飛来環境におい

てのステンレス鋼の腐食形態は局部腐食（孔食、すきま

腐食、応力腐食割れ（SCC）等）である。これらの材料

はいずれも孔食、すきま腐食、ならびにSCCを発生す

る条件下で貯蔵に供されるため、腐食の発生を前提とす

る速度論的な寿命評価を行う必要がある。

（3）孔食やすきま腐食に対する腐食寿命評価方法

キャニスタ材料の孔食やすきま腐食特性について定性

的な材料比較を行う際には、各材料の孔食やすきま腐食

の発生電位を比較することにより可能（1）である。

しかし、孔食やすきま腐食に対する腐食寿命（密封寿命）

を定量的に評価する際には、各々の腐食速度等を用いて

キャニスタの肉厚貫通までの寿命を推定する必要がある。

評価例を以下に示す。

孔食やすきま腐食に対するキャニスタの腐食寿命＝

腐食開始温度（約100℃）になるまでの期間

＋腐食進行により肉厚貫通までの期間（進展寿命）

…………（5.2-1）式

（発生までの潜伏期間（発生寿命）は比較的短いため

ここでは無視した。）

「腐食開始温度（約100℃）になるまでの期間」は、

実機を対象にキャニスタ各部位の貯蔵中の温度履歴を解

析することにより求まる。

SUS 304、304Lの孔食速度については、鋭敏化の影響

も含めて宮古島基準の自然環境中での暴露データが経産

省受託試験において電中研により整備され、また、すき

ま腐食速度については、宮古島基準の自然環境中におけ

るSUS 304の暴露データが既に得られている（2）（3）。

約６年間の暴露期間で得られた最大孔食速度は最も大

きいケースで約20μｍ/年（SUS304（非鋭敏化材）、ア

ンダーグラス（雨のあたらない自然通風型）暴露の場合）

であり、貯蔵期間40年間では0.8mmと見積もられるこ

とから、孔食単独でキャニスタに貫通孔があくことはな

いと推定できる。

すきま腐食は塩化物が堆積した腐食生成物下で発生す

ることが経産省受託試験において認められており、すき

ま腐食の発生は想定しておく必要があるが、すきま腐食

速度は孔食同様に自然環境では非常に進行が緩やかな結

果が得られている。

このため、孔食、すきま腐食に関しては、単独での侵

食効果よりも、SCC発生の起点になりうるとの観点か
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ら、考慮することが必要と考えられる。

また、これまでに得られた暴露データは実貯蔵サイト

のものではないため、実貯蔵サイトでの寿命を判断する

際には、実サイトが決まった段階で同様の方法による腐

食速度データもしくは宮古島との比較データ等を取得し、

寿命を評価することが望ましい。

（4） SCCに対する腐食寿命評価方法（4）

（a） 溶接残留応力

SCCは引張応力が存在する部位において局所的なす

べりを伴って進行する腐食であり、キャニスタでは溶接

部近傍の溶接残留応力が存在する部位が対象となる。キ

ャニスタの溶接残留応力については、5-1の（4）項で述

べたように、実機と同じ遠隔自動溶接による実径の蓋部

モデル試験体（SUS304、304L鋼）を用いて、溶接残留

応力を実測している（4）。その結果を踏まえ、本項では、

引張応力として1.0σy（σy：0.2％耐力）ならびに0.5

σyをおおよその基準としてSCC試験を行った。

（b） SCCに対するキャニスタの腐食寿命評価方法

耐SCC性能について定性的な材料比較を行う際には、

各候補材料のSCC発生電位（すきま腐食の発生下限界

電位と一致）（5）～（7）を比較することにより可能である。

しかし、SCCに対して貯蔵中の密封性がいつまで保

たれるかという定量的な腐食寿命評価に際しては、例え

ば以下の概念で推定する必要がある。

SCCに対するキャニスタの腐食寿命＝

腐食開始温度（約100℃）になるまでの期間

＋SCC発生までの期間（SCC発生寿命）

＋SCCが進展してから肉厚貫通までの期間

（SCC進展寿命） …………（5.2-2）式

「腐食開始温度（約100℃）になるまでの期間」は、

5-2の（3）項と同様、温度解析により求まる。

（c） SCC発生寿命（2）

SUS 304、304L、および316（LN）のSCC発生寿命

は、図5-2-1に示す応力負荷試験片を用いて自然暴露お

よび促進試験の両方で取得した。試験片は、肉厚

1.5mm ×幅10mm ×長さ65mmで、絶縁したチタン製

の治具で0.5σｙと1.0σｙの応力を負荷した。暴露試験

は、財団法人日本ウェザリングテストセンターの宮古

島試験場を用いて直接暴露とアンダーグラス暴露で行っ

た。促進試験条件は以下のとおりである。

試験温度：60℃、湿度：95％ RHS.、NaClミスト充

満（試験片表面では、NaCl飽和濃度）

腐食試験後に、除荷して試験片断面を切断して光学顕

微鏡ならびに電子顕微鏡で観察し、SCCの発生を調べ

た。図5-2-2と図5-2-3に得られたデータの例を、表5-

2-1に結果をまとめて示す。

SUS304等のステンレス鋼表面には強固な腐食生成物

が生成・成長し、その下では孔食のみでなくすきま腐食

の発生も認められた。孔食の底部ならびに腐食生成物下
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図5-2-1　SCC発生寿命を調べるための応力負荷試験片 
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図5-2-2　SCC発生までの時間の例 
　　　　 （SUS304：自然暴露（直接暴露）） 
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に発生したすきま腐食の底部からSCCが発生している

ことが、試験片の断面観察で確認されている。

即ち、SCCは孔食経由のみでなくすきま腐食経由で

も起こり得ると考える必要がある。

（d） SCC進展寿命

SUS 304、304L、および316（LN）のSCC進展速度

データは、図5-2-4に示す応力負荷試験片を用いて自然

暴露および促進試験の両方で取得した。試験片は、肉厚

10mm×幅15mm×長さ90mmで、試験片中央部に疲労

予き裂（貫通き裂、半楕円表面き裂）を挿入し、絶縁し

たチタン製の治具で0.4σｙと0.8σｙの応力を負荷した。

暴露試験方法と促進試験条件は前（c）項と同じである。

腐食試験後に、負荷応力を再測定するとともに、除荷

後に試験片断面を切断して光学顕微鏡ならびに電子顕微

鏡で観察し、SCCき裂の最大進展深さを測定するとと

もに、応力拡大係数Kを求めた。図5-2-5と図5-2-6に

得られたデータの例を、表5-2-2に結果をまとめて示す。

SUS 304と304Lにおいては、促進試験の場合は応力

拡大係数Kが約0.3～32MPa√mの範囲においてSCC進

展速度（深さ方向最大き裂進展量から求めた速度の平均

値）は約9.3×10－10～1.2×10－9m/sであったが、暴露

試験においては応力拡大係数Kが約0.6～9.0MPa√mの

範囲において6.4×10－12～ 1.5×10－11m/sであり、促

進試験におけるSCC進展速度に比べて約２オーダ小さ

い。また、得られたデータの範囲において、促進試験と

暴露試験共に応力拡大係数（K値）依存性は小さい結果

が得られた。
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材　質 
負荷 
応力 

SCC発生寿命/自然暴露（日） 

直接暴露A1 アンダーグラスA2

SUS304 母材 1.0σy

溶接部 1.0σy

0.5σy

溶接部 1.0σy

0.5σy

溶接部 1.0σy

0.5σy

母材 

15～30未満 

10～15未満 

15～30未満 

5未満 

5～15未満 

15～30未満 

15～30未満 1.0σySUS304L

母材 

860以上 

993以上 

993以上 

581以上 

860以上 

686以上 

993以上 

364～573未満 

1098以上 

581以上 

993以上 

686以上 1.0σySUS316（LN） 

SCC発生寿命/促進環境 
B（日） 

表5-2-1　キャニスタ材のSCC発生寿命測定結果 

注１）「860以上」：暴露後860日を経過してもまだSCCを発生していないことを示す。 
　　　  他も同様。自然暴露ではほとんどの試験片においてまだSCCを発生していない。 
注２）「364～573未満」：364日を経過してもまだSCCを発生していなかったが、573日目に回収した試験片では 
　　　  SCCの発生が一部認められたことを示す。他も同様。 

図5-2-3　SCC発生までの時間の例 
　　　　 （SUS304：促進環境） 
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図5-2-4　SCC進展速度を調べるための応力負荷試験片 
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図5-2-5　従来型ステンレス鋼のSCC進展速度（自然暴露） 

1.E－07

1.E－08

1.E－09

1.E－10

1.E－11

1.E－12

1.E－13

1.E－14
0.1 1
Stress Intensity Factor K（MPa√m） 

S
C
C
 P
ro
pa
ga
te
 R
at
e 
da
/d
t（
m
/s
）
 

10 100

Type 304、WELD、DIRECT

Type 304、BASE METAL、DIRECT

Type 304、WELD、UNDER GLASS

Type 304L、WELD、DIRECT

Type 304L、WELD、UNDER GLASS

Type 316（LN）、WELD、DIRECT

Type 316（LN）、WELD、UNDER  GLASS

Type 304、WELD、DIRECT

Type 304、WELD、UNDER GLASS

Type 304L、BASE METAL、DIRECT

Type 304L、WELD、UNDER GLASS

Type 316（LN）、WELD、DIRECT

1.E－07

1.E－08

1.E－09

1.E－10

1.E－11

1.E－12

1.E－13

1.E－14
0.1 1
Stress Intensity Factor K（MPa√m） 

S
C
C
 P
ro
pa
ga
te
 R
at
e 
da
/d
t（
m
/s
）
 

10 100

（a） 貫通予き裂 （b） 半楕円表面予き裂 

図5-2-6　従来型ステンレス鋼のSCC進展速度（促進環境）（8） 
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得られた暴露試験での SCCき裂進展速度約 6.4 ×

10－12～1.5×10－11m/sは、１年当りのき裂進展量約0.2

～ 0.5mm/年に相当（15ｍｍの板厚貫通までに約30～

74年）する。

その他、電中研においては、本研究とは異なる定荷重

方式の試験片（試験片本体：肉厚２mm×平行部幅５

mm×平行部長さ30mm）を用いて、人工海水等を滴下

する方法を用い、試験片破断までの寿命を求めた例も報

告されている（9）。この場合に得られる試験片破断寿命

は、１）SCC発生寿命＋２）最大き裂深さが肉厚２mm

分に達するまでのSCC進展寿命＋３）最大き裂深さが

肉厚２mm分に達した後に幅５mm分の試験片が破断

に到るまでの寿命、の合計値である。この破断寿命の概

念は、機械的な破断を評価する際には適しているが、キ

ャニスタの密封寿命は最大き裂深さが肉厚に到達した時

点で密封性能を喪失すると考えられることから、放射性

物質の閉じ込め性能に関わる保守的評価のためには各々

の寄与分を分離して評価する必要があり、今後の課題と

言える。

（e） キャニスタ1/5縮尺モデル試験体の密封寿命

実機の溶接構造を模擬したキャニスタ径が1/5の縮尺

モデル試験体を、応力負荷試験片で用いたのと同じ促進

環境下に曝し、定期的に密封性能を測定することにより、

SCCによる密封性能喪失までの密封寿命を調べた。図

5-2-7に試験体の形状を、表5-2-3に試験体リストを示

す。写真5-2-1に密封性能を喪失したキャニスタ1/5縮

尺モデル試験体の概観写真の例を示す。

密封性能を喪失したキャニスタ1/5縮尺モデル試験体

の切断解体調査（ミクロ組織観察ならびに破面のSEM

観察）により、密封性能の喪失の原因がSCCによるも

106

表5-2-2　キャニスタ材のSCC進展速度測定結果 

材　質 
直接暴露A1 アンダーグラスA2

SCC進展速度 /自然暴露（m/s） SCC進展速度 /促進環境 
B（m/s） 

SUS304 母材 6.4× 10 －12 －（SCC未発生） 9.3× 10 －10

溶接部 6.6× 10 －12 3.2× 10 －12 1.2× 10 －9

SUS304L 母材 1.5× 10 －11 －（SCC未発生） 1.0× 10 －9

溶接部 7.5× 10 －12 4.2× 10 －12 9.7× 10 －10

SUS316（LN） 母材 －（SCC未発生） －（SCC未発生） 1.4× 10 －10

溶接部 9.8× 10 －12 6.4× 10 －12 5.0× 10 －11

注）SCC進展速度の数値は、各試験片毎の深さ方向最大き裂進展量から求めた速度の平均値を示す。 

図5-2-7　キャニスタ1/5縮尺モデル試験体の寸法形状 

（a） 突合せ溶接試験体（mm） 
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（b） 落し蓋溶接試験体（mm） 

（φ330） 
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（
4）
 

写真5-2-1　密封性能を喪失したキャニスタ1/5縮尺 
モデル試験体（304落し蓋溶接）の例 
（白い泡を発生している部分が漏洩位置を 
示す。） 



のであることを確認し、構造物としてのキャニスタが

SCCによって密封性能を喪失することがありうること

が示された。

表5-2-1と表5-2-2に示す促進試験結果を用いて、キ

ャニスタ1/5縮尺モデル試験体の溶接部肉厚13mmが貫

通するまでの寿命と、同じ促進環境に曝したキャニスタ

1/5縮尺モデル試験体の構造物としての密封寿命実測結

果を比較した結果を表5-2-3に示す。キャニスタ1/5縮

尺モデル試験体の密封寿命実測値は、小型の応力負荷試

験片から求めた密封寿命に比べて、概ね大きい値を示し、

構造物としての裕度を有することが明らかとなった（10）。

さらに、試験後の切断解体調査を行った304落し蓋溶

接試験体においては60mm厚さの蓋板（母材）断面の

肉厚方向最奥部の圧縮応力域と推定される領域で応力腐

食割れによるき裂進展が停止している可能性が示唆され

た。

以上のことから、構造物としてのキャニスタの密封寿

命を評価する際には、肉厚方向の溶接残留応力分布を考

慮して評価することが非常に重要であると言える。

（f） キャニスタの自然環境中における密封寿命を推定

表5-2-1及び表5-2-2に示すように、促進試験結果と

同様に自然環境においてもSCC発生寿命、SCC進展速

度が求められ、密封寿命の推定が可能となることが示さ

れた。宮古島での暴露試験結果からキャニスタの自然環

境中における密封寿命を推定した結果の例を表5-2-4に
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表5-2-3　試験体一覧とキャニスタ1/5縮尺モデル試験体の密封寿命の比較（促進環境） 

材質ならびに 
溶接方式 

1/5縮尺モデル試験体による構造物 
としての密封寿命A（日） 

応力負荷試験片による密封寿命 

SCC発生寿命 
B1（日） 

SCC進展寿命 
B２（日） 

肉厚貫通寿命 
B3（B1＋B2）（日） 

備考 

SUS304 突合せ溶接 1201
10～15未満 

平均値125 
注１） 

平均値135～140 B3∠A

5未満 
平均値155 
注２） 

平均値160 B3∠A

落し蓋溶接 980

SUS304L 突合せ溶接 719

落し蓋溶接 541

SUS316（LN） 落し蓋溶接 15～30未満 3009注３） 3024～3039 － 
981以上 

（密封性能保持中） 

注）本表では負荷応力1.0σyの溶接部の促進試験データを適用した例を示す。 
　　B2の算出方法：B2＝（1/5縮尺モデル試験体の肉厚13mm）/（促進試験で求めたSCCき裂進展速度da/dt） 
注１）：平均値：肉厚13mm/（1.2×10－9m/s；＝38mm/年）＝125日 
注２）：平均値：肉厚13mm/（9.7×10－10m/s；＝31mm/年）＝155日 
注３）：肉厚13mm/（5.0×10－11m/s；＝1.6mm/年）＝3009日 
　　　　SUS316（LN）のSCC進展速度はデータ数が一点のため、さらにデータ数を増やして判断する必要がある。 
 

表5-2-4　キャニスタの自然環境中における密封寿命 
　　　　（宮古島での暴露試験結果からの推定例） 

SUS304 

SUS304L 

SUS316LN 

SUS304 

SUS304L 

SUS316（LN） 

母材 

母材 

溶接部 

溶接部 

溶接部 

溶接部 

溶接部 

溶接部 

母材 

母材 

母材 

母材 

SCC発生寿命 
A（年） 

2.4以上 

2.4以上 

2.7以上 

1.6以上 

1.0～1.6未満 

1.6以上 

1.9以上 

2.7以上 

2.7以上 

1.9以上 

進展速度（平均値） 
B1（mm/年） 

SCC進展寿命 

0.2 

0.5 

0.2 

0.3 

0.1 

0.1 

0.2 

─（SCC未発生） 

─（SCC未発生） 

─（SCC未発生） 

─（SCC未発生） 

肉厚貫通寿命（平均値） 
B2（肉厚 13mm/B1）（年） 

65 

260 

65 

43 

130 

130 

65 

─ 

─ 

─ 

─ 

（年） 
C（＝A＋B2） 

67 

262 

68 

45 

131 

133 

67 

─ 

─ 

─ 

─ 

直
　
接
　
暴
　
露 

ア
ン
ダ
ー
グ
ラ
ス
暴
露 



示す。

このように、（5.2-2）式に従い、小型の応力負荷試験

片による、SCC発生寿命とSCC進展寿命、ならびにキ

ャニスタの温度履歴を求めることでキャニスタの密封寿

命が求まり、得られた結果は、構造物としてのキャニス

タ1/5縮尺モデル試験体による密封寿命実測値に比べて

安全側の寿命を与え得ることが明らかとなった。

なお、実貯蔵サイトでの寿命を判断する際には、実サ

イトが決まった段階で本項と同様の方法もしくは、比較

データを取得し、寿命を評価することが望ましい。

（5）おわりに

貯蔵サイトがまだ決まっていない段階で、約数年間の

短期間で数十年間のキャニスタの腐食寿命を評価するた

めの結果を得る必要があることから、国内でも非常に厳

しい腐食環境とされる宮古島での暴露試験データを取得

するとともに、促進試験を行い、促進試験で求めた寿命

評価方法が自然環境中においても適用でき、SCC発生

寿命とSCC進展速度データからキャニスタの腐食寿命

が判断できることを示した。

実際の貯蔵サイトにおけるキャニスタの腐食寿命を正

確に評価するためには、環境因子が単独の影響でなく複

雑に絡む環境条件を可能な限り考慮できるよう同様の小

型応力負荷試験片を用いて実際のサイトにおけるキャニ

スタの環境条件での試験データを求めて判断する必要が

あると考えられる。
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化学プラントなど、耐食性が要求される機器類に用い

られる基本的な材料は18Cr-8Niのいわゆる304系のオー

ステナイトステンレス鋼である。さらに、耐酸性や耐ハ

ロゲン性、あるいは強度が要求されるような箇所には

304系をベースとして合金元素量を増やしたり、Cr、Ni

以外の添加元素を加えたりした、さまざまなステンレス

鋼が開発されてきた。塩素イオンを代表とするハロゲン

が存在する環境では、孔食やすき間腐食が問題となりや

すい。孔食やすき間腐食への抵抗性はCr、Mo、Nの添

加によって高められる。応力腐食割れ（SCC）は、孔食

やすき間腐食が起点となるものと考えられるため、それ

らの元素量が増せば応力腐食割れに対する感受性も低減

できると考えられる。Niはオーステナイト相を安定化

させるための添加元素であるが、耐酸性を増すことや、

応力腐食割れの感受性を減ずることも知られている。

コンクリートキャスクキャニスタの候補材も、304系

よりも耐食性の著しく高い材料が選定されており、海塩

粒子の付着に伴う応力腐食割れによってキャニスタが損

傷を受ける可能性は極めて低いと考えられる。ただし、

高耐食型ステンレス鋼に関する多くの研究は大気環境で

使用する一般構造物を念頭に置いており、キャニスタで

想定される常温から100℃以上の温度範囲においてまと

まった評価をした例は少ない。当所においては、種々の

温度条件において、キャニスタ候補材の耐食性および応

力腐食割れ感受性を評価した。

5-3-1 耐孔食性

ステンレス鋼の耐食性の指標の一つに孔食電位がある。

孔食の発生には塩素濃度の他に電位、すなわち酸素濃度

などの環境の酸化力も関係する。塩化物イオンを含む脱

気溶液中において、試料電極に徐々に電圧を印加すると、

ステンレス鋼表面の保護皮膜（不動態皮膜）が塩素イオ

ンにより破壊されることにより急激な電流の上昇が認め

られる。このときの電位を孔食電位と呼んで、材料の耐

孔食性の指標として用いている。当所における

SUS304Lの大気中腐食試験結果からはESCCが孔食を

起点に生ずる可能性が示唆された。従って、孔食に対す

る抵抗性とESCC抵抗性には相関関係があるものと考え

られる。そこで耐孔食性指標Rpit＝［％Cr］＋3.3［％

Mo］＋16［％N］を用い比較を行ったところ、各材料

のRpitはSUS304L、SUS329J4LおよびYUS270に対し

て、それぞれ18.1、40.3および43.1となりキャニスタ候

補材のRpitはSUS304Lの２倍以上となり、優れた耐孔

５－３　高耐食型ステンレス鋼の耐食性



食性が示唆された。そこで本報告では孔食電位（Epit）

を実際に測定し、この点を確認することとした。なお、

試験溶液は海塩粒子の乾燥過程で高濃度の塩水が生ずる

ことを考慮して、各試験温度での飽和人工海水とした。

図5-3-1にその結果を示すが、比較材の304Lは30℃に

おけるEpitが約100mV vs. SCE程度で、試験温度の上

昇に伴い-150mV vs. SCE程度まで低下した。SUS316L

のEpitは304Lと比較して高い側にあるが、温度依存性

はほぼ同様な傾向であり、350mV vs. SCEから－50mV

vs. SCEまで単調に低下した。これに対しSUS329J4Lお

よびYUS270のEpitは試験温度60℃までは非常に高く、

次式に示す水の分解が生ずる電位に近い値となっている。

2H2O→O2＋4H＋＋4e－

60 ℃を越えると、SUS329J4L の Epit が低下し始め、

70℃を越えるとYUS270のEpitも低下し始めた。Epit

が低下するような温度条件下では試験片表面に典型的な

孔食が生じていた。

以上のように、飽和人工海水中のSUS329J4Lおよび

YUS270の孔食電位は、304L等と比較し30℃から80℃

までの広い温度範囲で高い値であることが判明した。化

学プラント等の事例において粒内型のSCCは孔食を介

して発生／進展する場合が多いことを考慮すると、孔食

電位が高い、すなわち孔食が発生し難いことは、SCC

が生じ難いことを意味するものであり、キャニスタ候補

材の優れた特性を裏付けるものと考えられる。

5-3-2 付着塩分量、相対湿度と発銹の関係

キャニスタの使用環境は大気中であるため、実機で想

定される腐食は、水溶液腐食ではなくて大気腐食である。

孔食電位の評価は材料特性を知る上で重要であるが、実

環境に近い条件での腐食性の評価も必要である。また、

発銹が生じた箇所ではすき間腐食などの浸食が生じるた

め、応力腐食割れの起点となる可能性がある。つまり、

発銹の有無は応力腐食割れの有無を判定する指標にもな

りうる。ここでは、錆の発生（発銹）を指標として腐食

性を評価した結果について述べる。試験片としては、

SUS316L、SUS329J4L、YUS270の３鋼種を用いた。試

験片表面に人工海水を噴霧して表面塩素濃度を0.1、1、

５g/m2 as Clに調整し、５Lの容器内に水平に置き、所

定の温度で所定の湿度になるように少量の水を試験片と

共に封入した。試験片と水を密封したケースは、恒温槽

内に設置し、500時間保持した。試験終了後に、試験片

表面を撮影し、画像から錆の領域を抽出することによっ

て発銹面積率を求めた。錆領域の抽出には汎用の画像解

析ソフトを用いた。なお、試験片の縁は加工の影響など

により腐食量が多くなる恐れがあるため、外周部２mm

の領域は発銹面積率の算出から除外した。試験開始後

24h程度で発銹の有無は肉眼で判別できるようになり、

それ以降の変化は目視観察の限りにおいては確認できな

かった。500h経過後の試験片表面の一例を図5-3-2に示

す。図は80℃、相対湿度20％、塩分付着量５g/m2と

いう比較的厳しい条件の結果を示したものである。同一

の試験条件における鋼種の比較では、SUS316Lの発銹

面積が最も大きく、SUS329J4L、YUS270の発銹面積は

SUS316Lの1/3程度となった。

発銹面積率0.05％以上、もしくは0.02％以上を発銹の

境界と定めて、塩分付着量と相対湿度を軸にとった発銹

マップを作成した。図5-3-3は80℃における試験結果

をまとめたものである。図中×と△で示したものが発銹

ありで、それぞれ発銹面積率0.05％以上、0.02％以上で

あり、○で示したものは発銹面積率0.02％未満を意味し、

発銹なしと定義した。なお、図中において３鋼種まとめ

て１点の相対湿度値に対応する。80℃においては、鋼

種によらず、発銹の臨界条件は塩分濃度５g/m2に対し、

相対湿度20～25％の間に存在すると考えられる。70℃、

80℃においても同様な評価を行った。傾向として、候

補材は従来材よりも耐食性に優れることが示されたが、

図5-3-3に示されるように、試験条件があまり細かくな

かったために定量的な違いを述べるほどには至らなかっ

た。
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図5-3-1　飽和人工海水中で計測した孔食電位 



5-3-3 応力腐食割れ感受性評価

キャニスタの密封機能喪失の原因として最も懸念すべ

き腐食現象は応力腐食割れ（SCC）である。SCCの評価

には種々の方法があるが、SCCの発生から進展までを

含めたSCC感受性を調べるためには、単純な定荷重試

験が適している。図5-3-4に示すように、バネを用いた

単軸引張によるSCC試験を行った。負荷応力は0.2％耐

力の半分から引張強さ近傍までの範囲で種々設定した。

図中の試験片中央部に人工海水を滴下し、海塩を付着さ

せた。

塩分付着後、恒温・恒湿器中で破断検出器に接続し、

治具ごと80℃-相対湿度（RH）＝35％、70℃－RH＝

35％および60℃－RH＝35％の環境中に試験片を保持

しSCC試験を行った。試験中、所定の時間毎に試験を

中断し表面観察および写真撮影を行った。図5-3-5に

SEMで観察した試験片表面の様子を示す。図中（a）～

（d）は、いずれも別個の試験片であり、同一箇所の時間

変化を記録したものではない。図に示した試験片は

SUS329J4Lで、試験条件は80℃、相対湿度35％である。

撮影箇所は、発銹が生じた箇所に対応する。試験時間

12hにおいても応力方向に依存した微小なき裂状腐食が

認められており、この試験条件においてはき裂状腐食発

生の潜伏期間がほとんど無いことを示している。また、

試験環境中での保持時間が長いものほどき裂状腐食の形

状が大きくなっている。YUS270についても、同様な結

果が得られた。

80℃、相対湿度35％の条件下での付加応力と破断時

間もしくは試験時間の関係を図 5 - 3 - 6 に示す。

SUS329J4L および YUS270 の両候補材については

30,900hまで試験を行っても、SCCによって破断しなか

った。SUS304Lの場合、最も応力が高い条件では250h

で破断しており、SUS329J4LおよびYUS270ともに

SUS304Lと比較して高いSCC抵抗性が示された。図5-
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図5-3-3　80℃における発銹マップ 
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図5-3-4　SCC感受性評価の試験片と治具 
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図5-3-2　発銹試験後の表面状態（80℃、RH＝20％、5g/m2、as CI） 
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3-5に示したとおり高耐食性材料においても、SCCき裂

の起点となり得る、微小なき裂状の浸食の発生には、ほ

とんど潜伏期間が無いことが明らかである。一方で、図

5-3-6に示すように高耐食性材料は高い耐SCC性を有し

ている。これは、き裂状の腐食からSCCき裂への変化

が遅いこと、あるいはSCCき裂進展速度が遅いことに

よるものと推定される。
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図5-3-5　SUS329J4Lの初期き裂（80℃、RH＝35％、10g/m2 as CI、1.2σy） 
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図5-3-6　付加応力と破断時間の関係（80℃、RH＝35％） 
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（1） JIC値（JQ値）

現在、国内で考えられているキャニスタの候補材料と

してSUS 304、304L、316、316L（BWR用316LN含む）

等の許認可実績のある材料ならびに原子力プラントで使

用実績はないが高耐食性の329J4L、YUS270等のステン

レス鋼が想定されている。

本項では、許認可実績のあるステンレス鋼（SUS 304、

304L、316LN）を従来型ステンレス鋼と称し、SUS304、

SUS304L 、SUS316（LN）鋼の母材、溶着金属、なら

びに熱影響部（HAZ部）を対象として、適切なサイド

グルーブを付与した0.5T-CT試験片を用いて、米国材料

学会ASTMの規格（1）に従って、単一試験方法（除荷コ

ンプライアンス法）による静的破壊靭性試験を行い、外

力負荷時の評価に必要な材料の破壊靭性値J値（JIC、JQ）

値を求めた。

単一試験方法とは、一本の試験片で荷重負荷と除荷を

複数回繰返して、得られた応力－歪関係から計算したJ

積分値と外装したき裂進展量とからJIC値を求める方法

である。SUS304、SUS304Lで得られた結果の例を図5-

4-1に示す。

除荷コンプライアンス法で得られたJ値（図5-4-1に

示す）を他文献のデータと比較検討したところ、（社）

日本機械学会の「発電用原子力設備規格　維持規格

JSME S NA1-2000」（2）（Ⅱ）-17-3頁のオーステナイト

ステンレス鋼のJIC値に比べて、本確証試験で得られた

J値はほぼ同レベルの値ないしかなり上回る値を示し、

差異が認められた。

得られたJ値が正当にき裂発生点のJ値（Ji値）とし

て認められるか否かを確認することはき裂の発生を評価

する上で極めて重要であることから、次項のCOD試験

を行いき裂発生点のJ値（Ji値）を確認することとした。

（2） COD試験から求めたJi値

ここでは、SUS304、SUS304L 、SUS316（LN）の母

材、溶着金属、ならびに熱影響部（HAZ部）を対象と

して、適切なサイドグルーブを付与した0.5T-CT試験片

を用いて、複数試験片方法によるき裂開口変位（COD）

試験（英国規格BS5762-19793）等による）を行い、安

定き裂発生点を示す破壊力学的パラメータδi（き裂先

端開口変位）を求めた。さらに、δiとJ値との相関関係

を求めて、き裂発生点のJ値（Ji値）を求めた。複数試

験片方法とは、複数の試験片を用いて外挿法によって安

定き裂の発生点を把握する方法である。BS5762-1979に

記載されたδi導出の概念図を図5-4-2と図5-4-3に示す。

複数試験片法によるδiの測定手順はBS 5762-1979を

基本としているが、コンパクト試験片のδの算出式は日

本溶接協会WES 1108-19954）等に基づいている。

また、一般的に、J＝mσyδの関係（5）があることか

ら、δiから延性き裂発生時のJ値、即ちJiを求めること

ができる。

なお、最終的に評価手法として用いる破壊力学パラメ
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５－４　従来型ステンレス鋼の破壊靭性

図5-4-1　従来型ステンレス鋼の破壊靭性値の温度依存性 
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ータはJ積分値を無次元化したΦを想定しており、Φは

J積分値のみでなくCODの評価も可能なパラメータで

ある。

即ち、Φ＝J/2πEεｙ
2a＝δ/2πaεy（m＝１の場

合の例）

ここで、E：ヤング率、εy：降伏歪、δ：き裂開口

変位（COD）、a：き裂長さ

試験装置（油圧サーボ式疲労試験機）を用いて、図

5-4-2に示すように負荷荷重とクリップゲージ変位の荷

重変位曲線を求め、種々の荷重で除荷した。除荷後、加

熱着色法で破面を着色した後に、試験片を強制破壊させ

て、破面を現出させ、初期き裂（疲労予き裂）長さa0

と安定き裂進展量△aを求めた。a0と△aは図5-4-4に

示すように９位置の値の平均値として求めた。

荷重変位線図から、荷重終了点から弾性域の勾配に平

行に引いた線と横軸の交点よりクリップゲージ変位の塑

性成分量Vpを求めた。さらに、WES 1108-1995（4）、

ASTM E1290-89（6）等で規定されるコンパクト（CT）

試験片の算出式により、当該試験片のδを求めた。

求めた各き裂進展量△aと、COD（δ）を図5-4-5の

例に示すようにプロットし、△a＝0なる点に外挿して

得られるCOD値を安定き裂成長開始時のCOD値、δi

とした。

また、Jとδとの一般式 J＝mσ yδに実験データ

（荷重変位線図から求めたJ積分値と実験値としてのδ）

を適用し係数mを求めた。即ち、σyとδの積とJの相

関をプロットし、プロットした点を原点を通る直線で近

似したときの傾きをmとした。

ここで、σyは有効降伏強度で、各温度における0.2％

耐力と引張強さの平均値である。

また、mは無次元の係数で、平面歪み状態では１～３

（5）であることが知られている。

－40～150℃の温度範囲で、SUS316（LN）熱影響部

では、SUS316（LN）母材や溶着金属部よりも低いJi値

が得られ、熱影響部の靭性値が最も低いことが明らかと

なった。

即ち、

Ji（熱影響部）∠Ji（溶着金属部）∠Ji（母材）

一方、SUS304 母材ならびにSUS304L母材の J i値

は、－40～150℃の温度範囲で、これまでに得られて

いるJQ値よりもかなり小さい値を示した。同様に、－

40～150℃の温度範囲で、SUS304溶着金属、SUS304L

溶着金属では、母材の J i値よりも小さい値を示し、

SUS316（LN）材と同様の大小関係を示した。

Jとδとの一般式J＝mσyδの係数mの値の算出に

要したσyδとJ積分値との相関の例を図5-4-6に、本

試験で実験的に得られたδとJの相関式を表5-4-1にま

とめて示す。
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図5-4-3 δi（安定き裂発生点を示すき裂開口変位） 
 導出の概念図（出典：BS5762-1979） 
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図5-4-5　COD（δ）－Δa線図の例（304L 母材、150℃） 
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一方、J-RカーブからJQ値を求めてJi値と比較を試み

た。その結果、JQ値導出の際に、低温側の20℃と－

40℃ではJQ値が求まり、SUS304母材ではJQ＝651（－

40℃）、941（20℃）N/mmとJi値の約1.5（－40℃）倍

及び4.0（20℃）倍の値が、SUS304L母材ではJQ＝1616

（－40℃）、12393（20℃）N/mmと J i値の約2.7（－

40℃）倍及び34.1（20℃）倍の値が得られた。母材に

比べて靭性の比較的低いSUS304溶着金属、SUS304L溶

着金属、SUS316（LN）熱影響部についても概ね同様の

傾向を示した。

一方、試験温度の高い 150 ℃では、SUS304 母材、

SUS304L母材ともにJQ値の導出は困難であった。

図 5-4 - 7 に COD 試験から得られた SUS304 と

SUS304Lの母材ならびに溶着金属部、及びSUS316

（LN）熱影響部のJi値を、これまでの除荷コンプライア

ンス試験で得たSUS304とSUS304LのJQ値、ならびに

SUS316（LN）母材ならびに溶着金属部のJi値と併せて

示す。SUS304母材とSUS304L母材のJi値は同じ材質の

JQ値よりも小さく、また、SUS316（LN）母材のJi値よ

りも小さい。また、COD試験結果を鋼種別に整理して

図5-4-8～図5-4-10に示す。

また、得られた SUS304 母材の J i値（常温で 233

kJ/m2）とSUS304L母材のJi値（常温で363kJ/m2）を

文献データ（2）のSUS304母材の常温での値と比較する

と、文献値のデータ数が少ないという難点はあるが、国
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図5-4-6　σyδとJ積分値との相関（304L 母材、mの決定） 

表5-4-1　Jとδとの関係式 

材　質 Jとδとの関係式 
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図5-4-7　SUS304、304L、316（LN）材の0.5T-CT試験
片による破壊靭性値の温度依存性 
（除荷コンプライアンス法（単一試験片法）による
JQ値＋COD試験法（多数試験片法）によるJi値） 
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注１）：図中のSUS304、304Lの小サイズ記号及び316（LN）は安定き裂成長開始時の 
　　　  J積分値（Ji値）を示す。 

図5-4-8　SUS304材の0.5T-CT試験片による破壊靭性値 
の温度依存性（除荷コンプライアンス法（単一
試験片法）によるJQ値＋COD試験法（多数試
験片法）によるJi値） 
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注１）：図中の黒抜き記号は安定き裂成長開始時のJ積分値（Ji値）を示す。 



内データのJIC値（500～686kJ/m2）、国外データのJIC

値（795～ 1148kJ/m2）よりもかなり小さな値を示し、

靭性評価上は厳しい安全側の値が示された。

なお、COD試験後の破面観察より発生した安定き裂

はいずれも延性破面であった。

（3）材料の破壊靭性値に関する総合評価

（a） 単一試験片法と複数試験片法

オーステナイト系ステンレス鋼の場合には炭素鋼の場

合と異なりき裂先端の塑性変形量が大きいことが知られ

ている。このため、途中で破面を確認せずJ－Δa曲線

から途中のき裂進展量を類推する除荷コンプライアンス

手法（単一試験片法）ではき裂の進展開始時の破壊靭性

値を正確に抑えにくく、かつ、高めの値が得られるのに

対し、その都度破面を割ってき裂の進展量を実測する多

数試験片法によるき裂開口変位試験（COD試験）では

き裂の進展開始時の破壊靭性値を正確に取得しやすいも

のと推察される。

（b） き裂進展開始を評価するための破壊靭性値－JQ値

とJi値－

ステンレス鋼製のキャニスタのき裂進展開始を評価す

る際には、材料の破壊靭性値を用いる必要があるが、米

国材料学会（ASTM）等による除荷コンプライアンス

手法（単一試験片法）によるJIC試験方法を適用して得

られる JQ値を材料の破壊靭性値として用いるよりも、

英国規格BS 5762-1979に準拠し本確証試験で適用した

多数試験片法によるき裂開口変位試験（COD試験）を

適用して求めたJi値を材料の破壊靭性値として用いる方

がき裂の発生をより正確に、かつ、より安全側の評価を

与えるものと示唆された。

（c） き裂進展を許容する場合の材料の破壊靭性評価式

多数試験片法によるき裂開口変位試験（COD試験）

結果より、材料の破壊靭性値であるJ積分値を温度毎に

き裂進展量との関係式として求めることができる。

SUS304鋼の例を表5-4-2に示す。これらの式は、き裂

進展を許容する場合の材料の破壊靭性評価式である。

（d） 微少なき裂進展を許容した材料の破壊靭性値J0.2

キャニスタ用ステンレス鋼においては材料の延性が高

いため、0.2mmのオフセットラインとの交点を工学的

なき裂発生点JICとして定義するASTM規格を参考に、

差し支えのない範囲内でのき裂進展を許容できると仮定

すると、評価に用いるべき材料の破壊靭性値は、例えば、

表5-4-2の式中でき裂進展量Δa＝0.2mmとすることに

より必要なJ積分値（J0.2）を求めることができる。延性
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図5-4-9　SUS304L材の0.5T-CT試験片による破壊靭性値
の温度依存性 
（除荷コンプライアンス法（単一試験片法）によ
るJQ値＋COD試験法（多数試験片法）によるJi値） 

SUS304L（母材） 
SUS304L（depo） 
SUS304L（HAZ） 
SUS304L（母材）1)

SUS304L（depo）1)

J Q
、
J i（
1） （
kJ
/m
2 ）
 

3000

2500

2000

1500

1000

500

－200 0

試験温度（℃） 

－50－100－150 20015010050
0

注１）：図中の黒抜き記号は安定き裂成長開始時のJ積分値（Ji値）を示す。 

図5-4-10　SUS316（LN）材の0.5T-CT試験片による破壊
靭性値の温度依存性 
（COD試験法（多数試験片法）によるJi値） 

J i
（
kJ
/m
2 ）
 

1400

1200

1000

800

600

400

200

－50

試験温度（℃） 

0 50 100 150 200
0

316（LN）（母材） 

316（LN）（HAZ） 
316（LN）（depo） 

注１）：図中の記号は全て安定き裂成長開始時のJ積分値（Ji値）を示す。 



の高いキャニスタ用ステンレス鋼においてはJ0.2値をJi

値の代替として用いても差し支えないと考えられる。

（e） JQ値適用の際の注意点

表5-4-2の例に示す靭性評価式を用いて、JQ値のき裂

進展量を推定するとともに、Δa＝0.2mmき裂が進展し

たときのJ0.2値を求めた結果を、き裂進展開始時のJi値

と比較した結果の例を表5-4-3にまとめて示す。

多数試験片法によるき裂開口変位試験（COD試験）

を適用して求めたJQ値については、表5-4-3の算出例に

示す材料靭性評価式から判断するとかなり大きいき裂進

展量（中には板厚貫通も）を許容した値も含まれている

ため、JQ値をそのまま評価に用いることは望ましくない。

JQ値を適用する際には、想定されるき裂進展量が問題と

なるほど大きくないことを確認する必要がある。

材料の破壊靭性値としての種々のJ積分値を比較した

結果を概念的に図5-4-11に示す。

（4）延性き裂進展の判定条件

外力が負荷された時のキャニスタ溶接部の健全性評価

に際しては、溶接残留応力と拘束を考慮した解析により

外力としてのJ積分評価曲線（ΦもしくはJ積分値）を

求めて、材料の破壊靭性値（材料のΦ値、or JIc値、or

Ji値、or J0.2値）と比較し、その大小関係により、延性

き裂が発生するか否かが判断できる。

即ち、

材料の破壊靭性値Φ（or JIc値、or Ji、or J0.2）＞

外力としてのΦ値（あるいはJ積分値）

⇒　延性き裂は進展しない。

材料の破壊靭性値Φ（or JIc値、or Ji、or J0.2）＜

外力としてのΦ値（あるいはJ積分値）

⇒　延性き裂は進展する。

Φ：無次元化したJ積分値（5-4の（2）項参照）。

J積分解析等（7）（8）から求められる。
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表5-4-2　COD試験結果から求めた材料の破壊靭性評価式（SUS304鋼の例） 

部位 

－40 δ＝0.70Δ a＋0.37、σy＝666 J＝ 806.5Δ a＋426.3

150 δ＝1.24Δ a＋0.72、σy＝307 J＝ 658.6Δ a＋382.4

－ 40 δ＝0.82Δ a＋0.32、σy＝703 J＝ 956.9Δ a＋373.4

150 δ＝1.22Δ a＋0.13、σy＝440 J＝ 891.1Δ a＋95.0

溶着 
金属 20 δ＝0.92Δ a＋0.28、σy＝533 J＝ 814.0Δ a＋247.7

J＝mσyδ 
m＝1.66

母材 20 δ＝0.96Δ a＋0.30、σy＝449 J＝ 745.7Δ a＋233.0

J＝mσyδ 
m＝1.73

試験 
温度（℃） 

J積分値（N/mm）と 
き裂開口変位δ（mm） 

との関係式 

き裂開口変位δ（mm）と 
き裂長さΔa（mm）との関係式、 
ならびに有効降伏強度σy（N/mm2） 

材料のJ積分値（N/mm）と 
き裂長さΔa（mm）との関係式 

表5-4-3　COD試験結果から求めたJi、J0.2、JQ値ならびに 
き裂進展量Δa（SUS304鋼の例） 

注）JQ値のき裂進展量Δaが25mm以上ある場合について板厚貫通と見なした。 

部位 
試験温度 
（℃） 

Ji値（N/mm） 
（Δa＝0mm） 

J0.2値（N/mm） 
（Δa＝0.2mm） 

JQ値 

－ 40 426 588 651 0.3

150 382 514 3.0E＋20 板厚貫通 

－40 373 565 1352 1.0

150 95 273 1923 2.1

20 233 382 941 0.9母材 

20 248 411 1478 1.5溶着金属 

JQ値（N/mm） Δa（mm） 

き裂の発生（進展開始）時の破壊靭性値JIC

COD試験 
（多数試験 
片法）に 
よるJQ値 

除荷コンプ 
ライアンス 
法（単一試 
験片法）に 
よるJQ値 

COD試験 
（多数試験 
片法）に 
よるJi値 

∠ ∠ ～ 

COD試験 
（多数試験 
片法）に 
よるJ0.2値 

図5-4-11　材料の破壊靭性値としての種々の 
J積分値の比較概念図 



（1）はじめに

コンクリートキャスクキャニスタには、放射性物質の

密封機能が要求される。既にコンクリートキャスク貯蔵

が行われている米国では、キャニスタにSUS304系ステ

ンレス鋼が使用されているが、中間貯蔵施設が沿岸部に

立地される可能性がある我が国では、冷却空気中に含ま

れる海塩粒子に起因する塩化物応力腐食割れ（ESCC）

の発生が懸念される。このため、従来のSUS304系や

SUS316系のステンレス鋼に代わる高耐食性のステンレ

ス鋼（SUS329J4L、YUS270）の採用が検討されている

（1）～（3）。これらの高耐食性候補材を使用するためには、

ハンドリング時の落下事故等においてもキャニスタが破

損する可能性の無いことを示す必要がある。キャニスタ

の蓋は、使用済み燃料を収納後に本体へ溶接されるため、

溶接部の形状は部分溶込み溶接となり、裏波の形成を確

認することができない。このため、蓋部溶接部に対して

は溶接初層に欠陥を想定した構造健全性評価が必要とな

る。一般に欠陥を有する構造物の健全性は、破壊力学に

より評価されるが、これを行うためには想定される使用

条件での材料の破壊靱性値が必要となる。破壊靱性値は、

同一規格内の材料であっても、製造方法や熱処理、板厚

などにより異なる可能性があるため、実機キャニスタと

同じ条件で製造された材料を用いて評価することが重要

である。特に破壊靱性特性が溶接方法・条件に大きく依

存する溶接部については、実機を再現した溶接部を用い

た評価が不可欠である。しかし、これらの高耐食性候補

材のキャニスタ溶接部における破壊靱性特性は明らかに

されていない。このため本研究では、２種類の高耐食性

候補材のキャニスタ溶接部での破壊靱性特性の解明を目

的に、キャニスタ蓋部を模擬した溶接継ぎ手の母材、溶

接熱影響部および溶着金属に対して試験温度をパラメー

タとする弾塑性破壊靱性試験を実施した（4）。

（2）実験方法

（a） 供試材および試験片

高耐食性材料を使用するキャニスタの２次蓋溶接部を

模擬した溶接継ぎ手を製作し、これを供試材とした。

SUS329J4L継ぎ手材

母材：SUS329J4L（JIS G4304-1999（5））

溶接金属：SUS329J4L相当材

YUS270継ぎ手材

母材：YUS270（ASME SA240 S31254（6）相当材）

溶接金属：Alloy 625相当材（JIS Z3334 YNiCrMo-

3（7））

各供試材の化学組成を表5-5-1および表5-5-2に示す。

溶接には実機と同じTIG溶接を用い、溶接条件も実機

と同条件とした。開先形状は、実機溶接部とほぼ同等の

形状としたが、溶接熱影響部（Heat Affected Zone:
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５－５　高耐食型ステンレス鋼の破壊靱性特性

表5-5-2　YUS270継ぎ手材の化学組成（wt％） 

N

0.16
～ 
0.24

0.19

・ 

Nb+Ta

・ 

・ 

2.88

Al

・ 

・ 

0.3

Ti

・ 

・ 

0.31

Fe

・ 

・ 

0.19

Mo

5.5
～ 
6.5

6.92

8.34

Cr

19
～ 
21

19.84

21.59

Ni

17
～ 
19.5

17.84

55.88

Cu

～ 
0.5

1

0.62

0.14

S

≦0.015

0.001

0.001

P

≦0.030

0.023

0.009

Mn

≦1.00

0.55

0.11

Si

≦0.80

0.51

0.13

C

≦0.020

0.013

0.02

Spec.

Sample

Sample

Base metal

Weld metal

表5-5-1　SUS329J4L継ぎ手材の化学組成（wt％） 

N

0.08
～ 
0.3

0.23

0.22

W

・ 

0.4

1.96

Mo

2.5
～ 
3.5

3.33

3.06

Cr

24
～ 
26

25.67

25.28

Ni

5.5
～ 
7.5

6.88

9.06

Cu

・ 

0.49

0.49

S

≦0.030

0.001

0.002

P

≦0.040

0.024

0.008

Mn

≦1.50

0.45

0.5

Si

≦1.00

0.41

0.3

C

≦0.030

0.01

0.016

Spec.

Sample

Sample

Base metal

Weld metal



HAZ）より試験片を採取するため、片側の開先を垂直

に立てた形状とした。各供試材の溶接方法と開先形状を

それぞれ、表5-5-3、図5-5-1に示す。

試験片には、サイドグルーブ付きの１インチ厚さのコ

ンパクトテンション型（1TCT）試験片を用いた（図5-

5-2）。各供試材のそれぞれ、母材、溶接金属、HAZよ

り図5-5-3に示す方法で試験片を切り出した。肉厚方向

採取位置は、事前に実施したシャルピー衝撃試験の結果

から、母材の板厚方向の最弱部を代表すると考えられる

位置とした。

（b） 試験方法

破壊靱性試験には、ASTM E1820-99（8）に基づく、除

荷コンプライアンス法を用いた。本法は、荷重負荷の途

中で除荷を繰り返し行い、このときの荷重、Pと荷重線

変位、VLLDの関係より試験片に付与したエネルギー、J

とき裂進展量、Δaの関係を得るものである。試験時に

測定したP-VLLD関係より求めたJ-Δa関係を最小自乗法

により指数関数に近似し、き裂進展抵抗（J-R）曲線を

得た。J-Δa関係の線形部分対する最小自乗近似により

得た鈍化直線をVLLDで0.2mmオフセットした直線とJ-R

曲線との交点におけるJ値を破壊靱性値、JQとした。JQ

が試験片寸法やき裂の均一進展およびデータの信頼性に

関する要求を全て満足した場合は、JQを有効な破壊靱性

値、JICとした。

（c） 試験条件

キャニスタ温度は、収納燃料、冷却空気条件や貯蔵時

間などに依存するため、想定される温度範囲において破
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表5-5-3　溶接条件 

YUS270

TIG

YNiCrMo-3

150～250

9

20

SUS329J4L

TIG

DP3WT

250～300

11.5

35

Condition

Welding method

Welding wire

Welding current（A） 

Welding voltage（V） 

Number of pass

12° 

50

50 27
11
.5

27

R5

R5

10

10

（a） SUS329J4L

（b） YUS270

30

（in mm） 

30

12.5° 

45° 

図5-5-1　開先形状 

図5-5-2　CT試験片の寸法・形状 

45° 

45
°
 

2.
5

61
.0

38
.1

20

10

R0.5

R0.15

Fatigue pre-crack 
（≒5mm） 

Mechanical notch and 
fatigue pre-crack

Side groove

BN＝20.4

B＝25.4

5.0
a0

W＝50.8
2－φ12.7

63.5
（in mm） 

図5-5-3　溶接継ぎ手からの試験片採取方法 

Base metal 
specimen

HAZ specimen
Weld metal 
specimen

12.5mm 25mm
50mm 50mm

（1）SUS329J4L（2）YUS270



壊靱性特性を把握することが重要である。これを踏まえ

て試験温度には以下の５温度条件を選択した。

試験温度：233K、298K、373K、423K、473K

各温度条件における繰返し数は、各供試材の各試験片採

取位置に対して２以上とした。

（3）実験結果

供試材、試験片採取部位、試験温度によらず、全ての

試験片で延性き裂の進展が認められた。不安定破壊をし

た試験片は存在せず、本候補材の高い靱性が示唆された。

図5-5-4にJ-Δa関係（図中の○）とJ-R曲線の例を示す。

一部の試験片では、Δaが小さい領域でJ-Δa関係に乱れ

が認められる場合があったが、多くの試験では、本例の

ように安定したJ-Δa関係が得られた。SUS329J4L継ぎ

手材およびBのJQと温度の関係をそれぞれ、図5-5-5お

よび図5-5-6に示す。SUS329J4L継ぎ手材の母材のJQ

は、233Kで最小の約600kJ/m2を、298Kで最大の約

1800kJ/m2を示した。以後、温度の増加に伴い若干減少

し、473Kで約1500kJ/m2となった。HAZのJQの温度依

存性は母材と同じ傾向を示し、JQの値は母材とほぼ同じ

か、若干小さい値を示した。溶接金属のJQは、233Kで

母材とほぼ同じ値を示した後、温度の増加とともに増加

し、423Kで最大値（約1000kJ/m2）を示した。

図5-5-6は、YUS270継ぎ手材の結果であるが、母材

および溶接金属のJQの平均値は、233Kで約900kJ/m2と

420kJ/m2をそれぞれ示した後、温度の増加に伴い単調

に増加し、473Kでは、約1400kJ/m2と約550kJ/m2を示

した。HAZのJQは、各温度において溶接金属の値より

も若干大きな値を示した。全ての試験温度で最小のJQ

を与える部位は、溶接金属であった。

JICは、SUS329J4L継ぎ手材の溶接金属の233Kと

298KおよびYUS270継ぎ手材の溶接金属の373Kのみで

得られた。その他の試験条件のでは、ASTM E1820の

有効性に関する要求の内の試験片寸法要求を満足するこ

とができず、JICを得ることができなかった。JIC得るた

めには、試験片寸法を大きくする必要があるが、実機溶

接部の板厚を考えると、寸法要求を満足する試験片を採

電中研レビュー No.52● 119

図5-5-4　J-   a 関係の例 

a

図5-5-5　SUS329J4L継ぎ手材の破壊靭性値と温度の関係 

、 

図5-5-6　YUS270継ぎ手材の破壊靭性値と温度の関係 

、 



取することは難しい。304ステンレス鋼や低合金鋼など

で、小型のCT試験片で得られたき裂進展抵抗，J-Rや

破壊靱性，JICは、より大型のCT試験片と同等もしくは

小さいという結果が報告されている（9）～（12）。また、本

研究で得られたJICは全てJQのばらつきの範囲内にある

ことから、本試験で得られたJQの値は、JICの値を同等

もしくは、保守的に評価していると考えられる。米国で

既にキャニスタ材としての使用実績がある304系ステン

レス鋼の破壊靱性値は、軽水炉配管溶接部対象としたも

のを含めほとんど得られていないが、304系や316系ス

テンレス鋼の273K～室温付近でのJICは、母材で500～

1150kJ/m2程度、TIG溶接部で200～600kJ/m2程度で

あるという報告がある（13）～（16）。両供試材の室温でのJQ

は、これらの値と同等かそれ以上であり、両供試材は、

304系や316系ステンレス鋼と同等、もしくはそれ以上

の靱性を有すると言える。

（4）まとめ

コンクリートキャスクキャニスタ用の高耐食性候補材

であるSUS329J4LとYUS270について実機蓋部溶接部

を模擬した溶接継手の母材、HAZ、溶接金属から試験

片を採取し、温度をパラメータとする破壊靭性試験を実

施した。得られた結果は、以下のようにまとめられる。

・SUS329J4Lの母材とHAZの破壊靭性値,JQは、233K

で最小値を、室温で最大値を示した後、温度の増加と

共に若干減少した。溶接金属のJQは、試験温度と共

に増加した。YUS270では試験片採取位置によらずJQ

は、試験温度と共に増加した。

・両供試材共に溶接部の破壊靱性値は、母材、HAZと

同等かより小さい値を示し、キャニスタ溶接部の健全

性評価を行う際には、溶接金属の破壊靱性値用いて評

価を行えばよいことが明らかになった。

上記の結果は、日本機械学会のキャニスタ設計規格（17）

において、健全性評価手法の選定する際の参考データと

して用いられた。
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笹原　昭博（1987年入所）
入所した当初は金属燃料FBRを用いたマ

イナーアクチニドの燃焼解析や軽水炉の燃焼
管理計算などを行った。現在、使用済燃料の
高次アクチニド核種や核分裂生成核種の生成
量評価、ペレット酸化挙動・水素移動評価を
実施している。今後、基礎的な炉物理挙動か
ら使用済燃料の実際的な臨界管理に至るまで
の研究を行って行きたい。

（6-1執筆）

名内　泰志（1999年入所）
ウラン酸化物、ウラン-プルトニウム混合

酸化物燃料を装荷した軽水炉、及び燃料を貯
蔵する燃料プール等での中性子の挙動に関す
る研究をすすめている。中性子やγ線の計測
技術の工学応用に対しても関心を持って取り
組んでいる。

（コラム4執筆）

松村　哲夫（1977年入所）
原子力発電所の炉心解析、燃料の高燃焼度

化、MOX燃料、次世代炉、貯蔵技術など炉
心・燃料の解析技術に従事してきた。今後は、
より広い視点で、原子力技術、材料技術など
に取り組んで行きたい。

（6-2執筆）



乾式貯蔵方式では使用済燃料の貯蔵雰囲気がヘリウム

ガス等の不活性雰囲気に保たれている場合には、燃料の

健全性が確保されると考えられるが、実際に長期間貯蔵

または保管した燃料棒に各種試験を実施して燃料の健全

性を確認することが必要である。本研究では20年間湿

式（水雰囲気）または乾式（空気雰囲気）で保管した使

用済BWR-MOX燃料および乾式（空気雰囲気）で保管

したPWR-UO2燃料を対象に、各種試験を実施し、貯蔵

による燃料特性への影響について評価した。

6-1-1 20年間保管した使用済BWR-MOX
燃料の各種試験（1）

本試験で用いたBWR-MOX燃料は、初期プルトニウ

ム富化度が2.7wt％で、欧州の商用BWRで燃焼度18～

22MWd/kgHMまで照射したものである。試験ではこれ

らの燃料棒のうち５本を用いた。このうち３本は燃料棒

の状態で湿式（水プール）で20年間保管され、残り２

本は短尺に切断された後、空気雰囲気のカプセルに密封

し20年間保管（乾式保管）された。両燃料ともに20本

程度で保管されたため、保管初期温度は実際の貯蔵条件

に比較すると低かったと予想される。燃料集合体中で湿

式保管された燃料と対照な位置で照射された燃料につい

ては、保管前に各種試験が実施されており、保管前後の

燃料の特性について直接比較を行った。乾式保管された

短尺燃料については同一の燃料について保管前後の試験

結果の比較を行い、20年間の保管による影響の検討を

行った。

（1）外観観察

図6-1-1に湿式保管された燃料棒の保管後の外観と集

合体内の対照位置で照射された燃料棒の保管前の外観を

示す。保管後の燃料棒の表面には艶がなく、軸方向に燃

料の取り扱い時に生じたと考えられる擦れ痕が見られる

が、20年間の保管による外観の大きな変化は見られない。

（2）パンクチャー試験（2）

貯蔵中の燃料からの核分裂生成ガス（FPガス）放出

は燃料棒の内圧上昇をもたらし、燃料棒破損につながる

可能性がある。そのため湿式保管した燃料棒の保管前後

のFPガス放出率の測定を行った（表6-1-1）。保管前後

の比較では対称位置でほぼ一致する結果となっており、

保管中にFPガスの有意な放出が生じた可能性は低いと

判断される。また、カプセル中で保管した短尺燃料につ

いても雰囲気ガスの組成分析を行い、同様な結果となっ

た。

（3）ペレット金相観察（2）

金相写真によって燃料組織の観察と酸化膜厚さの測定

を行った。図6-1-2に空気雰囲気で20年保管した燃料

棒のマクロ金相写真を示す。ペレットにはクラックが入

っているが、20年保管による金相の大きな変化は見ら

れない結果となった。

被覆管内側および外側酸化膜についても金相観察を行

った結果、被覆管の外側は均一な酸化膜に覆われており、

平均2～3μmの厚さであった。ノジュラー腐食厚さは

30～35μmで、内側酸化膜厚さは1～15μmであった。
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図6-1-1　湿式保管した燃料棒の外観の比較 

（a） 保管前 （b） 保管後 

被覆管 被覆管 



ペレット組織について、図6-1-3に例として20年保

管前後におけるペレット周辺領域の燃料組織の金相を示

す。ペレット周辺領域では比較的大きな結晶粒（プルト

ニウム領域）を小さな結晶粒（ウラン領域）が取り囲む

構造をしており、製造時の組織構造に近いものとなって

いる。ペレット中心領域についても同様な観察を行い、

ペレット半径の1/2から中心領域にかけては、高温のた

めにプルトニウムとウランの拡散が生じて、ペレット周

辺領域に見られたような組織構造が消滅し、結晶粒径が

全体的に均一な組織となっている。

以上の金相観察の結果をまとめたものを表6-1-2に示

す。これらの観察結果から、今回の低燃焼度BWR-

MOXの場合には20年保管によるペレット組織構造など

に顕著な変化は見られない結果となった。

（4）ペレット密度測定

MOX燃料では貯蔵中に高次アクチニドの 崩壊によ

りヘリウムがペレットに蓄積し、ペレットの膨張（スエ

リング）が生じると燃料破損に至る可能性がある。その

ため湿式または乾式で保管されたペレットについて密度

測定を行った。図6-1-4に文献データと比較した結果を

示す。本試験で得られたペレット密度は文献データとほ

ぼ同等の範囲内にあり、20年保管による密度の変化は

少ないと判断される。
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燃料棒 

保管前または保管後 

燃焼度（MWd/kgHM）＊ 

FPガス放出率（％） 

湿式１ 

保管後 

 

14.0

A 

保管前 

 

12.9

湿式２ 

保管後 

 

12.4

D 

保管前 

 

13.8

湿式３ 

保管後 

 

16.0

B 

保管前 

 

14.8

乾式１ 

保管前 

17.9 

11.1

乾式２ 

保管前 

22.1 

14.7

21.4 18.2 21.0

表6-1-1　核分裂精製ガスの放出率の測定結果 

A、D、Bは燃料集合体中で湿式保管燃料と対称な位置で照射された燃料を示す。 

図6-1-2　短尺燃料棒の金相観察 

2.5mm

図6-1-3　BWR-MOX燃料のペレット周辺部の金相 

（a） 保管前 （b） 20年保管後 

40μm 50μm

表6-1-2　ペレットの金相観察結果のまとめ 

 燃料 試料 
燃焼度 

（MWd/kgMH） 
外側酸化膜 
（μm） 

ノジュラー：－ 
均一：2-4

ノジュラー：30-35 
均一：2-3

ノジュラー：－ 
均一：2-4

内側酸化膜 
（μm） 

ペレット／被覆管ギャップ 
（μm） 

結晶粒径 
（μm） 

空気保 
管燃料 

保管前 

保管後 

保管前 

26.7 

26.5 

26.4

6-12 

1-15 

6-14

40、30、25、 
45

10-85 
平均：40

25、25、15

中心：8、中央：16、 
周辺：4

中心：7、中央：7.5、 
周辺：3

中心：10、中央：14、 
周辺：－ 



6-1-2 20年間保管した使用済PWR-UO2
燃料の各種試験（1）

本試験で用いたPWR-UO2燃料は欧州の商用PWRで

燃焼度約58MWd/kgHMまで照射された後、約20本程

度が小型金属キャスクで空気雰囲気で20年間保管され

たものである。そのため保管開始時の燃料温度は実際の

貯蔵燃料よりも低温であった予想される。本燃料棒につ

いては文献データとの比較を行うことで20年保管の影

響について検討した。

（1）外観観察とパンクチャー試験

図6-1-5に20年保管後の被覆管の外観を示す。被覆

管表面は薄い酸化膜に覆われており、燃料棒の引き抜き

や挿入で生じたと思われる軸方向の線が見られる。全体

として特に異常は認められない。渦電流法による燃料棒

軸方向の酸化膜厚さの測定から、最大酸化膜厚さは約

30μmであった。また、パンクチャー試験を実施し、

FPガスの放出率は約2.2％であった。

（2）ペレットの金相観察

ペレットの組織観察のために燃料棒の最高燃焼度位置

および最大酸化膜厚さ位置より採取した試料について金

相観察を実施した。ペレットの割れは基本的にはペレッ

トの径方向にあり、また、ペレットには製造時に使用し

たポアフォーマによって生成したと考えられる大きなポ

アが認められた。結晶粒は製造時に比較するとやや変化

をしていたが全体的には大きな変化はなく、照射中に特

に高温の履歴は経験していないと思われる。ペレット中

央部分では、結晶粒径の増大が認められ、結晶粒径は約

6μmであった。ペレット周辺部では空孔率が高く、リ

ム組織が見られた。

（3）被覆管酸化膜および水素濃度と水素配向分布測定

最高燃焼度位置の被覆管内側酸化膜厚さを図6-1-6に

示す。酸化膜厚さは約10μmであった。

図6-1-7に最高燃焼度位置および最大酸化膜厚さ位置

における0°、180°方向の被覆管試料の水素化物分布を

示す。水素分析の結果、最高燃焼度位置の試料で

56ppm、最大酸化膜厚さ位置の試料で122ppmとなった。

水素化物の方位が径方向に配向した場合、燃料被覆管の

機械的強度の劣化につながる。そのため図6-1-7の被覆

管の金相写真中の全ての水素化物についてJISの測定方

法に従って水素化物方位の測定を実施し、水素化物方向

性係数Fn値（管半径方向に対し40°以内の角度を持つ

板状水素化物の数の観察した板状水素化物の総数に対す

る比）を求めた。

表6-1-3に測定した水素化物総数、半径方向から40°

以内の角度を持つ水素化物の数を示す。また、製造時に

取得されたデータも合わせて表に示す。求まったFn値

は0.16～0.29の範囲内にあり、被覆管製品に対するJIS

規格（≦0.45）を満足する値となっている。製造時のデ

ータと比較すると本試験結果のFn値はやや大きくなっ
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図6-1-4　ペレット密度の文献値との比較（3） 

図6-1-5　被覆管の外観観察 

被
覆
管 

図6-1-6　20年保管後の被覆管内側酸化膜 

燃料 被覆管 
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ている領域もあり、水素化物配向に若干の変化が生じて

いる。ジルコニウム合金中の水素化物は析出時（例えば、

温度の降下時）に有る程度の引張応力が負荷されると、

引張方向に垂直に析出することが知られている。本試験

の被覆管においても同様の事象が生じた可能性がある。

被覆管の周方向応力については、照射中は燃料棒内圧よ

りも外圧の方が大きいために、引張応力は負荷されても

非常に小さい。一方、保管中は外圧が大気圧のために燃

料棒内圧が直接的に周方向引張応力として作用する。本

試験燃料棒の内圧はパンクチャー試験結果から4.58MPa

と測定されており、これを被覆管の貯蔵中の上限温度

380℃での周方向応力に換算すると約80N/mm2程度と

なる。応力レベルとしては水素化物配向が緩やかに変化

する領域に相当する（4）。従って、本試験で見られた水

素化物配向の変化は、長期間保管中に燃料棒内圧による

被覆管周方向引張応力が負荷された状態で、被覆管が次

第に冷却されて水素化物が再配向析出したと考えられる。

しかし、変化自体は非常に小さく、Fn値も製造時のJIS

規格に比較して十分小さいため、燃料の健全性には影響

は与えないと評価される。

（4）被覆管の引張試験（5）

20年保管による燃料被覆管の機械的特性への影響を

調べるために被覆管の引張試験を実施した。図6-1-8に

試験結果と文献値とを合わせて示す。0.2％耐力につい

ては文献値は照射に伴い耐力がやや増加し、また温度の

上昇に伴い減少する傾向を示すが、本試験結果も類似被

覆管の結果との比較から文献値と同様の温度および照射

による挙動を示している。

引張強さについては文献値は照射に伴い引張強さがや

や増加し、また温度の上昇に伴い減少する傾向を示す。

本試験結果は温度については同様の挙動を示すが、照射

の影響については未照射材と顕著な変化は見られず、こ

れは試験試料のバラツキ等によるものと考えられる。

（5）水素移動試験と計算評価（6）

貯蔵中の使用済燃料は温度が次第に低下する。その際

に燃料被覆管中に固溶していた水素が軸方向の温度勾配

によって被覆管の低温領域に熱拡散し、固溶限を越えた

場合には水素化物として析出することによって燃料の機

械的健全性に影響を及ぼす可能性がある。そのため燃料

被覆管軸方向の水素の移動を評価する水素の再分布試験

126

図6-1-7　被覆管中の水素化物の分布 

100μm 100μm

100μm100μm

（a） 0°方向 （b） 180°方向 
（1） 最高燃焼度位置 

（a） 0°方向 （b） 180°方向 
（2） 最大酸化膜厚さ位置 

観察位置 

表6-1-3　被覆管の水素化物方位の測定結果 

（a） 
（b） 
（c） 
（d） 

Fn値 

0.16 
0.22 
0.29 
0.17 

0.118/0.163 
＜＿ 0.45

製造時 
JIS H4751

27 
32 
33 
17

176 
146 
114 
100

管半径方向に対し40℃以内 
の角度を持つ水素化物の数 

観察した水素 
化物の総数 



を実施し、温度勾配下で水素の移動に関係する輸送熱を

求めた。

試験に用いた照射した被覆管試料の水素量は65ppm

および110ppmであった。また、参照用として予め約

64ppmおよび約110ppmの水素を吸収させた未照射被覆

管２試料についても試験を行った。

試験では試料の一方を380℃、他方を340℃に加熱し、

試料全体を断熱材で覆って平衡状態まで加熱を保持した。

試料の温度分布は熱電対で測定した。図6-1-9に試験終

了後、被覆管を5mm毎に切断して、分析で求まった水

素濃度を示す。水素は380℃の高温の部分から340℃の

低温の部分へ顕著に移動していることがわかる。また、

未照射被覆管に比べ20年保管した被覆管では水素の移

動量が大きくなる傾向を示している。この水素分布と水

素の熱拡散の式を利用することで水素の輸送熱を求めた。

表6-1-4に水素移動試験から求まった輸送熱を示す。

未照射材の水素量は比較的ばらつきが大きいが、求まっ

た輸送熱の値は文献（7）による報告値と同程度の値とな

った。また、未照射材に比べて照射して20年間保管し

た燃料被覆管の輸送熱は２～３倍大きい結果となった。

これらの輸送熱を用いて、PWR燃料棒の軸方向の水

素量の時間変化の解析を実施した。評価では文献（8）の

PWR燃料のヘリウム雰囲気中における燃料温度分布と

初期水素濃度分布を用いた（図1-6-10）。また、拡散係

数、水素の被覆管への固溶限は文献中の評価式を用いた。

計算は軸方向１次元、燃料棒長さは3.7mとした。計算

で求まった40年間乾式貯蔵した場合の燃料棒軸方向の
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水素濃度分布の計算結果を図1-6-11に示す。本計算で

は実験で得られた輸送熱のうち、未照射被覆管データの

最小値と20年保管被覆管データの最大値を用いた。計

算結果から、いずれの場合においても水素濃度分布は全

体的に初期水素分布からの変化は小さく、今回得られた

輸送熱の差異による影響は少ないと判断される。被覆管

両端部では20年保管燃料の輸送熱を用いた場合に水素

量がやや増加する傾向が見られるが、その変化は少ない

結果となった。

6-1-3 お わ り に

20年間乾式または湿式保管したBWR-MOX燃料およ

び20年間乾式保管したPWR-UO2燃料を対象に乾式貯蔵

時の燃料の健全性を調べるために種々の試験を実施した。

本試験から20年保管による核分裂生成ガスやヘリウム

ガスのペレットからの新たな放出や酸化膜厚さの増加、

燃料組織変化等はみられない結果となった。被覆管につ

いても20年保管による機械的強度への影響も少ないと

判断される。本試験で用いた燃料棒は保管初期の燃料温

度は実際の貯蔵条件に比べて低いと思われるが、20年

間という時間経過が燃料特性に与える影響は少ないと判

断される。被覆管の軸方向の水素移動についても初期水

素分布からの変化は小さく、水素移動による燃料被覆管

への健全性に与える影響は少ない結果となった。
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図1-6-10　計算に用いた初期水素濃度
および温度分布 

図1-6-11　40年間乾式貯蔵した場合
の計算で求まった燃料棒
の水素分布 
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貯蔵容器（キャニスタ）で使用済燃料を乾式貯蔵する

場合には、使用済燃料の状態を直接、目視等で観察する

事が困難である。使用済燃料中に蓄積したKr-85ガスは、

使用済燃料が破損した場合にはキャニスタ内に拡散する

ため、Kr-85から放出されるγ線を貯蔵容器外から検出

出来れば燃料健全性を貯蔵容器の密封性を担保したまま

確認する事が可能となる。

本節では、燃料破損の検出限界およびキャニスタの実

設計を踏まえた本モニタリング手法の適用性についての

検討結果を紹介する。

6-2-1 モニタリング手法の概念

コンクリートキャスクでは、使用済燃料を収納したキ

ャニスタを溶接により密封するため、使用済燃料の状態

を直接、目視等で観察する事が困難である。核分裂生成

物（Fission Products: FP）の１つであるKr-85（希ガス）

は燃料の核分裂に伴い燃料ペレット内に生成・蓄積する。

希ガスは移動性が高いため、生成したKr-85の数％程度

が燃料ペレット内から移動し、燃料棒内に蓄積されてい

る。このため、燃料被覆管に破損（リーク）が発生した

場合には、燃料棒内に蓄積されていたKr-85ガスはキャ

ニスタ内部に拡散すると予想される。Kr-85は514keV

のγ線を放出する半減期10.72年の放射性物質であるた

め、キャニスタ外部からKr-85のγ線を計測すれば、燃

料被覆管の破損の検出が可能となる（図6-2-1）。

6-2-2 模擬試験による Kr-85 の定量限界
曲線の導出

燃料被覆管の破損の検出を目的として、Kr-85の存在

量の定量化を行うためには、Kr-85の514keVのγ線を

他のγ線と区別して検出する必要があるが、陽電子消滅

時のγ線は511keVとエネルギー的に近く、この陽電子

消滅γ線との弁別が重要となる。このため、図6-2-2に

示す様な模擬キャニスタを製作し、Kr-85のγ線の定量

限界曲線を導出した。

図6-2-3に、高分解能のGe半導体検出器（FWHM:

1.84keV for 1333keV）を用いた、γ線の測定例を示す。

「Kr-85の514keVピーク計数値」、「514keVと511keVの

γ線ピーク比」、「514keVでのピーク計数と514keV付

近の散乱γ線（ベース計数）比」をパラメータとして、

試験データの定量誤差と統計計算で予想される定量誤差

を考え合わせると、Kr-85の定量誤差（Dt）は以下の式

で計算できることが分かった。

Dt：定量誤差（統計計算誤差）

Ｓ：ピーク計数値
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６－２　貯蔵中のモニタリング手法の開発
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一次蓋 
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燃料破損 
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図6-2-1　Kr-85を用いたモニタリング手法の概念 

γ線 



Ｂ：ベース比［（514keV付近の散乱γ線）/

（514keV）］

Ｐ：ピーク比［（511keV）/（514keV）］

ｕ：ピーク比補正係数（0.0116）

ｇ：ピーク比補正係数相対誤差（25％）

この定量誤差計算式は「定量限界曲線」の決定方法と

言えるものである。図6-2-4は上記の計算式を用いて、

定量誤差（1σ）を20％にするのに必要な514keVピー

ク計数値を計算した結果である。

6-2-4 実キャニスター設計への適用

実際に設計検討されているキャニスタ構造（PWR燃

料、21体収納）を対象に、Kr-85からのガンマ線を高感

度に測定する方法を検討した。検出位置からキャニスタ

内の空間（Kr-85を含む）を出来るだけ多く見込み、使

用済燃料などからのγ線を低減するため、使用済燃料が
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図6-2-2　モニタリング模擬試験装置（写真） 

図6-2-3　モニタリング模擬試験でのKr-85（514keV）γ線の測定例 
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無いキャニスタ周辺部に蓋部に貫通しない専用孔を設け

る方式を評価対象とした（図6-2-5）。使用済燃料など

からのγ線の多くはキャニスタ蓋で遮蔽される。専用孔

取り付け後の、キャニスタ蓋の機械的な健全性を確認す

るために、構造強度健全性の評価上厳しいとされる輸送

中の0.3m垂直落下および9m垂直落下事象を選定し、構

造強度解析コードABAQUSを用いて解析を行った。こ

の結果、落下事象での応力はキャニスタ蓋上の密封リン

グ部分に集中するため、専用孔位置で応力は少なく、専

用孔を取り付けても、キャニスタ蓋の構造健全性および

密封性に問題の無いことを確認した（図6-2-6）。

6-2-5 実キャニスター設計におけるKr-85
の検出性能

先の定量検出曲線を用いて、Kr-85のγ線の検出性能

を解析的に検討した。モニタリングではKr-85ガスから

の信号γ線と、妨害γ線として専用孔付近で発生する散

乱γ線及びキャニスター底部で発生する陽電子消滅γ線

が検出される（図6-2-5）。これらの妨害γ線が存在する

場合でも、燃料棒1本中のKr-85ガスの10％以上の放出

があれば、Kr-85ガスからの信号γ線を妨害γ線の中か

ら判別する事が出来るため、燃料棒の破損の検出が可能

である事が判った（表6-2-1）。燃料被覆管が破損した

場合でも、燃料中に蓄積したKr-85ガスの大部分は燃料

ペレット内に保持され、蓄積量の数％がキャニスタ内に

放出されると考えられるため、燃料棒1本中のKr-85ガ

スの10％以上の放出量は、数本の燃料棒の破損に対応

すると考えられる。

6-2-6 中間貯蔵施設でのモニタリング手順

コンクリート・キャスク貯蔵では、中間貯蔵施設への

搬入時、搬出時にはキャニスタを専用の輸送容器で輸送

するため、中間貯蔵施設で詰め替え作業が必要である

（図6-2-7）。このため、中間貯蔵施設から再処理施設へ

の搬出検査の際に、本モニタリング手法を、ハンドリン

グエリアで適用する事が可能である。モニタリング手順

を検討した結果、約1日の測定でモニタリングが可能で

ある事が分かった。また、モニタリング装置の費用は約

１億円、モニタリングに掛かる費用は１回約100万円と

見積もられる。

6-2-7 ま　と　め

貯蔵容器（キャニスタ）で使用済燃料を乾式貯蔵する

場合には、使用済燃料の状態を直接、目視等で観察する

事が困難である。使用済燃料中に蓄積したKr-85ガスは、

使用済燃料が破損した場合にはキャニスタ内に拡散する

ため、Kr-85から放出されるγ線を貯蔵容器外から検出

出来れば燃料健全性を貯蔵容器の密封性を担保したまま

確認する事が可能となる。

Kr-85 ガスを用いた模擬装置を用いた試験により、
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図6-2-5　実用化の検討に用いたキャニスタ設計例 



Kr-85から放出されるγ線と使用済燃料からの妨害γ線

とを分離して検出出来る事を確認し、燃料破損を検出出

来る測定限界を定量的に明らかにした。

実際に設計検討されているキャニスタ構造（PWR燃

料、21体収納）を対象に、Kr-85からのガンマ線を高感

度に測定する方法を検討し、非貫通の検出孔を設ければ、

燃料棒１本中のKr-85ガスの10％以上の放出量があれ

ば、燃料棒の破損の検出が可能である事が判った。

本モニタリング手法を中間貯蔵施設での使用済燃料の

搬出前検査に適用する手順を検討した。コンクリートキ

ャスク貯蔵では、搬出時にキャニスタを輸送キャスクに

詰め替える必要があるため、詰替エリアでの搬出前検査

が考えられる。本モニタリング装置の概念と運用方法を

検討し、搬出前検査では概ね１日の作業で実施出来ると

の見通しを得た。

今後、本モニタリング方式の有効性を示すことにより、

実用化を進める。
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図6-2-6　９m頭部垂直落下時の応力コンター図（一次応力） 
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表6-2-1　検知可能なKr-85ガス量の推定 
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図6-2-7　コンクリートキャスクの中間貯蔵施設の全体配置図（平面図）とモニタリング
検査の適用位置　 
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は じ め に

キャニスタに封入されたヘリウムの圧力は、キ

ャニスタに貯蔵した燃料の発熱に依存する。燃料

の情報が不確かな条件でキャニスタからのヘリウ

ムの漏洩を検知するには、ヘリウムの密度を測定

することが有効、と考えられる。

重量の大きい金属容器に密閉されたヘリウムの

密度を測定するために、中性子の利用を考える。

中性子がヘリウム中を衝突せずに距離Lを透過する

確率は、ヘリウムの数密度Nとミクロ断面積σtを

用い、

（1）

であらわされる。エネルギーが既知の中性子の透

過率Pを測定すれば、Nを絶対値で求めることが可

能となる。

中性子の透過率Pによりヘリウムの密度Nを測

定するには、キャニスタを中性子源と中性子検出

器で挟む必要がある。また本手法が有効となる条

件は、ヘリウムの数密度Nに対する透過率Pの感

度が大きいことであるが、気体は密度が小さいの

で、Lを増加させてPの感度を上げる必要がある。

一方で、キャニスタの外部で中性子を測定する場

合、使用済燃料から発生する中性子が測定の妨害

になる可能性がある。感度の良好化と妨害中性子

の除去のため、6-2節の燃料健全性検査法のために

キャニスタ上蓋部内側に設けた「半貫通孔」と

「キャスク上蓋に設けたコリメータ機構」を利用す

る。図１に示すように、6-2節でのGe検出器配置位

置に中性子検出器（有機液体シンチレータ等）を

配置する。キャスクの底部に252Cfなどの中性子源

を配置し、ヘリウムで満たされた長さ4.5mの空間

を中性子源と検出器ではさむ。この体系では、使

用済燃料集合体で発生する中性子はキャニスタと

キャスク上蓋で遮蔽され、検出器はコリメータに

より、中性子源のみを視野に納める。

本概念に関して、計算機実験を行った。米国ロ

スアラモス国立研究所で開発されたMCNPコード

を用い、中性子源から検出器に至る中性子束の、

ヘリウム密度による変化を計算した。使用済燃料

を初期235U濃縮度５%、燃焼度55MWd/t、冷却10

年のPWR燃料21体とし、測定用の中性子源を放射

能1GBqの252Cfとした。ヘリウムの密度を0.0446,

0.0670, 0.0892mol/Î（気圧で1、1.5、2atmに相当）

とした。エネルギー2MeV以上の高速中性子束を

図２に示す。誤差はモンテカルロ法の統計誤差で

ある。コリメータ等の利用により、使用済燃料か

らの妨害中性子の影響を受けることなく、中性子

束がNの増加に対しほぼ線形に減少することがわ

かった。これは中性子とヘリウムの相互作用が小

さく、（1）式をNに関してテイラー展開した一次

項までの式で透過率を表現できることによる。

（2）

以上によりヘリウム密度が測定可能で、漏洩検

知に利用できる見通しが得られた。

中性子透過法は感度の点から、密度Nの小さい

気体に対しては殆ど利用されてこなかった。しか

し、キャニスタのような4m超の空間を利用すれば、

気体といえども中性子透過法が成立し得る。

コラム４：中性子によるキャニスタ内ヘリウム漏洩検知の可能性

約4.5m

コリメータ 

半貫 
通孔 
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He雰囲気 

使用済 
燃料集合体 
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キャニスタ 

コンクリート上蓋 

中性子検出器 

図１　中性子の透過率測定を用いたキャニス
タ内部ヘリウム密度測定法の概念図 
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図２　ヘリウムの密度の差異による透
過中性子束の変化 
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7-1-1 応力腐食割れ発生・破断試験評価

ステンレス鋼の大気応力腐食割れ（SCC）は金属表面

に付着した海塩粒子が大気中の湿分によって潮解し、表

面が濡れることによって発生すると考えられるため、

100℃以上であればSCCは発生しないものと予想される。

貯蔵開始直後のキャニスタ表面温度はいずれの部位でも

100℃を超えると予想されるが、使用済燃料の冷却に伴

いキャニスタ表面温度も低下する。キャニスタ表面温度

は下部の方が低温であるので、貯蔵期間内にSCCの発

生が懸念されるのは底部に近い部分である。キャニスタ

の胴は板を曲げて加工するため縦方向溶接があり、また、

底部においては底板と胴をつなぐ周方向溶接および、周

方向と縦方向の溶接が重なる部分もある。このような溶

接残留応力が生じる箇所でSCCが発生する可能性があ

る。

大気に含まれる湿分、すなわち絶対湿度は昼夜の変化

もあるが季節によって大きく変化する。図7-1-1は敦賀

測候所において1991年から2003年にかけて観測された

毎時気温および相対湿度より求めた絶対湿度の時間変化

である。キャニスタ表面温度の時間変化をたとえば図

7-1-2のように仮定すると、図7-1-1の気象データと合わ

せることによって図7-1-3に示すようなキャニスタ表面

の相対湿度の時間変化が得られる。海水の主成分は塩化

ナトリウムであり溶質の約80%となっている。塩化ナト

リウムに次いで多いのが塩化マグネシウムであり約10%

の組成比である。塩化ナトリウムは常温から100℃の範

囲において、温度によらず相対湿度75%程度で潮解する

が、塩化マグネシウムの潮解湿度は温度上昇によって若

干低下するものの30～40%の範囲である。つまり、海

塩が濡れる湿度を決定するものは塩化マグネシウムと考

えてよい。つまり図7-1-3において35%程度を境として、

キャニスタ表面が濡れる期間と乾いている期間が存在す

ることになり、SCC発生の可能性が生じるのは表面が

濡れている期間のみであると考えられる。

図7-1-3に従えば、キャニスタ表面温度の低下に伴っ

て表面が濡れる時間割合は増加することになる。このた

め、低温側でSCCが発生しなくなる温度境界があるか

否かを調べる必要がある。以上述べたことをキャニスタ
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図7-1-1　敦賀測候所毎時気象データより求めた1991年
から2003年までの絶対湿度の時間変化 
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図7-1-2　単純化したキャニスタ表面温度の時間変化
（詳細な解析データではない） 
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図7-1-3　キャニスタ表面の相対湿度変化のイメージ 



の貯蔵期間全体にまとめ直したものが図7-1-4である。

図において、領域１の100℃以上においてSCCが発生

しないこと、領域２で示した時間内にSCCが発生しな

いこと、領域３で示すSCCが発生しない温度域が存在

することがそれぞれ確認できれば貯蔵期間内において

SCCによってキャニスタが損傷する可能性は十分に低

いことが示される。

まず高温域の領域１においてSCCが発生しないこと

を調べるために100℃、大気中において定荷重引張試験

を行った。図7-1-5はキャニスタ候補材のSUS329J4L

とYUS270をそれぞれ溶接残留応力相当の荷重で保持し、

表面には実環境で想定される以上の10g/m2 as Clの海

塩を付与し、13,000h試験した後に撮影した試験片表面

の写真である。いずれの試験片においても錆の発生もき

裂の発生も認められないため、100℃以上においては

SCCが発生する可能性は極めて低いことが示された。

次に領域２においては前述の通り、図7-1-6に示され

るような表面相対湿度の時間変化が生じる。図中におけ

る海塩が濡れる積算時間（濡れ時間）を求め、5-3節の

図5-3-6に示したような長時間SCC試験によるSCC破断

時間と比較し、SCC破断時間が濡れ時間を上回ること

が確認できれば領域２においてSCCが発生する可能性

は極めて低いものと推定される。なお、試験片の板厚が

２mmであるので、試験片破断時間はSCC発生時間と

工学的にはほぼ同等であるとみなすことができる。今後、

濡れ時間の試算と、図5-3-6よりも長時間のSCC試験デー

タを取得することによって評価を進める予定である。

最後にSCCが発生しなくなる領域３の上限温度の評

価について述べる。SCCは塩化物による孔食もしくは

海塩粒子および堆積物によるすき間腐食が起点となって

生じるものと考えられる。いずれの現象についても、そ

れらが発生する化学的ポテンシャルのしきい値がある。

金属試験片に塩化物溶液中でバイアス電圧を印加する試

験を行えば、孔食が発生する電位もしくはすき間腐食が

発生する電位（すき間腐食再不働態化電位）を求めるこ

とができる。一方、キャニスタ表面などの大気中にある

金属表面は表面電位を計測すれば化学的なポテンシャル

を知ることができる。つまり、図7-1-7に示すように、

孔食電位、すき間腐食電位および表面電位を、温度をパ

ラメータとして取得し、表面電位が孔食電位またはすき

間腐食電位を下回る温度が得られれば、それ以下の温度

138

図7-1-4　キャニスタ表面の温度に基づく 
　　　 　SCC評価の考え方 
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ではSCCの起点となる腐食が発生せず、SCCも発生し

ないと言える。現在のところ、5-3節で図5-3-1に示した

ように、孔食電位の温度依存性は取得した。今後、すき

間腐食電位および大気中における表面電位を取得し、こ

れらを比較することによってSCCが発生しなくなる上

限温度を評価する予定となっている。

7-1-2 塩分付着解析・試験

キャニスタのSCC評価のアプローチでは、7-1-1項に示

されているように、①どの程度の塩分が付着すると発銹

するか、また、SCCのき裂がどの程度の時間で、進展

していくかを評価する方法と②キャニスタ表面にどの程

度の塩分が付着していくかを評価する方法の両方が必要

となる。以下に、②についての今後の進め方について、

記述する。

（1）貯蔵施設の飛来塩分環境

日本では、使用済燃料の輸送が船で行われることから、

中間貯蔵施設の立地は、海岸近くになることが予想され

る。中間貯蔵施設は、コスト低減を図るため、自然空冷

方式の採用が計画されており、海からの風にのって運ば

れてくる海塩粒子は、貯蔵建屋内に入り込む。海塩粒子

の飛来については、これまで、“塩害”や気象の分野で

研究が進められてきた。塩害の対象となってきたのは、

主に農業や土木（コンクリート構造物や橋梁など）（1）、

電気設備（碍子など）、鋼構造物の腐食やSCCである。

海塩粒子とは、主として、海で風と波との相互作用で

生成された海塩の微粒子で、大きさは乾いた核の径で

10μm程度以下である（2）。この粒子は、相対湿度が75%

より高いときは溶液滴の状態で存在するが、75から

30%程度までは、過飽和溶液滴、または、乾いた塩粒と

して存在する。岸壁や防波堤などでは、１mmを超え

るような飛沫も発生するが、これらの粒子は沈降速度が

大きいため、ほとんどがすぐに地面に落下する。一方、

10μm程度以下の粒子は、沈降速度が小さく、風と一

緒に内陸まで運ばれる。従って、貯蔵施設内に侵入する

ことが予想される海塩粒子は、この10μm程度以下の

粒子が対象である（図7-1-8）。

従来の塩害評価の手法は、大きく以下のように区分さ

れる。

①　対象物に付着した塩分量を実際に測定する

②　気中の塩分量を測定する

③　解析により飛来塩分量を予測する

①については、例えば、橋梁や碍子、発電所の配管等

で、実際に付着塩分量が測定されている。これらの対象

物は、一般に、屋外に設置されている場合がほとんどで、

雨によって付着した塩分が洗い流されることの影響が含

まれる。また、気中塩分量や気象条件（風速、温度、湿

度等）との相関が明確ではなく、塩分付着の履歴（例え

ば、途中で洗浄や塗装が行われたりすること）も長期に

亘って記録されているケースは観られない。②について

は、ガーゼ式（3）や土研式（4）と呼ばれる計測器を使って

の現場計測が数多く実施されている。これらの測定でも、

気象条件との相関が明確でないものが多いが、③の解析

の検証用データとしては有益である。特に、最近、電中

研が開発したエジェクタ式気中塩分計（図7-1-9）は、

捕集効率が高く、今後、いろいろな地点での計測データ

の蓄積を図っていくことが望まれる（5）。
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図7-1-7　領域３の上限温度T3を決める考え方 
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①、②の欠点を補う意味でも、③は重要である。解析

は、主に拡散方程式を解くもので、最近では、地形や障

害物の影響を考慮した３次元解析も行われている。電中

研でも、塩分飛散予測モデルを開発し、上述のエジェク

タ式気中塩分計の計測結果による検証を進めている（5）。

著者らの研究では、貯蔵建屋給気口外側での気中塩分の

条件を、本解析モデルによる解析で決定する。

貯蔵建屋の給気口から進入する気中塩分濃度は、建屋

内に入っても、変化は少ないものと予想される。従って、

コンクリートキャスク給気口での気中塩分濃度も、保守

性を考慮し、貯蔵建屋給気口外側での条件を使うことが

妥当であろう。

（2）コンクリートキャスク内の飛来塩分環境

コンクリートキャスクは、収納した使用済燃料の崩壊

熱を自然空冷で除去する方式で、給気口から流入する空

気がそのままキャニスタ表面と接触して熱を取り去る。

従って、流入する空気が海塩粒子を含む場合には、海塩

粒子がキャニスタ表面に衝突し、ある確率で付着するこ

とになる。従来の研究では、評価対象に対して、その周

囲の気中塩分濃度と付着割合の関係が明らかにされてい

ない。付着割合は、付着面近傍での流れに大きく影響を

受けるため、熱流動評価と連動させた評価が必要である。

しかし、これまでの塩害評価で対象としてきた構造物が

比較的大きな構造物であったことから、局所的な流動と

付着塩分の関係を明らかにした事例はほとんど見られな

い。流れと粒子の付着（あるいは蓄積）の観点からは、

混相流の分野で、液滴や粉体の噴霧流、あるいは、配管

や炉内の二相流として、これまで多くの研究が実施され

ている。従来の研究と、コンクリートキャスク内の流動

場での相違点として、流れが自然対流であることと、対

象物であるキャニスタ表面が高温であることが挙げられ

る。キャニスタの側面では、表面近傍に流れの境界層が

存在し、この領域内では、高温で流速の速い流れとなっ

ている。図7-1-10に、4-2節に示した実験で得られたキ

ャニスタ表面温度と発熱量の関係を示す。SCC評価で

は、温度が100℃以下に下がって水分が存在する状態が

問題となる。図を見てわかるように、貯蔵末期の発熱量

10kWでは、キャニスタ底部付近で、100℃を下回る部

位が発生している。キャニスタ底部付近には溶接箇所が

存在するため、この部分が最もSCCの発生が懸念され

る箇所である。塩分付着の観点からは、貯蔵初期の

100℃を超える状態から蓄積が始まるものと予想される

ことから、付着割合のデータは、100℃を超える高温領

域でも取得する必要がある。

コンクリートキャスク内の環境条件として、もう一つ
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キャニスタ表面温度 
（試験結果：RC製キャスク） 

図7-1-10　RC製キャスクの冷却空気およびキャニスタ表面温度条件 
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図7-1-9　エジェクタ式気中塩分計 



湿度条件が挙げられる。4-2節で述べられている通り、

実験結果から給排気口の空気温度差は、RC製キャスク

の場合、65℃となっている。この条件で、入口空気の

湿度を80%RHとすると、出口では５%RHとなる。この

数字から明らかなように、流路内は非常に乾燥した状態

である。

（3）付着塩分量測定試験・解析

キャニスタ表面への塩分付着量を予測する手法を構築

するため、試験および解析を実施する。試験装置の概念

図を図7-1-11に示す。

装置は、簡易風洞、ブロア、温湿度調節器、試験片加

熱ヒータ、塩水噴霧器等から構成される。試験では、風

洞を流れる空気に塩水を噴霧することにより、空気中に

一定量の海塩粒子を含ませ、風洞の下流に設置した試験

片上に付着する塩分量を測定する。試験パラメータは、

以下の通りである。

・試験片(材質、表面粗さ)

・雰囲気温度　

・風洞設置角度（水平・垂直）

・吹き付け流速・角度

・試験片温度

・試験時間

・塩分濃度

本試験は、現在、実施中である。さらに、次のステッ

プとして、実物大コンクリートキャスクあるいはセクタ

モデルを使用して、給気口から海塩粒子を含んだ空気を

流入させ、キャニスタ表面に付着する塩分量を測定する

試験も計画中である。

一方、並行して、塩分付着量を評価するための解析を

実施し、予測手法の構築を行う。解析は、4-4節で述べ

られているコンクリートキャスクの熱流動解析に、海塩

粒子の壁面への衝突・付着を組み合わせたモデルとする。

海塩粒子の付着割合は、上記の試験で得られた条件を与

え、試験結果を使って検証を行いつつ、解析手法を構築

していく予定である。

7-1-3 塩分流入対策技術の開発

コンクリートキャスクでは、自然空冷により、冷却空

気をキャスク内部に取り込み、除熱が行われるシステム

が採用されている。コンクリートキャスクが収納される

中間貯蔵施設においても、自然空冷で、給気口より冷却

空気が取り込まれることになるが、施設が海岸近辺に立

地された場合、冷却空気に海塩粒子が含まれている可能

性があり、その塩分がコンクリートキャニスタ内のキャ

ニスタ表面に付着した際、SCCを発生させることが懸

念される。

SCCの発生を防止するためには、キャニスタ表面に

付着する塩分濃度がSCCの発生に対する限界の表面付

着塩分濃度を超えないようにする必要がある。これに対

して、当所では、図7-1-12に示すように、電中研で開

発したコードにより、海岸から施設までの飛来塩分の粒

径および個数密度の評価を行っている。また、7-1-2章

で述べた様に、キャニスタ表面である加熱面にどれぐら

いの塩分が付着するかを実験および解析から定量的に評

価することを計画・実施している。

ここでは、中間貯蔵施設内への塩分流入を低減する対

策を考案し、その効果を定量的に評価することを目的と

している。
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整流板/フィルタ 
（脱着可） 

図7-1-11　塩分付着試験装置の概念図 

ヒータ 断熱材 整流板 
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塩分除去装置 

コンプレッサー 

流量計 ブロア 

温度・湿度 
調整器 

図7-1-12　中間貯蔵施設への飛来塩分量 

中間貯蔵施設 
自然空冷方式 

コンクリートキャスク 電中研解析コード 

Size1 
Size7

　直径（μm） 
4.06 
40.6

個数密度（1/m3）at 1km 
2.05×105 
1.43×103
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3.80×105 
3.29×103

　海岸から内陸へ飛来する塩分粒子（電中研コードの解析結果例） 
（風速10m/s、湿度80％、測定高度4m） 



（1）中間貯蔵施設としての塩分流入対策方式

中間貯蔵施設が海岸近辺に立地された場合、施設内へ

の塩分流入の低減対策としては、図7-1-13のような方

式が考えられる。方式０は、従来の方式であり、特に対

策を施さないものである。方式１は、施設の給気口に塩

分流入を低減させる対策をほどこすが、冷却空気は、従

来通り、自然冷却方式を採用するものである。方式２は、

給気口にフィルタを設置するものであり、この場合は、

フィルタ部の圧力損失が大きくなるため、施設内に冷却

空気を取り入れるには、ファンを使った強制冷却方式に

なる可能性が大きい。なお、ファンを使用する場合は、

ファンの停止時における安全性の確保も問題となる。方

式３では、ヒートパイプを用いた閉サイクル型の自然冷

却方式であり、施設内への塩分の流入は、ほとんどない

が、設備が大掛かりとなるとともにヒートパイプのメン

テナンスの必要性が発生する。

図中、左から右の方式になるほど、塩分低減効果は、

高まるものの設備コストの増大が考えられる。

本研究では、コストおよび安全性の面から、①開サイ

クル方式、②自然空冷を検討の前提条件として、上記の

方式０～方式３の中から方式２を対象に検討をすすめる

こととする。よって、この方式で求められる条件として

は、①圧力損失が少ない、②低コスト（ランニングコス

トも含む）、③設備が小規模、④設備構造が単純、⑤メ

ンテナンスの容易性が技術的な課題として挙げられる。

（2）既往技術

一般施設への粉塵除去には、これまでにいろいろな方

式が使用されている。表7-1-1は、これらをまとめたも

のである。工場・エンジン等の排出ガスから粉塵・有害

物質を除去、クリーンルーム等にとり入れる空気から粉

塵（海塩粒子を含む）・有害物質を除去するためのもの

であり、ほとんどのものが強制循環方式で、自然循環方
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表7-1-1　粉塵除去の主な方式 

乾式/湿式 

表7-1-2　海塩粒子除去の例 

海塩粒子フィルタの例 

51～80

定格流量 
（m3/min） 
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捕集効 
率（%） 

3002730×1310×3600協和化工 1

圧力損失 
（Pa） 

形状（縦×横× 
厚さ）（mm） 

スクラバーの例 
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定格流量 
（m3/min） 
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複合不織布 
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2
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1
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厚さ）（mm） メーカー名 
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56
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捕集効率 
（％） 
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圧力損失 
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（）内は、最終圧力損失 
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図7-1-13　中間貯蔵施設としての塩分流入対策 



式のものは、あまり例がない。

特に、海塩粒子の除去例については、表7-1-2に示す

ような、フィルタを使うものやスクラバー方式が採用さ

れているが、いずれも圧力損失が大きいものしか採用さ

れた例がない。

（3）塩分流入対策案

本研究では、前述したように、低コストで圧力損失の

小さい塩分流入低減装置の開発を目指している。しかし、

従来技術では、これを満たすものが無いために、新たな

流入塩分低減対策方法を提案し、定量的な評価を行うこ

とを目標としている。

図7-1-14は、貯蔵施設の給気口に設置する流入塩分

低減装置案の一例である。

一つの方法としては、給気口から流入する塩分を含ん

だ空気に水を噴霧して、塩分を低減する方法である。ま

た、他の案としては、低圧力損失のフィルタの開発であ

る。

なお、試験では、図7-1-15に示す様な一定濃度の塩

分を含んだ空気を発生させることができるダクト内に上

で述べたような流入塩分低減装置を組み込み、ダクト形

状(長さ、流路高さ等)、水の噴霧方式および噴霧量、流

入空気流速、流入空気に含まれる塩分濃度をパラメータ

として、ダクト通過前後での塩分低減量および圧力損失

を計測・評価することにより、最適な塩分低減装置を提

案することとしている。
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図7-1-14　塩分流入対策案 
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図7-1-15　試験例 
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空気 

わが国では、中間貯蔵期間は40～60年とされており、

コンクリートキャスクの長期健全性が問題となる。コン

クリートは原子力施設の遮蔽材として、古くから使用さ

れており、コンクリートの経年劣化に関する研究は

1940年代から行われており、最近５年間でこの種の研

究が増加している。米国アイダホ国立研究所には1990

年以来、約15年間、使用済燃料貯蔵を続けているコン

クリートキャスク（VSC-17）がある。VSC-17型コンク

リートキャスクは、ロッドコンクリートソリデーション

されたPWR型使用済燃料集合体17X2体分の使用済燃

料を貯蔵している。当所は、アイダホ国立研との共同研

究により、本コンクリートキャスクの経年劣化を調査・

試験している。

（1）文献調査（1）

コンクリートの照射劣化には二つのメカニズムがある。

第一は照射による材料の物性変化であり、材料の結合を

壊すものや材料の脆化をもたらすものである。第二のメ

カニズムは、照射による局所的な温度上昇である。照射

量が50年間で、1010n/cm2以下の中性子や1010Rad以下

のガンマ線によるコンクリートへの影響は無視できそう

である。このことは、ASMEやANSIの出版物により支

７－２　コンクリートキャスク長期健全性
実証試験



持されている。100年以上の照射効果は研究されていな

い。より、高い照射量の影響は不明確で異なる結果が報

告されている。ある種のコンクリートは1010n/cm2以上

の中性子照射により、圧縮強度や引張強度が低減させる

可能性がある。その影響は、中性子のエネルギースペク

トルやコンクリートの成分に依存する。1020n/cm2の中

性子や1010Rad程度の高照射によるコンクリートの圧縮

強度や引張強度の低減及び容積の大幅な増加が報告され

ている。これは、骨材の膨張とセメントペーストの収縮

による。これらの結果が、加熱と水分喪失または直接的

な照射効果によるものか否かは不明である。コンクリー

トを高温度に長期間さらした場合、圧縮強度の低減、弾

性係数・クリープ抵抗・伝導度・拡散係数の変化をもた

らす。劣化の閾値は95℃であり、その影響は、温度と

時間の増加とともに増加する。急激な温度上昇や熱的サ

イクルはコンクリートの重大な劣化をもたらす。

（2）VSC-17型コンクリートキャスクの目視検査（1）

除熱のための空気の流路となる部分及びキャニスタの

支持構造物に、顕著な経年劣化は観察されなかった。本

キャスクの除熱空気流路部分の中性子フラックスは

103mR/hrであった。この線量値及び真夏に測定された

空気流路部分の温度の組み合わせを考慮しても、コンク

リートの放射線分解または熱的乾燥は考えられない。小

規模な表面ひび割れがまばらに観察された以外に目立っ

た劣化は無いことが、この考えを支持している。

（3）温度測定、シュミッドハンマー試験、超音波試験（2）

キャスク全体の温度測定の結果、大きな変化は無い。

このため、熱伝達は比較的均一で、高温度が排気口で測

定される。遮へい部材の変化による温度の不連続点も無

かった。シュミッドハンマー試験データのバラツキは少

ない。一部の排気口の下部に遮へいのホットスポットが

観察されているが、これまでの超音波試験の結果では、

製造時の不具合によるものと考えられている。この部分

にコンクリートが十分に充填されなかった可能性が高い。
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図7-2-1　コンクリートキャスクの非破壊 
検査の様子　　　　　 

7-3-1 目的

長期の貯蔵期間中に地震を経験することが予想される

貯蔵容器は、バスケット、燃料等の間に複数のガタを有

する系であり、また今後建屋に固縛しない自立設計の貯

蔵容器も想定されている（図7-3-1参照）。

一方、これまでの強震時における貯蔵容器の応答に関

する評価事例については、相似則を適用したスケールモ

デルによる振動試験や、燃料・バスケットのガタを考慮

しない貯蔵容器単体モデルによる解析が実施されおり、

燃料の挙動まで評価した事例は少ない。

７－３　コンクリートキャスクの耐震試験

地震入力 

図7-3-1　地震時における貯蔵容器のガタ系の挙動 

バスケット－燃料衝突 

貯蔵容器ー床面浮上り 
とすべり 

貯蔵容器－キャニスタ衝突 



本試験では、実規模大の使用済燃料貯蔵容器を用いて、

大型三軸振動台によるバスケットや燃料のガタ系におけ

る相互作用を考慮した振動試験を実施し、燃料集合体の

ガタ振動時の特性や複数の燃料集合体の応答位相差によ

る群効果を明らかにする。

①　耐震用試験体の製作

耐震試験で使用する実規模大貯蔵容器（コンクリート

キャスク）、振動試験用模擬燃料集合体（PWR, BWR）、

貯蔵施設床モデル等の設計・製作を実施する。

②　三軸大型振動台による振動試験

振動試験は、文部科学省管轄の防災科学技術研究所の

大型三軸振動台（実大三次元振動破壊実験施設「通称：

E-ディフェンス」：図7-3-2参照）を用いて実施する。

③　実規模大貯蔵容器地震時応答評価

振動試験結果に基づき、地震時における貯蔵容器や内

部収納物（燃料集合体やバスケット等）の挙動を把握し、

複数の燃料集合体の応答位相差による群振動の影響や燃

料集合体のガタ振動時の特性を明らかにする。

7-3-2 試験行程

図7-3-3に、耐震試験の実施フロー（平成16年度～

平成18年度までの３カ年）を示す。E-ディフェンスを

使用した振動試験は、平成17年度に実施する。

7-3-3 耐震用試験体

本試験では、第４章で検証を行ったコンクリートキャ

スクの仕様を参考にして、実規模大の使用済燃料貯蔵容

器や模擬燃料集合体を製作する。

（1）耐震試験用PWR模擬燃料集合体

ペレット以外は実機相当の構成品を用いた17×17型

実尺模擬燃料集合体モデル１体（図 7-3-4参照）と等価

模擬燃料体20体（図7-3-5参照）を製作する。

実尺模擬燃料集合体モデルのペレットは、二酸化ウラ

ンの代わりに重量と形状を模擬した鉛－アンチモンペ

レットを使用する。さらに、グリッドセルのリサイズを

行い、グリッドバネ力を使用済燃料相当（目標緩和率

15～20%）に低減する（1）。
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所在地 

最大搭載質量 

搭載面積 

駆動方式 

加振方向 

兵庫県三木市 

1,200ｔ 

20ｍ×15ｍ 

アキュムレータ蓄圧／ 
電気油圧制御 

水平　200cm/s 
垂直　 70cm/s

水平　 900cm/s2 

垂直　1500cm/s2 
 

水平　±100cm 
垂直　 ±50cm

水平垂直同時３軸 

最大速度 

最大加速度 

最大変位 

図7-3-2　E-ディフェンスの主な仕様 

［施設鳥瞰図］ 

H16年度 

H17年度 

H18年度 
総合評価 

17×17型PWR燃料の設計・製作（１体） 
９×９型BWR燃料の設計・製作（１体） 
　注：バネ力緩和により引抜力1）を低下させる 

振動特性試験 
　・荷重と変位の関係　　　・固有振動数 
　・振動モード　　　　　　・減衰比 

コンクリートキャスクの製作 
　・鋼製部 

　・コンクリート部 

簡易形状試験体の製作（20体） 
　・重量　　・グリッド位置 
　・剛性　　・固有振動数（１次モード） 

キャニスタ・バスケットの製作 
鉄筋コンクリート製床モデルの製作 

３軸大型振動台による耐震試験 
　・ガタ系（有無）　 
　・入力波形 

簡易形状試験体（PWR型のみ）の設計 

図7-3-3　耐震試験の実施フロー 



等価模擬燃料体については、上下部ノズルを固定条件

とした際の一次固有振動数と等価とするように剛性や質

量分布を決定する。すなわち、グリッドスパン毎の重量

をグリッド位置に集中質量として燃料中心軸に配置し、

全体の曲げ剛性は、外周部コーナーに配置した中空鋼管

のタイロッドで保持し、直径や肉厚で固有振動数を調整

した。なお、横方向の剛性は無視した。

（2）コンクリート製貯蔵容器

貯蔵容器の主な仕様は、下記のとおりである。

①　寸法：貯蔵容器部：外径3.9/内径1.8×高さ5.3m

底部：外径3.9×高さ0.5m

②　鉄筋種類/サイズ：SD345/D25

③　鉄筋位置：内外周筋、内外縦筋

④　コンクリートかぶり：60mm

⑤　コンクリート種類：低熱セメント

⑥　コンクリート設計基準強度：24Mpa

底面の摩擦係数の影響を評価するため、底部の円板ス

ラブは着脱式とし、接触面は２材料（鋼材とコンクリー

ト）とした。また、給排気口等の詳細は省略した。

キャニスタ衝突時の衝撃力や滑り量を測定するため、

貯蔵容器内面の鋼製ライナー部の側板や底板間に渦電流

変位計やロードセルを設置した。

（3）キャニスタ

キャニスタの寸法は、外径1638mm、高さ4453mm

（キャニスタ吊具を除く）であり、重量は単体重量約13

トン、（PWR燃料集合体21体装荷時 約27トン）である。

主要部品の材質は、本体はステンレス鋼、バスケットは

アルミ、蓋は炭素鋼であり、蓋部構造は簡略化し、ボル

ト止め構造とした。

バスケットは、押出成形で製作した中空状のアルミ板

を格子状に組み上げた構造とし、バスケット格子内に渦

電流変位計・ひずみゲージを埋め込み、燃料集合体の挙

動を計測する。

図7-3-6に、キャニスタの仕上がり状況を示す。

（4）貯蔵施設床モデル

耐震試験に使用する貯蔵施設の床を模擬した鉄筋コン

クリート床版の主な仕様は、下記のとおりである。

①　寸法：８×８×0.8m
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模擬燃料棒 

264本 

加速度計入模擬 
燃料棒の組立 

加速度計 
（三軸×5G、50G） 

模擬ペレット 

端栓 

スケルトン準備 

グリッドセルサイズのリサイズ 
保持バネ力を15％に低減 

燃料上部 

図7-3-4　PWR実尺モデルの製作 

上部ノズル 

下部ノズル 

ダミーウエイト 

タイロッド 

グリッド 

40
58

213

図7-3-5　等価模擬燃料体の基本構造 

水平状態 



②　鉄筋種類/サイズ：SD345/D22

③　鉄筋位置：上・下面

④　長辺・短辺方向：ピッチ200mm

⑤　コンクリートかぶり：100mm

⑥　セメント種類：低熱セメント

⑦　設計基準強度：24Mpa

7-3-4 試験計画

（1）試験項目

表7-3-1に、耐震試験の実施項目を示す。
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図7-3-6　キャニスタの仕上がり状況 

表7-3-1　耐震試験の実施項目 

入力加振 

Z

YX

8,000mm

80
0m
m

5,
78
7m
m

3,940mm

貯蔵施設床モデル 

主な計測項目 

加速度 A（x、y、z） 

変位 D（x、y） 

角度・角速度ω、θ（x、y） 

ひずみε（θ、z） 

衝突荷重 I.L..（x、y、z） 

［コンクリートキャスク概念図］ 

コンクリート 
キャスク 
 

冷却空気 
出口 

使用済燃料 
コンクリート 

バスケット 

冷却空気 
入口 

キャニスタ 

転倒防止安全架台 

傾斜角・角速度計 

ケーブル 
貫通孔 

鋼製ライナー 

過電流変位計 

キャニスタ 

ロードセル 

貯蔵容器 
胴部 

貯蔵容器 
蓋部 

○　コンクリートキャスク試験体の概要 

　　・貯蔵容器本体：外径４m×高さ６m×重量180トン 

　　・床モデル：一辺８m×高さ0.8m×重量120トン 

 

Ｉ　燃料集合体振動特性試験 

 II 　摩擦特性試験 

III　キャニスタ耐震試験 

IV　CFS製キャニスタ耐震試験 

Ｖ　RC製キャニスタ耐震試験 

・無負荷状態の振動台の特性把握 
・燃料集合体単体の振動特性の把握 安全評価で使用する解析ツールへの入力データの根拠 

金属キャスクに動的地震力が作用した場合の収納物の健全性 

評価 

・固縛要否の判定基準の設定 

・燃料健全性の評価基準 

コンクリートキャスクに動的地震力が作用した場合の収納物 

の健全性評価 

・固縛状態の貯蔵容器の挙動評価 

・複数のガタ系の影響が燃料健全性に及ぼす影響 

・底板の材質（摩擦係数）が転倒挙動に及ぼす影響 

・容器底部の摩擦特性評価 

・キャニスタの転倒挙動評価 
・燃料とバスケットのガタ衝突による相互作用に係わる 
　応答特性評価 

・350ton載荷状態の振動台の特性評価 
・底面の摩擦特性の影響評価 
・固縛/非固縛状態のキャスクの応答評価 

複層のガタ系の影響が貯蔵容器全体の浮上り挙動や燃料健全性に 
及ぼす影響評価 



主な試験の実施項目は、下記のとおりである。

Ｉ 燃料集合体振動特性試験

II 摩擦特性試験

III キャニスタ耐震試験／転倒試験

IV コンクリート充填鋼板製キャスク耐震試験

V 鉄筋コンクリート製キャスク耐震試験

（2）測定項目

ガタ衝突時にキャスク各部に生じる加速度や、加震時

における貯蔵容器やキャニスタのロッキング角速度や角

度をジャイロセンサにより計測する。また、貯蔵容器内

でのキャニスタのガタ衝突による衝撃力やすべり変位を

測定するため、支持レールと支持板に、ロードセルや軸

力ボルト、ならびに渦電流変位計を設置した。また、バ

スケットセル内にも渦電流変位計を設置し、バスケット

セルと燃料集合体との相対距離を測定した。試験データ

の収録サンプリング周波数は2kHzである。

（3）試験条件

表7-3-2に、試験条件を示す。加振波については、ラ

ンダム波（0.2～30Hz、40秒）、正弦波掃引（3.2Hz/min

で10Hzから0.4Hzまでのスイープダウン）、観測地震波

（El Centro, JMA神戸）、人工地震波とした。人工地震

波は、「震源を事前に特定できない地震の考え方と地震

動の策定について」（原安委：原子力発電耐震設計専門

部会　地震・地震動WG）に基づき作成した。

7-3-5 今後の予定

図7-3-7に、試験の実施状況を示す。平成17年10月

上旬に試験を終了する予定である。

148

表7-3-2　試験条件 

ケース 確認事項 

燃料集合体振動 
特性試験 

摩擦特性試験 

キャニスタ耐震試験 
（浮上限界・転倒限界） 

コンクリートキャスク 
耐震性評価 

（浮上限界・固縛力） 

Ｉ 

II

III

IV 

V

◯ 

… 

◯ 

◯ 

… 

… 

◯ 

◯ 

… 

◯ 

… 

◯ 

ランダム波 
正弦波 
人工波 
観測波 
 

正弦波 

ランダム波 
正弦波 
 

人工波 
観測波 
 

1＊ 

… 

21

 

燃料－ 
バスケット 

貯蔵容 
器－床 

波 
 

Y 
Y、Z 
X、Y、Z

Y

Y 
Y、Z

X、Y、 
Z

1/2、2/3、1 
　1.4（裕度確認） 

1/2、2/3、1 
　1.2（裕度確認） 

加速度一定 

1/2、2/3、1

方向 
 

レベル 
（倍） 
 

燃料 
体数 

キャニスタ－ 
貯蔵容器 
（又は床） 

　ガタ（×：無、◯：有） 入　　力 

図7-3-7　試験の実施状況 



「巻頭言」で述べられた、原子力発電や中間貯蔵の必

要性が、当所の重点課題研究「リサイクル原子燃料等の

貯蔵の技術開発」の背景となっている。その中で、コン

クリートキャスク貯蔵に関する研究成果を本レビューに

まとめた。コンクリートキャスク貯蔵は米国等で実用化

しているが、沿岸立地し、地震が多いなど、わが国固有

の事情により、そのままでは、実用化できない。これを

踏まえた研究成果を、コンクリートキャスク貯蔵技術

―経済的な中間貯蔵技術実用化への挑戦―と、銘打っ

て、まとめた。

本研究には、当所がこれまで実施してきた金属キャスクの輸送・貯蔵技術に関する研究に、コン

クリート工学という土木工学的センスが必要とされた。これは、私どもが得意とする分野であり、

地球工学研究所が中核となり、原子力技術研究所、材料科学研究所、社会経済研究所などの専門的

知力を結集したプロジェクト体制が組まれ、当所の総合力が発揮された。また、実際の使用済燃料

を用いた試験研究などでは、海外研究機関との共同研究を通して、所要のデータを取得した。

本研究に対する社会からの期待に応えるために、国や電気事業との密接な連携の下、本研究は推

進・実施された。本成果が、わが国におけるコンクリートキャスク貯蔵の実用化のお役に立つこと

を切望している。今後とも、皆様方のご指導・ご鞭撻をお願いしたい。

電中研レビュー No.52● 149

お　　わ　　り　　に
地球工学研究所長　研究参事　当麻　純一
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編　集　後　記

電中研レビュー第52号「コンクリートキャスク貯蔵技

術－経済的な中間貯蔵技術実用化への挑戦」が完成しま

した。

前回の第51号の発行が平成16年３月でしたから、ほ

ぼ２年ぶりになります。この間、電中研レビューはどう

なっていたのでしょうかというお問い合わせも数多く頂

戴しておりました。この度、本レビューを読者の皆様に

お届けすることができ、編集事務局としてもほっとして

いるところです。

さて本号は、原子燃料サイクルというシステムを柔軟

に動かしていくうえで重要な課題となる使用済み燃料の

中間貯蔵技術のうち、コンクリートキャスク貯蔵技術に

ついて、当研究所が進めてきたプロジェクト研究の成果

概要を体系的にとりまとめたものです。

中間貯蔵に関係する技術者はもちろんのこと、関心を

もたれる方々にも広くお読みいただき、安全性に立脚し

経済性に優れた中間貯蔵技術を実用化する課題への挑戦

に対して、より深いご理解がえられれば、編集事務局と

してはこの上ない喜びです。

最後になりましたが、巻頭言をご執筆いただきました

関西電力株式会社常務取締役岸田哲二様に心より感謝申

し上げます。
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